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＜略語集＞ 

略語 原語(英語, イタリア語) 日本語訳 

ACRI 
Association of Banking Foundations and Saving Banks, 
Associazione di Fondazioni e Casse di Risparmio SpA 

銀行財団・貯蓄銀行協会 

BancoPosta RFC BancoPosta Ring-fenced Capital バンコ・ポスタ RFC 

BCCs banche di credito coopefrativo 協同組織金融機関 

BPM 銀行 Banco BPM BPM 銀行 

BRRD Bank Recovery and Resolution Directive 
銀行再建及び破綻処理に関

する指令 

CDP Cassa Depositi e Prestiti 預託貸付公庫 

Confidi consorzi di garanzia collettiva dei fidi コンフィディ 

Consob 
The Italian Companies and Stock Exchange Commission, 
Commissione Nazionale per le Societa e la Borsa 

国家証券委員会 

DGS Deposit Guarantee Scheme 預金保険制度 

DGSD Deposit Guarantee Scheme Directive, 2014/49/EU 預金保険制度指令 

DIF Deposit Insurance Fund 預金保険基金 

EBA European Banking Authority 欧州銀行監督機構 

EBF European Banking Federation 欧州銀行連盟 

EC European Committee 欧州委員会 

ECB European Central Bank 欧州中央銀行 

EDIS European Deposit Insurance Scheme 欧州預金保険制度 

EIF European Investment Fund 欧州投資基金 

FITD 
Interbank Deposit Guarantee Fund 
Fondo Interbancario di Tutela dei Depositi 

銀行間預金保険 

IFRS International Financial Reporting Standards 国際会計基準 

IRI Institute for Industrial Restructuring 産業再興会社 

IVASS 
Insurance Supervisory Authority 
Istituto per la Vigilanza sulle Assicurazioni 

保険監督機構 

MEF 
Ministry for the Economy and Finance 
Ministero dell’Economia e delle Finanze 

経済財務省 

MPS 銀行 Banca Monte dei Paschi di Siena 
モンテ・デイ・パスキ・デ

ィ・シエナ銀行 

NFRB National Federation of Rural Banks 全国農村銀行連合会 

RBs rural banks, cassa rurale 農村銀行 

SRB Single Resolution Board 単一破綻処理委員会 

SRF Single Resolution Fund 単一破綻処理基金 

SRM Single Resolution Mechanism 単一破綻処理メカニズム 

SSM Single Supervisory Mechanism 単一監督メカニズム 

為替レート：ユーロ。1 ドル＝0.92 ユーロ、1 ユーロ＝158.95 円（2024/1/31） 
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第 1章 金融制度概要 

イタリアの金融機関（銀行）は、1936 年の銀行法（Royal Law Decree 375/1936, 

Banking Act）を改正し、1993 年に成立した統合銀行法（政令第 385/1993 号）

（Legislative Decree 385/1993, Consolidated Law on Banking, Testo Unico Bancario, 

TUB）により銀行の業態と業態ごとの業務及び監督制度等が定められている。 

1. 金融機関の種類 

統合銀行法（Consolidated Law on Banking）により、イタリアの銀行は①株式会社

形態の商業銀行（banks established as società per azioni, banche S.p.A.）、②庶民銀行

（mutual banks, banche popolari）、③信用協同組合銀行（cooperative banks, banche 

di credito cooperative）に分類され、更に④外国銀行の支店（branches of foreign 

banks）が加わる。このうち、庶民銀行及び信用協同組合銀行が「協同組織金融機関

（banche di credito cooperative, BCCs）」に分類されるが、前者は都市部の中小企業を

対象とする一方、後者は農村地域を基盤とし、地域主義・互助色が強い。業態別の銀

行数、支店数を図表 1 に示す。 

図表 1: イタリアにおける銀行の業態分類（2022 年 12 月末） 

業態 
銀行数 

（シェア） 

支店数 

（シェア） 
根拠法 特徴 

商業銀行 
Banks established as 

S.p.A,  

banche S.p.A. 

115 

（26.2%） 

16,109 

（76.8%） 

統合 

銀行法 

・ 株式会社形態 

・ 2 大商業銀行グループのシェアが高い 

・ 法人・投資銀行部門に優位性を持つ 

庶民銀行 
Mutual banks,  

banchepopolari 

226 

（51.5%） 

4,097 

（19.5%） 

統合 

銀行法 

・ 都市部の中小企業が主要顧客 

・ 原則は組合員による一人一票制を採る協同組合。ただし総資産

80 億ユーロ以上の場合は株式会社化するか、その基準以下に

なるように減資する必要がある 

・ 広域自治体レベルの地方連盟に加え、全国組織（フェデルカッ

セ）・全国銀行（イックレア・バンク）を有する 3 層構造 

・ 信用協同組合銀行と違い、組合員以外との取引や営業地域に係

る制限がない 

・ 協同組織金融機関グループ（株式会社）に加盟し協同組合として

存続するか、加盟しない場合は株式会社に変更することになって

いる 

信用協同組合銀行 
Cooperative banks, 

banche di 

creditocooperativo 

18 

（4.1%） 

655 

（3.1%） 

統合 

銀行法 

・ 協同組織金融機関として庶民銀行に準ずるが、組合員に全体の

50%以上の信用を供与する制約や特定エリア内での営業規制が

ある 

・ 農家や小企業を主要顧客とし、1 件当たりの融資額は小さい 

外国銀行の支店 
Branches of foreign ba

nks 

80 

（18.2%） 

125 

（0.6%） 
（本国法） ・ 専ら法人向けやニッチ市場に特化 

合計 
439 

（100.0%） 

20,986 

（100.0%） 
  

（注1） 信用協同組合銀行については、地方組織と全国組織を同一階層と見なして 2 層構造とする場合もある。 

（注 2） 庶民銀行数および信用協同組合銀行数については、逆の数値が記載されている資料も見られるが、ここでは支店数記載の都合上、

Banca d’Italia “Statistical Database”の数値を使用した。 

（出所） 農林中金総合研究所企画、齋藤百合子、重頭ユカリ著（2010）『欧州の協同組合銀行』日本経済評論社、重頭ユカリ（2007）「イタリアの信

用協同組合銀行（BCCs）」『農林金融』2007 年 5 月号1、福井龍、中村研二、齊藤成人、八木由香（2005）「イタリアの地域金融と相互保証

システム」『日本政策投資銀行地域レポート 14』2、Economist Intelligence Unit “Italy”（2014 年 9 月）をもとに作成 

 Banca d’Italia “Banks and financial institutions:branch network-year 2022” に基づき、商業銀行数及び外国銀行の支店数を更新 

 
1 http://www.nochuri.co.jp/report/association/1921.html 
2 http://www.dbj.jp/reportshift/report/local_research/pdf/14.pdf 



 

3 

図表 2: 銀行の業態別機関数と合計支店数の推移（各年 12 月末） 

 

（出所） Banca d’Italia “Banks and financial institutions:branch network” （閲覧日：2023年 7月 10 日） 

 

イタリア銀行によれば、各業態の合計支店数は、1996 年 12 月末の 24,393 から

2008年 12月末の 34,139 まで増加した後は、減少へと転じている。2022年 12月末の

合計支店数は 20,986 あるが、商業銀行が 16,109（構成比 76.8%）と 8 割弱を占め、

庶民銀行が 4,097（同 19.5%）、信用協同組合銀行が 655（同 3.1%）、外国銀行支店が

125（同 0.6%）となっている。 

銀行業界全体の総資産は、2000年 12月末の 1.8兆ユーロから 2012年 12月末の 4.2

兆ユーロへと増加したが、その後は減少傾向に転じ、2018 年 12 月末には 3.67 兆ユー

ロまで減少した。なお、2019 年以降は不良債権処理が一服しつつあることなどから、

近年は回復基調にあり、実際、2021 年 12 月末時点の 3.98兆ユーロまで 3 年連続で前

年を上回る水準となっていたが、2022年 12月末は 3.96兆ユーロと前年を下回った。 

図表 3: イタリア国内銀行の総資産の推移 

  
（注）総資産額は各年末時点。 

（出所）Banca d’Italia Banks and Money: National Data 12 June 2023 （閲覧日：2023 年 7月 10 日） 
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なお、欧州銀行連盟（European Banking Federation, EBF）によれば、イタリア

の銀行業界の総資産規模は、ユーロ圏 19ヵ国ではフランス、ドイツに次ぐ第 3位で、

ユーロ圏全体の銀行総資産 36.7兆ユーロの 9.76%を占めている（2021年 12月末）3。 

2022 年 12 月末における国内銀行グループの総資産（連結）上位 5 行は以下のとお

りである。2022年には BPER Bancaを除く 4行で総資産が前年比減少し、また BPER 

Banca と MPS 銀行の順位が入れ替わった。 

図表 4: 総資産上位 5 行（2022 年 12 月末、連結） 

銀行名 総資産 業態 

インテーザ・サンパオロ（Intesa Sanpaolo）グル

ープ 
9,757 億ユーロ4 商業銀行 

ウニクレディト（UniCredit） 8,578億ユーロ5 商業銀行 

バンコ BPM（Banco BPM） 1,897 億ユーロ6 庶民銀行 

BPER Banca 1,523 億ユーロ7 商業銀行 

モンテ・デイ・パスキ・ディ・シエナ銀行グルー

プ 

（Banca Monte dei Paschi di Siena, MPS 銀行） 

1,202億ユーロ8 商業銀行 

 

 

(1) 商業銀行（banks estblished as S.p.A, banche S.p.A.） 

商業銀行は、統合銀行法（Consolidated Law on Banking）により株式会社（società 

per azioni, S.p.A.）として設立された銀行で、法人・投資部門に強みを持つ。中央銀

行によれば、2022 年 12 月末時点で国内には 115 の商業銀行が存在しており、そのう

ち二大銀行グループとされるインテーザ・サンパオロ（Intesa Sanpaolo）が 3,611 支

店9、ウニクレディト（UniCredit）が 1,986 支店10を国内に展開している（国内銀行子

会社を含む）。2 行の国内支店数計は 5,597 と、商業銀行の国内支店数の 34.7%を占め

ている。これら 2行については、第 3 章で詳細に説明する。 

第 5 位のモンテ・デイ・パスキ・ディ・シエナ銀行（Banca Monte dei Paschi di 

Siena, MPS 銀行）グループは、現在のイタリア中部に存在したシエナ共和国（the 

Republic of Siena）領内に 1472 年に設立された金融機関を母体とする。MPS 銀行は

現存する世界最古の銀行である。グループの連結収益 30.9 億ユーロ、従業員 17,020

人を有する（2022年 12月末）11。 

 
3  European Banking Federation “Facts and Figures 2022”（p.17）（閲覧日：2023年 7月 10日） 

https://www.ebf.eu/wp-content/uploads/2022/12/Banking-in-Europe-EBF-Facts-and-Figures-2022.-FINAL.pdf 
4  Intesa Sanpaolo Annual Report 2022 
5  UniCredit Annual Report 2022  
6  Banco BPM Annual Report 2022   
7  https://istituzionale.bper.it/investor-relations/bilanci-e-relazioni（閲覧日：2023年 7 月 10日） 
8  Banca Monte dei Paschi di Siena Annual Report 2022 
9 Intesa Sanpaolo “Bilanci 2022” p.27 

https://group.intesasanpaolo.com/content/dam/portalgroup/repository-documenti/investor-relations/bilanci-

relazioni-it/2020/20210326_Bilanci_2020_it.pdf 
10 リテール支店のみ。UniCredit “2022 Annual Report and Accounts” p.129 

https://www.unicreditgroup.eu/content/dam/unicreditgroup-eu/documents/en/investors/financial-

reports/2020/4Q20/2020-Annual-Report-and-Accounts-General-Meeting-Draft.pdf 
11 Monte dei Paschi di Siena Group “Annual Report 2022” p.7 

https://www.gruppomps.it/static/upload/_con/consolidated-financial-statement_gmps_2020.pdf 

https://istituzionale.bper.it/investor-relations/bilanci-e-relazioni（閲覧日：2023
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MPS 銀行単体の総資産は 1,156.0 億ユーロ、収益は 28.3 億ユーロ、従業員数は

16,180 人、国内支店数は 1,362 である（2022 年 12 月末）12。MPS 銀行の業績は低迷

を続け、2014 年の欧州中央銀行（European Central Bank, ECB）が実施したストレス

テストにおける対象銀行の中で最大の資本不足が指摘された。2016 年に行われた欧

州銀行監督機構（European Banking Authority, EBA）によるストレステストでも、悲

観的シナリオに基づく自己資本の毀損が対象行のうちで最も深刻であった。同行は

2016年 12月に 50億ユーロの増資計画が、政局混迷の影響もあって失敗し、政府に公

的資金による救済を要請した。その後、イタリア政府・議会は 2017 年 2 月に同行等

に最大 200 億ユーロを資本注入する法案を可決13。この資本注入がベイルイン制度

（破綻時に投資家に一定の損失負担を義務付ける仕組み）に抵触すると考えられたこ

とから、EU・ECBとの交渉は難航したものの、2017年 7月、イタリア政府は MPS銀

行に 54 億ユーロの資本注入を行うことについて、欧州委員会の正式な承認を得た。

その際、欧州委員会から 2021 年度決算開示までには政府保有株をすべて売却するか

削減しなければならないという条件が付けられた。すなわち、MPS銀行の再民営化実

現の期限が設定された14。この資本注入の結果、経済財務省の出資比率は 2016 年 12

月の 4.02%から 17 年 12 月には一気に 68.25%に急上昇し15、MPS 銀行は 2017 年に実

質国有化されることになった。 

2021 年 2 月にドラギ政権が発足、MPS 銀行の再民営化への動きが活発化し始めた。

同行の完全買収について 21年 7月からウニクレディトと政府の間で独占的な交渉が行

われたが、同年 10 月、多額の資金を要する MPS 銀行のリキャピタリゼーション計画

にかかる合意調整が不調に終わったことを理由としてウニクレディトと政府は交渉の

中断を発表した。2021 年 7 月に結果が公表された EBA のストレステストでは、MPS

銀行のコア資本比率はマイナスとなった。交渉失敗を受けてイタリア政府は様々なリ

ストラ案を提示して、欧州委員会から設定された再民営化期限の延長要請を余儀なく

された。 

2022 年 6 月、MPS 銀行は 5 ヵ年ビジネスプラン（2022-2026 年）を発表。このな

かで種々の経費削減策と併せて 25 億ユーロの資本増強計画を提示した（うち政府は

出資比率 64%に相当する 16 億ユーロを負担する）16。8 月に欧州委員会が政府の要請

を承認したことによって再民営化の期限も具体的な期日は開示されていないが、複数

年（”for years”）延長された。10 月には、増資の残り 9 億ユーロについても引受銀行

8行が決まり、増資が実現した。 

増資は首尾よく進んだものの MPS 銀行の再民営化については見通しが立っていな

い。ウニクレディトとの交渉が失敗に終わったあと、経済財務省はバンコ BPM や

BPER Banca などに声を掛けた模様であるが、両行はそれぞれ 2023 年 5 月、6 月に

MPS買収には関心ない旨を表明した。政府は戦略パートナー探しの継続と併行して、

保有する MPS 銀行株の一部を市場で売却することも検討していると報道されていた

 
12 Monte dei Paschi di Siena Bank “Annual Report 2022”, p.594, p.623 

https://www.gruppomps.it/static/upload/sep/separate-financial-statement-bmps_2020_draft.pdf 
13 「イタリア、モンテ・パスキなど銀行に最大 2兆円注入の法成立」 

https://www.bloomberg.co.jp/news/articles/2017-02-17/OLHRTX6K50XT01 （閲覧日：2023年 9月 20日） 
14       “Italy to seek EU approval to stay in MPS for ‘years’ – source”, 27 October 2021（閲覧日：2023年 9月 20日） 

https://www.reuters.com/business/finance/italy-seeks-eu-approval-stay-mps-years-source-2021-10-26/ 
15       Banca Monte dei Paschi di Siena Group “Annual Report 2017” 
16     BSIC “Monte dei Pasch Recapitalization”, 30 October 2022（閲覧日：2023年 9月 19日） 

https://bsic.it/monte-dei-paschi-recapitalization/ 
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がいる17 18、2023 年 11 月 20 日、保有株 64.23%のうち 25%ポイント相当を市場で売

却、経済財務省の出資比率は 39.23%まで低下した 2023年 3月 6日時点で経済財務省

が 64.23%を保有している19。 

 

(2) 庶民銀行（mutual banks, banche popolari） 

庶民銀行は統合銀行法（Consolidated Law on Banking）第 29 条から第 32条の規定

に基づき設立された銀行業態であり、①議決は一人一票（第 30 条）、②個人の一人

当たり出資額は株主資本総額の 0.5%以上 1%以下（第 30 条）、③株主数は 200 人以

上（第 30 条）、④年間純利益の 10%以上を法定準備金として積み立てる（第 32 条）

といった制約が設けられている。庶民銀行は中小企業や個人が主要顧客であり、事業

資金や住宅ローン、資産運用商品を提供している。信用協同組合銀行（cooperative 

banks, banche di credito cooperative）とは異なり、組合員以外との取引に関する制約

や営業地域に関する制限は課されていない。 

なお、②一人当たり上限出資額に関しては、譲渡可能な証券へ投資する集団投資ス

キーム（投資信託等）は適用を除外されている20。また 2012 年 12 月の法律により、

銀行財団（banking foundations）は、庶民銀行の合併等により、庶民銀行への出資比

率が上限の 1%を超過する場合には、3%まで保有することができる21。 

従来、庶民銀行の株式会社化は、組合員（会員）によって決定された場合又は経営

の安定のためイタリア銀行が他行との合併を承認した場合に可能であったが、2015年

1 月に公布された統合銀行法の改正令（Decree Law January 24, 2015, No. 3）におい

て、総資産（単体又は連結）が 80 億ユーロを超える庶民銀行は商業銀行に転換され

ることが決定した。この基準に該当する庶民銀行については、18 ヵ月以内に商業銀行

化して「議決権一人一票」の制約を撤廃するか、総資産を 80 億ユーロ以下に圧縮し

なければならない22（図表 5）。2015 年 10 月、UBI バンカが商業銀行に転換した初の

銀行となった。 

2022 年 12 月末時点で、国内に 226 の庶民銀行が 4,097 支店を展開している23。そ

のうち株式会社として上場しているバンコ BPM（Banco BPM）が国内銀行総資産額

で第 3 位に位置している（2022 年 12 月末）。第 5 位であった UBI バンカ（Union di 

Banche Italiane）は 2020 年 8 月 5 日以降インテーザ・サンパオロ・グループの傘下

となっている。 

 

 
17     Reuters, “Banco BPM not interested in merger with MPS, chairman says”, May 31, 2023（閲覧日：2023年 8 月 15 日 

https://www.nasdaq.com/articles/banco-bpm-not-interested-in-merger-with-mps-chairman-says 
18  Market Screener, “BPER Denies Any Interest in Merger with Banca Monte dei Paschi”, June 09, 2023（閲覧日：2023年

8月 15日） https://www.marketscreener.com/quote/stock/BANCA-MONTE-DEI-PASCHI-DI-32053194/news/BPER-

Denies-Any-Interest-in-Merger-with-Banca-Monte-dei-Paschi-44090747/ 
19 MPS銀行 ”SHAREHOLDING STRUCTURE”, https://www.gruppomps.it/en/corporate-governance/shareholding-

structure.html （閲覧日：2024年 2月 2日） 

2020年 12月末まで 68.25%だった政府出資比率が 2021年 12月末から 64.23%に下がっている。 
20  統合銀行法第 30条 3項 
21  Bruno Cova, Patrizio Braccioni, Flavio Acerbi & Marc-Alexandre Courtejoie, “The Future of Italian Mutual Banks” 

https://www.paulhastings.com/docs/default-source/PDFs/stay-current-the-future-of-italian-mutual-banks2.pdf 
22  Bruno Cova, Patrizio Braccioni, Flavio Acerbi & Marc-Alexandre Courtejoie, “The Future of Italian Mutual Banks”, 

http://www.paulhastings.com/publications-items/details/?id=75e0e369-2334-6428-811c-ff00004cbded 

Eva Gutiérrez “The Reform of Italian Cooperative Banks: Discussion of Proposals” (IMF Working Paper、2008 年 3
月), https://www.imf.org/external/pubs/ft/wp/2008/wp0874.pdf 

23  Banca d’Italia “Statistical database” 
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(3) 信用協同組合銀行（cooperative banks, banche di credito cooperativo） 

信用協同組合銀行（cooperative banks, banche di credito cooperativo）は、19 世紀

に設立された農村銀行（rural banks, cassa rurale, RBs）又は農村・手工業金庫（casse 

rurali e artigiane）を源流とする。1882 年から 1883 年にかけての農業危機（agrarian 

crisis）を契機として、消費者や生産者の利益保護のため協同組合（cooperatives）が

組織された。ドイツの地方名望家フリードリヒ・ヴィルヘルム・ライファイゼン

（Friedrich Wilhelm Raiffeisen）の影響を受け、1883 年に北部ベネト州パドヴァ県ロ

レッジャ（Loreggia）において政治家・経済学者のレオン・ウォレンボルグ（Leon 

Wollemborg）と 32 人のメンバーにより初の RBs が設立された。 

イタリアでは協同組合運動においてカトリック関係者が大きな役割を果たした。特

に、当時のローマ教皇レオ 13世（Leo XIII）は、1892年の回勅（encyclical letter：全

教会宛の公文書）「レールム・ノヴァールム」（Rerum Novarum）において、教会が

貧困や労働問題等の社会問題に取り組むべきとの見解を示したことでカトリックの社

会問題への関心が高まり、RBs の普及に貢献した。19 世紀末には国内に 900 近くの

RBsが存在し、そのうち 775がカトリック関係者による設立であった。20世紀初頭に

かけて、1909 年に設立された全国農村銀行連合会（National Federation of Rural 

Banks, NFRB）が RBs の組織化を進め、現在の全国組織フェデルカッセ（Federcasse）

の前身となった。 

1937年の銀行法の適用を受け、RBsはイタリア銀行の監督下に置かれた。大戦中は

協同組合の管理者がファシスト党員に任命され、組合の影響力が党のプロパガンダに

利用されたことで、組合員及び機関数の減少を招いた。戦後にイタリア共和国が成立

すると、RBs は、イタリア憲法第 45 条により再組織され、1950 年には NFRB が再度

設立された。NFRBは 1975年までに地域レベルの連合組織化を完了した。またそれに

先立つ 1963 年にはイックレア・バンク（ICCREA Banca）が設立されている。 

1970-80 年代にかけて農業従事者人口の減少を背景に、組合員資格等の見直し等を

求める声が強まった。1993 年の統合銀行法の成立を機に信用協同組合銀行（BCCs）

の名称が導入され、職業に拘らず一般住民も出資して組合員になれるようになった。

同法の施行によって、商業銀行と BCCs の垣根は低くなったとされるが、その一方で

相互主義、民主主義、地域主義（localism）といった特性は保持されている24。 

BCCsは、①議決は 1人 1票、②株主数は 500人以上、③年間純利益の 70%以上を

法定準備金として積み立てる、④保有する株式の上限は 10 万ユーロといった制約が

設けられている。また、融資の 50%以上は組合員向けに行うことが義務付けられてい

ること及び特定エリア内で営業することが求められていること等から、小規模な銀行

が多い。また、農村や地方部の農家、アルチザン（artigian）と呼ばれる衣服や靴、

家具等の事業に従事する従業員 10 人以下の企業や個人が主要顧客であり、金融サー

ビスの提供が貯蓄商品や住宅ローン等の小規模な融資案件（1 件当たりの融資額は平

均 5 万ユーロ程度）に限定されており、資産規模も小さい。 

(4) 預託貸付公庫（Cassa Depositi e Prestiti, CDP） 

預託貸付公庫（Cassa Depositi e Prestiti, CDP）は 1850 年に政府によって設立され

た開発機関である。2016 年にはイタリア政府及び EU から国家開発機関（national 

promotional institution, NPI）に認定され、仏独等の開発機関や欧州投資基金

 
24  Ivana Catturani, Maria Lucia Stefani  “Italian Credit Cooperative Banks”(Karafolas, Simeon (Ed.), “Credit Cooperative 

Institutions in European Countries” Springer, 2016) 
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（European Investment Fund, EIF）と協働して中小企業のファイナンスを支援するよ

うになった25。 

CDP は主に郵便貯金26（郵便貯金口座：postal passbook savings accounts（postal 

savings books）及び郵便貯金債券：postal savings bonds（利付郵便貯金証書：

interest-bearing postal certificates））として集められた資金を国・地方自治体やイン

フラ等の開発資金として公的部門及び民間企業に融資している27。また、CDP は 2015

年に個人向け債券（retail bonds）を発行した。個人向け債券は、銀行の窓口で特定の

期間のみ販売され、政府保証が付かない点が郵便貯金商品と異なる。個人向け債券の

発行残高は約 29 億ユーロである。なお、郵便貯金商品（郵便貯金口座＋郵便貯金債

券）の発行残高は約 3,288 億ユーロである28（2022年 12月末）。 

CDP は 2003 年 12 月 12 日に株式会社化された。2022 年 12 月末時点で株式の

82.77%を経済財務省（Ministry for the Economy and Finance, Ministero dell’Economia 

e delle Finanze, MEF）が、15.93%を合計 62の銀行財団（banking foundations）が保

有しており、また 1.3%が自社株（treasury shares）である29。同公庫の連結総資産は

4,781 億ユーロである（2022 年 12 月）30。 

 

(5) 協同組織金融機関（banche di credito cooperative, BCCs）改革 

庶民銀行（除く株式会社形態）ならびに信用協同組合銀行を合わせた、いわゆる協

同組織金融機関（banche di credito cooperative, BCCs）は、全国に 238あり、支店数

は 4,155、総出資金（資本金と準備金の合計額）は 212 億ユーロである。全国に深く広

いネットワークを持ち、102 の県、2,580 の市町村に展開し 137 万 4692 人の組合員、

28,755人の従業員を有している31（2021 年 12月末）。 

各 BCC の技術的な支援・監査・調整を行うのは全国 15 の地方連盟（regional 

federations）であり、地方連盟はフェデルカッセ（Federcasse）と呼ばれる全国連合

会組織に加盟している。フェデルカッセは 1950 年に創設され、BCCs 全体の戦略決定、

イタリア銀行との調整、システム開発、BCCs の監査、労組との交渉、渉外、法務・

税務の技術支援、調査・統計等の管理業務を行っている。また、BCCs の流動性管理、

決済、証券仲介、保険商品やリース商品の提供等、財務機能の補完をする BCCs の

「全国銀行」として、1963 年に設立されたイックレア・バンク（ICCREA Banca）が

ある。1995年にはイックレア・バンクの持株会社としてイックレア・ホールディング

（ICCREA Holding）が創設され、その子会社にリース会社、投資信託会社、保険会

社等を有する。 

銀行の不良債権や信用不安が問題視されているイタリアでは、小規模行を中心とす

 
25  欧州投資基金, ”2016 Annual Report”, https://www.eif.org/news_centre/publications/eif_annual_report_2016.pdf 及

び 2016年 11月の CDPへのヒアリングに基づく。 
26  ポステ・イタリアーネにおける郵便貯金口座（postal savings books）、利付郵便貯金証書（interest-bearing postal 

certificates）は、CDPでは郵便貯金口座（postal passbook savings accounts）、郵便貯金債券（postal savings 

bonds）と称されている。本文中の表記は原則としてポステ・イタリアーネの表記に基づくものとするが、CDPの商
品としての記述の場合は、両方の名称を併記した。 

27  民間企業への融資対象分野については、経済財務省（MEF）が政令法により定める（CDP “Articles of Association” 

Article 3 1 （A2） i.）。 https://www.cdp.it/sitointernet/en/statuto_cdp.page 
28  Poste Italiane Annual Report 2022, p.784  
29   CDP, “Annual Report 2022”, p.6 
30  CDP, “Annual Report 2022”, p.272  

https://www.cdp.it/resources/cms/documents/CDP_RFS_2021_ENG_22-09-2021.pdf 
31  “Le BCC”, https://www.creditocooperativo.it/page/il-credito-cooperativo （2023年 7 月 31日時点で閲覧不可） 

https://www.creditocooperativo.it/page/il-credito-cooperativo%20（2023年7月31
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る BCCs のシステムの脆弱性が指摘されており、政府で 1 年以上にわたり脆弱性克服

に向けた改革が議論されてきた。 

2016 年 2 月 10 日、BCCs の重要な改革に係る政令（Decree 18/2016、2016 年 4 月

に法律化）が発出され32、同法により BCCs は①一つの協同組織金融機関グループ

（cooperative banking group）に加盟するか又は株式会社となること、②協同組織金

融機関グループの親会社は資本金 10 億ユーロを所有し、イタリア銀行（Banca 

d’Italia）の許可を得ること、③グループのガバナンスは、いわゆる「団結契約」

（cohesion contracts）により規制されることが定められ、更に④BCCs の資本充実化

に向けた改革措置が導入された（図表 5）。 

同法の施行を受けて、BCCs の中央機関的位置づけであったイックレア・バンク

（ICCREA Banca）のほか、イタリア北東部を地盤とするカッサセントラル・バンク

（Cassa Centrale Banca）、イタリア北部南チロル地方を地盤とするカッサセントラル

ライファイゼン・バンク（Cassa Centrale Raiffeisen）が協同組織金融機関グループの

創設を申請、278 の独立した BCCs が 3 つのグループに集約されることになった33。

2020 年 5 月時点で、136 の BCCs が ICCREA Banca グループ、79 の BCCs が Cassa 

Centrale Banca グループ、そして 39 の BCCs が Cassa Centrale Raiffeisen グループに

属している34。協同組織金融機関改革によって、銀行業界全体でも 59 の金融グループ

と 90 の独立銀行に集約された35（2020 年末時点。改革前の 2015 年末時点では 75 の

金融グループと 424 の独立銀行が存在36）。 

なお、総資産 80 億ユーロを超える 10 大庶民銀行のうち、上位 2 行（Banco 

Popolare, Banca Popolare di Milano）は2017年1月1日、株式会社化と同時に合併し、

総資産第 3 位の巨大銀行グループ Banco BPM が誕生した。 

 

図表 5: 協同組織金融機関（BCCs）改革の概要 

概 要 詳 細 

① 

協 同 組 織 金 融 機 関
（BCCs）は一つの協同
組織金融機関グルー

プに加盟するか株式
会社化すること 

・BCCs は、現在の協同組織金融機関業務を引き続き行うべくイタリア銀行から許可を得るため、原則として協同組
織金融機関グループに加盟しなければならない 

・各 BCC は、協同組織金融機関グループに加盟しないことができるが、そのためには株式会社（S.p.A）組織に転
換しなければならない 

・小規模な BCCs（純資産 2 億ユーロ以下）が加盟しないことを望む場合は、その資産を 1992 年の法律（law 
no.59/92）により設立された「協力推進のための相互基金」に移転しなければならない。この規定は、純資産額 2
億ユーロ以上の大規模な BCCs には要求されないが、現金準備金（cash reserves）には 20%の特別税が課せら
れる 

・協同組織金融機関グループに加盟せず、株式会社への転換もしない BCCs は清算される（但し、資本金 2 億ユ
ーロ以下の小規模な BCCs は清算から除外されている） 

 
32  Patrizio Messina, Gianrico Giannesi, Raul Ricozzi, Madeleine Horrocks, Emanuela Molinaro and Annalisa Dentoni-

Litta “Reform of Italian Cooperative Credit Banks”(Orrick, Herrington & Sutcliffe LLP, Lexology), February 2016 

http://www.lexology.com/library/detail.aspx?g=33f91f17-d272-471a-b1ef-e56d7d14a1d1 
33  Banca d'Italia, “Annual Report 2017” p.162  

https://www.bancaditalia.it/pubblicazioni/relazione-annuale/2017/index.html  
34  “L’organizzazione del Credito Cooperativo,”, https://www.creditocooperativo.it/page/il-credito-

cooperativo/lorganizzazione-del-credito-cooperativo（閲覧日：2021年 10月 22日） 
35  Banca d'Italia, “Annual Report 2020” p.164 

https://www.bancaditalia.it/pubblicazioni/relazione-annuale/2020/rel_2020.pdf 
36  Banca d'Italia, “Annual Report 2015” p.131 

https://www.bancaditalia.it/pubblicazioni/relazione-annuale/2015/index.html 
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② 

協同組織金融機関グ

ループの親会社は資
本金 10 億ユーロを所
有し、イタリア銀行の

許可を得ること 

・各協同組織金融機関グループは、銀行活動を実施するためには親会社を有しなければならない（親会社の最
低資本金は 10 億ユーロ） 

・親会社は株式会社形態を取り、グループに所属する BCCs がその株式の過半を所有しなければならない 

・協同組織金融機関グループの親会社となることを希望する会社は、関連規定の実施から 18 か月以内にイタリア
銀行にその旨を通知する必要がある。その場合は、i) 団結契約の申請書 ii) BCCs 等がグループの一員とな
る意向を示す旨の意向表明書を提出しなければならない。この団結契約は、イタリア銀行の許可の後、90 日以
内に署名されなければならない 

③ 
グループのガバナンス
は「団結契約」により規
制されること 

・親会社の主な業務は、グループの持株会社と BCCs との間の、いわゆる「団結契約」（contratti di coesione）に
従い実施される BCCs の管理と調整である。団結契約は親会社の権限を規制し、親会社と BCCs が負っている
義務に関し連帯して責任を有することを意味する 

④ 
BCCs の資本充実化に

向けた改革措置 

i) 一人の株主により保有可能な株式の最高額を 5 万ユーロから 10 万ユーロに引き上げる 

ii) BCCs の最低株主数を 200 人から 500 人に引き上げる 

iii) BCCs は、イタリア銀行の許可により、株式を発行できる 

（注） 「協力推進のための相互基金」の英語・イタリア語表記はそれぞれ “mutual funds for the promotion and development of cooperation”、 

“fondi mutualistici per la promozione e lo sviluppo della cooperazione” 

（出所） Patrizio Messina, Gianrico Giannesi, Raul Ricozzi, Madeleine Horrocks, Emanuela Molinaro and Annalisa Dentoni-Litta 

“Reform of Italian Cooperative Credit Banks”（Orrick, Herrington＆Sutcliffe LLP, Lexology）, February 2016 

http://www.lexology.com/library/detail.aspx?g=33f91f17-d272-471a-b1ef-e56d7d14a1d1 をもとに作成  
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2. 監督官庁と指導体制 

2012年 6月の EU首脳会議では、2008年以降欧州各国で発生した債務危機に対処す

るため、金融枠組みの統合を目的とする銀行同盟（Banking Union）の創設が決定され

た。銀行同盟では、①単一監督メカニズム（Single Supervisory Mechanism, SSM）、②

単一破綻処理メカニズム（Single Resolution Mechanism, SRM）、③預金保険制度

（Deposit Guarantee Scheme, DGS）を金融枠組み統合のための三本柱として位置づけ

ている。 

第一の柱である SSM は、2014 年 11 月以降、従来ユーロ圏各国当局が有していた銀

行監督権限を欧州中央銀行（European Central Bank, ECB）に集約した制度である。 

ECB の直接監督対象となる銀行（significant institutions）は、(a)総資産が 300 億

ユーロ以上、(b)特定の 1 ヵ国若しくは EU の経済において影響力が大きい、(c) 総資

産が 50億ユーロ以上、かつ 2国以上の EU加盟国に対するクロスボーダー債権（或い

は負債）の総資産（或いは総負債）に占める割合が 20%超、(d)公的支援を受け入れ

た機関のいずれかを満たした銀行であり、現在は 113行が対象となっている（2023年

11 月 1 日時点37）。 

イタリアでは、インテーザ・サンパオロやウニクレディトのほか、複数の大手庶民

銀行や、投資銀行業務を主とする商業銀行のメディオバンカ（Mediobanca）を含む

12行が ECBによる直接監督の対象となっている。 

一方、重要度の低いその他の銀行（less significant institutions）については、中央

銀行であるイタリア銀行（Banca d’Italia）がECBから権限を委譲されて監督を行う。

同行は 1893 年銀行法（Law 449 of 10 August 1893）により設立され、2014 年の SSM

導入まで国内銀行の規制監督を行ってきた。 

図表 6：ECB の直接監督基準と該当するイタリアの銀行（2023 年 11 月 1 日時点） 

要件 概要 該当する銀行 

規模 総資産価値が 300 億ユーロ以上 ・Banca Mediolanum S.p.A. 

・BANCA MONTE DEI PASCHI DI SIENA S.p.A. 

・Banca Popolare di Sondrio, Società Cooperativa per Azioni (S.p.A.) 

・Banco BPM S.p.A. 

・Cassa Centrale Banca - Credito Cooperativo Italiano S.p.A 

・BPER Banca S.p.A. 

・Credito Emiliano Holdings S.p.A 

・Finecobank S.p.A. 

・ICCREA Banca S.p.A. - Istituto Centrale del Credito Cooperativo 

・Intesa Sanpaolo S.p.A. 

・Mediobanca –Banca di Credito Finanziario S.p.A. 

・UniCredit S.p.A. 

経済的重要性 
（注） 

特定の１か国または EU 全体の経済にとって重
要である 

事業の越境性 

総資産が 50 億ユーロ以上、かつ 2 国以上の
EU 加盟国に対するクロスボーダー債権（或い
は負債）の総資産（或いは総負債）に占める割
合が 20%超 

直接公的金融 
支援の経験 

欧 州 安 定 メ カ ニ ズ ム （European Stability 
Mechanis）又は欧州金融安定ファシリティー
（European Financial Stability Facility）から
の援助を要求した、もしくは受けたことがある 

（注） 「経済的重要性」は、ECB が各国の経済に対する各行の①重要性②相互接続性③代替性④複雑性を判断して決定する。 

（出所）   ECB, 単一監督メカニズム（SSM）ウェブサイト 

https://www.bankingsupervision.europa.eu/banking/list/criteria/html/index.en.html 

ECB, “List of supervised entities as of 1 November 2023”,  

https://www.bankingsupervision.europa.eu/banking/list/html/index.en.html3 

 

銀行免許の発出や取消については銀行の重要性に拘らず、ECB と国内規制当局の両

者が関与する「共通の手続き」（common procedures）が適用される。この手続きの

下では、銀行免許の交付を受けようとする場合、まずイタリア銀行に対し申請が必要

 
37  欧州中央銀行, List of supervised entities, https://www.bankingsupervision.europa.eu/banking/list/html/index.en.html 

（閲覧日：2024年 2月 5 日） 
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である。それを受けてイタリア銀行は国内法に基づく審査を経てECBに申請を上げ、

ECB がイタリア銀行の決定を考慮しつつ、関連 EU 法及び当該国内法に基づき審査を

行い、免許交付の可否を決定する38。必ずしも ECB に専権的な決定権限が与えられて

いるわけではなく、国内当局による仮決定（draft authorization decision）に強い効力

がある点が注目される。 

図表 7：銀行設立に係る欧州中央銀行・国内当局の共通手続 

管  轄 内  容 

①イタリア銀行（国内当局） 申請者より設立申請を受け、15 営業日以内に申請内容を ECB へ通知 

②イタリア銀行（国内当局） 申請に不備があった場合、自ら、または ECB からの要請を受けて、申請者に追加情報の提供を要求。追加情報を 15
営業日以内に ECB へ通知 

③イタリア銀行（国内当局） 

自国の国内法へのコンプライアンスの観点から申請内容を審査し、申請を拒否する場合はその旨を ECB に通知す
る。 

申請を承認する場合は、仮決定（draft authorizaｔion decision）を最長審査期間の到来する 20 営業日より前に ECB
及び申請者に通知する。必要に応じて、仮決定に対し推薦（recommendation）や条件、制限を付してもよい 

④ECB（欧州中央銀行） 申請内容について関連 EU 法へのコンプライアンスの観点から独自に審査。必要に応じて申請者に意見論述、異議
申立の機会を与えたり、審査期間を延長することができる 

⑤ECB（欧州中央銀行） 国内当局の仮決定、自行の審査、申請者からの意見論述をもとに申請承認の可否を決定。仮決定受領後 10 営業日
以内に決定しない場合、仮決定が受け入れられたものと見なす 

（出所） SSM 枠組規則（SSM Framework Regulation）をもとに作成 

 

第二の柱である単一破綻処理メカニズム（SRM）については、2015年 1月に制度の

根拠となる EU 指令が加盟国に適用された。また、第三の柱である預金保険制度

（DGS）については 2024 年を目途に EU 加盟国全体をカバーする統合的な預金保険

の構築及び預金者への保証の実施までにかかる日数の短縮が進められている。 

また、イタリアの銀行以外の金融機関の監督官庁として証券会社及び証券市場の監

視、監督を行う国家証券委員会（The Italian Companies and Stock Exchange 

Commission, Commissione Nazionale per le Societa e la Borsa, Consob）や、保険会社

に対して全般的な規制監督権限を持つ保険監督機構（the Institute for the Supervision 

of Insurance, Istituto per la Vigilanza sulle Assicurazioni, IVASS）がある。いずれも独

立行政機関である39。 

 

 

 
38  EUR-Lex「SSM 枠組規則」 

（REGULATION（EU）No 468/2014 OF THE EUROPEAN CENTRAL BANK of 16 April 2014 establishing the 

framework for cooperation within the Single Supervisory Mechanism between the European Central Bank and national 

competent authorities and with national designated authorities（SSM Framework Regulation））第 73条から第 79 条 
https://eur-lex.europa.eu/eli/reg/2014/468/oj 

39  Commissione Nazionale per le Societa e la Borsa ウェブサイト  http://www.consob.it/ 

Istituto per la Vigilanza sulle Assicurazioni ウェブサイト http://www.ivass.it/ 
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3. イタリアの金融制度の特徴 

(1) 地域（コミュニティ）金融政策 

イタリアの地域金融は主に庶民銀行や信用協同組合銀行が支えており、相互扶助優

先の経営方針を持つBCCsは、非営利の金融機関として税制優遇措置が設けられている

40。この措置には BCCs に課されている法定準備率規制（純利益の 70%）や、「協力推

進のための相互基金」への一定割合の積立（純利益の 3%）といった規制に対する補償

という側面がある41。 

また、イタリアの銀行が地域の中小企業に対して与信を行う42際には、コンフィデ

ィ（consorzi di garanzia collettiva dei fidi, Confidi）と呼ばれる相互信用保証スキームを

利用することが多いが、コンフィディに対しては自治体等からの支援がある。 

コンフィディは会員企業からの会費と出資金等からなる相互信用保証を目的とした

組合ファンドであり、地域別、産業別に 1,000 以上存在するといわれる。会員企業が

銀行から融資を受ける際、ファンドによる債務の連帯保証が受けられるが、コンフィ

ディに対する保証料の支払いと、地域の有力者から構成される委員会による保証の合

意が必要である。コンフィディは銀行と中小企業との間の情報の非対称性を克服する

機能があり、中小企業への金融機関の資金融通を円滑化している。このため、州政府

や地元の商工会議所が、1990 年代以降、地域のコンフィディのファンドに出資するよ

うになり、更に、コンフィディ保証の再保証を引き受けるマイクロクレジット機関等

があり、広く薄くリスクを共有している。 

(2) 銀行の規制緩和と銀行財団43 

現在のイタリアの銀行システムは、1993 年の統合銀行法（Legislative Decree 

385/1993, Consolidated Law on Banking）により規制されているが、それまでの約 60

年間は、1930 年の大恐慌（Great Depression）の後に採用された法規定が適用されて

きた。政府は大恐慌後の経済復興のため、1933年に多くの公的銀行を傘下に置く公的

持株会社の産業再興会社（Institute for Industrial Restructuring, IRI：2000 年解散）

を創設し、当時の 3 大商業銀行（Banca Commerciale Italiana、Credito Italiano、

Banca di Roma）をはじめ多くの銀行を国有化した。国有化方針は IRI創設後 60 年間

維持された。 

1930 年代の銀行制度は、銀行セクターの分断、営業地域・活動の規制を企図した

ものであった。1936 年の銀行法（Banking Act）は銀行に専門分化を強制

（mandatory specialization）するもので、商業銀行は短期の融資に特化する一方で中

長期の融資は各特別与信機関（special credit institutions）が分野別に（農業、建設、

公共事業、産業、南部イタリア開発（Mezzogiorno））担当した。 

1973年からは、銀行に対し中長期の国債・政府保証債の最低保有額及び民間部門貸

出の量的規制が課された。これによって公債への需要が維持され、銀行の貸出金利と

 
40 農林中金総合研究所企画、齋藤百合子、重頭ユカリ著（2010）『欧州の協同組合銀行』日本経済評論社 
41  Ivana Catturani, Maria Lucia Stefani  “Italian Credit Cooperative Banks”（Karafolas, Simeon（Ed.）, “Credit 

Cooperative Institutions in European Countries” Springer, 2016） 
42 イタリア銀行は 3万ユーロ以上（与信先に不良債権がある場合は 250ユーロ以上）の法人与信の情報のデータベース

を登録する信用情報機関（Centrale dei Rischi）を運営し、銀行に情報提供している。イタリアの銀行は法人与信を行

う際には、この国営データベース若しくは民間ベースでの与信データベース等を利用している。 
43  Elena Carletti, Hendrik Hakenes , Isabel Schnabel（2005）“The Privatization of Italian Savings Banks-A Role Model 

for Germany?” Vierteljahrshefte zur Wirtschaftsforschung: Vol. 74, Europäische Finanzmarktarchitektur, pp. 32-50 

https://doi.org/10.3790/vjh.74.4.32 
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比べて公債利子率を低く維持できたため、民間銀行に対するクラウディングアウトが

発生した。この時期の銀行法制は地方の開発と金融システムの安定性向上を主眼とし

ていたため、政府は公的銀行間の合併を認めず、とりわけ地方自治体が所有する貯蓄

銀行に対しては、合併に関して厳格な承認手続を課した。この制度は中小企業を中心

とする産業部門の発展に多大な貢献を果たした。このような専門化と開発金融を主眼

とする強い規制の下で、ドイツ等とは異なりユニバーサル・バンクは近年まで成立し

得なかった。 

1990 年代初頭から、銀行の国際的な活動の必要性が認識され、効率性と業績向上

への要請が高まる一方で、公的所有と合併制限が銀行部門における統合を阻害し、収

益性や効率性の向上に悪影響を及ぼしてきたとの認識が強まった。このことは同時期

の金融危機と相まって、銀行の所有構造に改革をもたらすことになった。 

この改革の嚆矢とされるのが 1990 年のアマート法（Amato law: law 218/1990）の

成立である。同法は、銀行の基本的な組織を「株式会社」（joint-stock company）と

するもので、公的銀行である貯蓄銀行を株式会社に転換させる役割を果たすことにな

った。全国に貯蓄銀行の設立主体となった地方コミュニティが所有する 8944の銀行財

団（publicly owned foundations：banking foundations）が設立され、株式会社化に必

要な資本を提供した。この結果、財団が貯蓄銀行の排他的株主になっていった45。財

団は主にイタリア北部に存在している46。 

財団に貯蓄銀行の株式が移転されたことで、これまで貯蓄銀行が地方経済の発展と

いった「公共の使命」（public mandate）として担ってきた社会・文化活動（social or 

cultural activities）は、銀行の本来業務（banking business）と分離され、社会・文化

活動（social or cultural activities）は財団に引き継がれた。 

1993年には、EUの第一次銀行指令（First Banking Directive：1977年）及び第二次

銀行指令（Second Banking Directive：1989 年）に準拠する形で、1936 年の銀行法を

改正した統合銀行法（Consolidated Law on Banking）が成立した。これによって、貯

蓄銀行の地理的制約、政府債の保有義務、民間部門への信用額の上限（撤廃は 1980

年代末）等、1930 年代に導入された規制の殆どが撤廃された。 

また、全ての特別与信機関に存在していた地理的活動の制約も撤廃され、商業銀行

と特別与信機関の区別がなくなった。商業銀行の業務範囲は短期融資という枠を超え

て拡大し、他の金融業務も実施できるようになった。同様に、銀行グループ

（banking group）の概念も規定された。最終的に 1992年の政令（Legislative Decree 

481/1992）は銀行に対しユニバーサル・バンクになることを認め、EU 第二次銀行指

令に準拠してファクタリング、リース、マーチャントバンクといったあらゆる業務が

できるようになった。その後、銀行間で競争が激化したこと等から銀行の合併・買収

が相次ぎ、銀行数は 1996年 12月末の 932から 2019年 12月末の 488へ、さらに 2022

年 12月末には 439 へと減少した。 

しかし、これらの改革は、民営化の端緒にすぎなかった。貯蓄銀行の株式は財団に

 
44  銀行財団は設立当時 89存在したが、合併により 88 になった（2016年 11月の ACRIへのヒアリングに基づく）。さ

らに、2019年にクネオ財団（資産規模 13.8億ユーロ）とバンコ・ディ・ナポリ財団（同 1.2億ユーロ）がそれぞれ小
規模な財団を吸収合併したことで 2019年末時点では 86になっている。https://www.acri.it/normative/evoluzione-

normativa/ 
45  Nadège Jassaud “Reforming the Corporate Governance of Italian Banks”（IMF Working Paper, 2014 年 9月） 

https://www.imf.org/external/pubs/cat/longres.aspx?sk=42373.0 
46  Mediobanca securities, “Italian Banking Foundations”, 

https://www.euromoney.com/Media/documents/euromoney/import/502/Italian%20Banking%20Foundations%20M

ediobanca.pdf 
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より保有されており、「貯蓄銀行の資本の過半は、財団により直接或いは間接的に所

有されなければならない」という規定の除外は例外的にしか認められなかったからで

ある。ところが、環境の変化により銀行システムの強化、国際的なプレゼンスの強化、

更には国民利益の向上の必要性が強く認識されるに従い、この例外規定が正当化され

ることになった。 

1994 年のディニ法（Dini Law: Law 474/1994）は、財団による貯蓄銀行の支配義務

を撤回し、法律の施行後 4 年以内に、財団が保有する貯蓄銀行の株式を処分する財団

に対し、大幅な税制優遇を提供した。こうして貯蓄銀行の民営化が開始され、この期

間に国有の大銀行 3 行47が民営化された。今では、イタリアの貯蓄銀行は株式会社化

され、「貯蓄銀行」の名称も商号に残るのみとなっている。旧貯蓄銀行は現在国内に

29 行あるが、過半数の 19 行は大銀行の傘下にあり、10 行が単独の銀行として存在し

ている48。 

銀行システム改革の最終段階が、1998年のチアンピ法（Ciampi Law: Law 461/1998）

とその後の改正法（DECRETO LEGISLATIVO 17 maggio 1999, n. 153）の成立である。

同法は、財団が保有する銀行の支配株式の売却期限を 4 年以内と定め、同法に適合す

る財団は多くの税控除を受けることができるが、適合しない財団は「一般の会社

（common companies）」に転換され、最終的に当局によって売却されると定めた

（2002 年の純資産額が 2 億ユーロ未満の小規模な財団や 5 特別自治州の財団は適用

が除外された）。4 年間の税制優遇は 2003 年 6 月 15 日の施行令（DECRETO-LEGGE 

24 giugno 2003, n. 143）により、2005 年 12月末まで延長された49。 

なお 1990 年代の民営化の過程で、財団がその株式の過半数を保有する銀行の資産

が全銀行資産に占める割合は、ディニ法施行前の 68%（1992 年）から 9%（2003 年）

に低減し、銀行の民営化は進んでいるが、財団による株式の保有は引き続き行われて

いる。財団が 20%以上の株式を保有する銀行は国内に 35 行存在し（2013 年 12 月末）、

当初保有していた銀行株式を全て処分した財団は財団全体の 25%に過ぎなかった

（2014 年 12 月末）50。2022 年 12 月時点では、財団総数 86 のうち、株式を全て処分

した財団数は 38 で、6 財団が過半数の株式を保有、42 財団が 50%未満の株式を保有

している（このうち、2 財団が 20～50%、7 財団が 5～20%、33 財団が 5%未満）51。 

2015 年 4 月、経済財務省と銀行財団・貯蓄銀行協会（Association of Banking 

Foundations and Saving Banks, Associazione di Fondazioni e Casse di Risparmio SpA, 

ACRI）は共同議定書に署名した。同議定書により、銀行財団による単一銀行の資本

保有割合は当該銀行総資本の 3 分の 1 を超えてはならず、超過分を今後数年（上場銀

行の場合 3 年、非上場銀行の場合 5 年）以内に処分しなくてはならなくなった。現在、

合計 42 の銀行財団がこの持分規制に抵触しているとされる（2015 年 5 月 7 日：16 財

団は上場銀行、26財団は非上場銀行の資本を保有）ものの、景気の低迷が続き、買い

手がなかなか見つからない状態であったとされる52。 

 
47  Banca Commerciale Italiana(BCI)、Credito Italiano、Istituto Mobiliare Italian（IMI）の 3行。 
48  2016年 11月の銀行財団・貯蓄銀行協会(ACRI)へのヒアリングに基づく。 
49  ACRI, “Legislation”, https://www.acri.it/en/legislation/ 
50  Nadège Jassaud “Reforming the Corporate Governance of Italian Banks” (IMF Working Paper、2014年 9月) 
51     ACRI, “Ventottesimo Rapporto sulle Fondazioni di origine bancaria – Anno 2022”, p.22 

https://www.acri.it/rapporto_annuale/（閲覧日：2023年 8 月 1日） 
52  Bruno Cova, Patrizio Braccioni and Flavio A. Acerbi “A new milestone in the revolution of the Italian banking sector: 

the reform of banking foundations”(2015 年 5 月 7 日) 
http://www.lexology.com/library/detail.aspx?g=f3831cc5-311d-47a8-93d0-b1506674e584 

及び 2016年 11月の ACRIへのヒアリングに基づく。 

https://www.acri.it/rapporto_annuale/ventottesimo-rapporto-sulle-fondazioni-di-origine-bancaria-anno-2022/
https://www.acri.it/rapporto_annuale/ventottesimo-rapporto-sulle-fondazioni-di-origine-bancaria-anno-2022/
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トピックス：銀行財団・貯蓄銀行協会 

銀行財団の利益保護・意見集約や社会・文化活動の支援を行う団体が銀行財団・貯蓄銀

行協会（ACRI）である。 

ACRIには 88 財団のうち 86財団が加盟しており、加盟財団の拠出金により運営されてい

る。ACRI には、総会（assembly）・理事会（board of directors）・監査委員会（board of 

audit）の三つの経営・意思決定機関があり、銀行財団にも同様の機関がある。専従スタッ

フ数は 22名である。 

ACRI の主な機能は、財団の利益代表としての政府へのロビー活動と、各財団の社会・文

化活動に関する知見の共有や全国レベルの活動の組織である。最近の取組みとして、ACRI

は政府や 72 の財団と協同で、若年層の教育面における貧困を解消するための基金の設立を

行った。なお、ACRI は本来貯蓄銀行の協会であったが、旧貯蓄銀行に関する業務はイタリ

ア銀行業協会（Associazione Bancaria Italiana）に移っており、ACRI の主業務は銀行財団

に係るものとなった。 

（2016年 11月の ACRIへのヒアリングに基づく） 

 

4. 預金保険制度の枠組み 

現在預金保険制度については、1993 年の統合銀行法に基づいてイタリア銀行

（Banca d’Italia）が所管するが、それ以前からも複数の預金保険制度が存在し、各制

度への加盟銀行による自主的な管理監督が行われてきた。 

現在、イタリアの預金保険制度は 2 種類ある。一つは、信用協同組合銀行

（cooperative banks, banche di credito cooperative）を除く全ての銀行（庶民銀行を含

む）をメンバーとする「銀行間預金保護基金」（Interbank Deposit Guarantee Fund, 

Fondo Interbancario di Tutela dei Depositi, FITD）である。同基金は、1987年に任意の

基金として創設されたが、現在は統合銀行法第 96 条により、対象銀行の強制加盟が義

務付けられており、銀行ごとに 1 人あたり 10 万ユーロ（利息含む）まで保証されてい

る53。 

もう一つは、信用協同組合銀行をメンバーとする「信用協同組合銀行預金保護基金」

（Deposit Guarantee Fund of Cooperative Banks, Fondo di Garanzia dei Depositanti del 

Credito Cooperativo, FGD）であり、対象となる銀行は、統合銀行法第 96 条により強

制加盟が義務付けられている。保証内容はFITDと同様である。なお、これらの基金に

対しては、加盟の銀行が分担金及び日常の運営経費を負担している54。同基金の前身

となる中央保証基金（Fondo Centali di Garanzia）は 1978 年に当時の農村銀行（rural 

banks, cassa rurale, RBs）によって設立され、緊急時の銀行支援を目的とした。1997年

に現在の名称に変更し、同時に預金者の預金保証を一義的な使命とする基金に転換し

た55。 

現在、EUでは預金保険制度指令（Deposit Guarantee Scheme Directive,2014/49/EU, 

 
53 預金保護スキームの保護対象及び支払時期に関する欧州指令 1994年第 19号を改正する欧州指令 2009年第 14号の導入

に関する 2011年 3月 24日付委任立法令第 49号（Decreto-legislativo 24 marzo 2011, n. 49 Attuazione della direttiva 

2009/14/CE, che modifica la direttiva 94/19/CE, relativa ai sistemi di garanzia dei depositi per quanto riguarda il livello di 
copertura e il termine di rimborso）第 1条及び銀行間預金保護基金（FITD）ウェブサイト https://www.fitd.it/ 

54 信用協同組合銀行預金保護基金 ウェブサイト http://www.fgd.bcc.it/ 
55  Franchesca Pluchino “Deposit Insurance in Italy: From Italian Banking Law to EU Reforms”（Siclari, D.（Ed.）, 

“Italian Banking and Financial Law: Crisis Management Procedures, Sanctions, Alternative Dispute Resolution 

Systems and Tax Rules”, 2015） 
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DGSD）に基づき、銀行同盟の三本柱の一つとして域内で統一的かつ効率的な預金保

険制度（Deposit Guarantee Scheme, DGS）の整備が進められている。例として、支払

までの期間が現状の 20 営業日以内から、2024 年までに 7 営業日以内に漸進的に短縮

される。2015 年 12 月、EC はイタリアを含む EU の 10 カ国56に対して DGSDのフル適

用を要請した。DGSD は EU 加盟各国で国内適用される予定であったが、これら 10 カ

国は期限の 2015 年 7 月 3 日までに国内適用が完了していなかった。加えてイタリアの

預金保険は、EC が DGS において想定する事前積立方式になっておらず57、EU の制度

統合に向けてイタリアは大きな制度変更を迫られることになった。DGSD は欧州預金

保険制度の前提条件となるものである。イタリアでは 2016年 7月 8日にイタリア国内

法（Legislative Decree No.30 of 15 February 2016）に置き換えられた。2022年 12月末

時点で FGDは 6.7億ユーロ（付保預金の 0.55%）、FITDは 32.6億ユーロ（付保預金の

0.44%）を積み立てている58。 

2015 年 11 月、欧州委員会（European Committee, EC）は単一の欧州預金保険制度

（European Deposit Insurance Scheme, EDIS）に関するプロポーザルを発表した59。こ

れによれば、EDIS は EU レベルの銀行破綻処理業務を所管する単一破綻処理委員会

（Single Resolution Board, SRB）の下で検討され、構築は次の 3 段階で行われること

になっている。EDIS の規模は 2024年までに付保預金の 0.8%に相当するとされる。 

フェーズ①：2017 年以降、各国の預金保険は自国の基金が払底した場合にのみ、

EDISの管理する EUの預金保険基金（Deposit Insurance Fund, DIF）が

利用可能（再保険） 

フェーズ②：2020 年以降は、自国の基金が払底しなくても DIF から拠出が可能（共

同保険） 

フェーズ③：DIF が加盟国の対象預金をカバーする割合を高め、2024 年 7 月 3 日以

降は各国の預金保険基金に代わって DIF が全対象預金を保障（フル保

険）。DIFの積立額は総額 430億ユーロ 

 

 
56  ベルギー、キプロス、エストニア、ギリシャ、イタリア、ルクセンブルク、ポーランド、ルーマニア、スロベニア、

スウェーデンの 10カ国。出典：EC “ Financial Services: Commission requests 10 Member States to implement EU 

rules on Deposit Guarantee Schemes”（ECプレスリリース、2015 年 12月 10日） http://europa.eu/rapid/press-
release_IP-15-6253_en.htm 

57  2014年 4月。澤井豊、鬼頭佐保子「EU：預金保険指令の改正」（預金保険機構『預金保険研究』第十八号、2015 年
12月）https://www.dic.go.jp/content/000010214.pdf 

58  EBA, “EBA updates data on Deposit Guarantee Schemes across the EU”, （閲覧日：2023 年 7 月 15 日） 

https://www.eba.europa.eu/eba-updates-data-deposit-guarantee-schemes-across-european-economic-area 
59  “Proposal for a REGULATION OF THE EUROPEAN PARLIAMENT AND OF THE COUNCIL amending Regulation 

(EU) 806/2014 in order to establish a European Deposit Insurance Scheme”, https://eur-lex.europa.eu/legal-

content/EN/TXT/?uri=CELEX:52015PC0586 
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第 2章 郵便貯金の概要 

イタリアでは、国有の株式会社であるポステ・イタリアーネ（Poste Italiane S.p.A）

が傘下の子会社とともにグループ（Gruppo Posteitaliane）を形成し、全国 12,755 の

郵便局（2022 年 12 月末）を通じ郵政事業を展開している。ポステ・イタリアーネは

郵便局の窓口において、バンコ・ポスタ（BancoPosta）のブランド名で郵便貯金口座

等の預金商品を提供し、保険商品についてもグループの子会社から商品提供を受けて

販売している。 

1. 設立目的・沿革概要60 

ポステ・イタリアーネ（Poste Italiane S.p.A）は、独占的に郵便サービスを提供す

る事業者として 1862 年に設立された。ポステ・イタリアーネ設立より前の 1850 年に、

公共投資やインフラ整備のための資金供給機関として預託貸付公庫（Cassa Depositi e 

Prestiti, CDP）が設立された。CDP は政府資金の運用機関として、公共部門における

ファイナンスやインフラの開発、イタリア民間企業への投資等を主導してきた。CDP

は郵便局網を通じた資金調達を行うことを目的に、1875 年に郵便貯金口座（postal 

savings passbook accounts, postal savings books）を導入した。また 1924 年に MEF が

資金運用者を CDP とする郵便貯金債券（postal savings bonds, 利付郵便貯金証書: 

interest-bearing postal certificates）の発行を開始した61。郵便貯金債券（利付郵便貯

金証書）は、1936 年に発行体が MEF から CDP に変更され、貯蓄商品として現在でも

各地の郵便局で販売されている。 

なお、イタリアでは、過去に銀行が営業地域規制等で十分活動できない時期もあっ

たが、郵便貯金は、全国の郵便局網に加えて手数料が無料であることや税制上の優遇

措置等もあったため、過疎地域等での年金受給に郵便貯金を利用する高齢者等を中心

に広く利用されてきた62。 

2001 年にはポステ・イタリアーネの内部にバンコ・ポスタ（BancoPosta）事業部

門が設置され、グループの金融事業が集約された。バンコ・ポスタで提供可能な金融

事業は、2001 年 3 月 14 日の大統領令第 144 号（Presidential Decree 144 of 14 March 

200163）に規定されている64。同大統領令の第 2 条第 8 項によりポステ・イタリアー

ネは直接貸付を行えないため銀行免許は交付されないが、イタリア銀行による通常の

銀行と同等の規制に服する6566。 

ポステ・イタリアーネは、1998 年に経済財務省（Ministry for the Economy and 

Finance, Ministero dell’Economia e delle Finanze, MEF）が 65%、政府金融機関である

 
60 TG Poste, “Remembering history is a duty: 160 years of Poste Italiane, the country’s identity”, 22 August 2022 

（閲覧日：2023年 7月 10日） 
https://tgposte.poste.it/en/2022/08/22/remembering-history-is-a-duty-160-years-of-poste-italiane-the-countrys-identity/ 

61  ポステ・イタリアーネでは郵便貯金口座を postal savings books、郵便貯金債券を利付郵便貯金証書（interest-bearing 

postal certificates）と称している。 
62   Post & Parcel, “POST OFFICES TARGET KEY ROLE IN FINANCIAL SERVICES DELIVERY”, 01 April 2005 

（閲覧日：2023年 7 月 10日） 
63  イタリア共和国法令データベース, https://www.normattiva.it/uri-

res/N2Ls?urn:nir:stato:decreto.del.presidente.della.repubblica:2001-03-14;144 
64 欧州委員会（EC） “State aid C42/2006 (ex NN52/2006)– Italy, Poste Italiane –BancoPosta Remuneration of current 

accounts deposited with the Treasury” 

http://ec.europa.eu/competition/state_aid/cases/216950/216950_611769_19_1.pdf 
65  2016年 11月のポステ・イタリアーネへのヒアリングに基づく。 
66  Poste Italiane, “BancoPosta documents”, https://www.posteitaliane.it/en/bancoposta-documents.html 
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CDP が 35%を出資する株式会社となったが、その後、MEF が株式の 100%を保有する

ようになった。 

2014 年に発足したマッテオ・レンツィ政権は、公的債務削減策の一環として政府

が保有する国有企業株式の売却を計画した。ポステ・イタリアーネについては、2014

年 5 月に経済財務省（Ministry for the Economy and Finance, Ministero dell’Economia 

e delle Finanze, MEF）が 100%保有する株式の 40%を限度として売却することを決定

67した。当初は同社の IPO を同年に予定していたが、1 年間延期していた。これは、

2014 年に国営造船大手フィンカンティエリ（Fincantieri）が上場したものの、市場環

境が悪化し、想定通りの資金調達を行うことができなかったということも影響してい

ると言われている。 

2015年 10 月 27 日にイタリア証券取引所（Borsa Italiana）に新規株式公開（IPO）

し、MEFが 100%保有していた株式の 34.7%を放出した。公開価格は一株 6.75ユーロ

で、政府の調達金額は 31 億ユーロに達した68。上場初日の終値は一株 6.70 ユーロで

あった。同年 12 月末の MEF によるポステ・イタリアーネ株式の保有割合は 64.7%と

なった。 

また 2016年 10月 20日、イタリア政府は MEFの保有するポステ・イタリアーネ株

式を CDP へ譲渡する手続を完了した。この手続により、CDP がポステ・イタリアー

ネの株式の 35%を保有することとなり、同社の筆頭株主となった。この手続は、CDP

とポステ・イタリアーネの関係を緊密にし、経営上のシナジーを生み出すことと企図

しており、ポステ・イタリアーネに対して CDP から経営陣を派遣することも想定し

ているとのことであった69。なお現在の株主構成は、CDP35.00%、MEF29.26%、機

関投資家 23.08%、個人投資家 11.85%、自己株式 0.82%となっている70（2023 年 6 月

27 日時点）。 

ポステ・イタリアーネは、2015年から 2019年までの 5ヶ年計画に次いで、2018年

2月には、2018年から 2022年までの 5 ヶ年計画「Deliver 2022」を公表71した。同事

業計画では、事業の付加価値の可視性と透明性を高めることを目的として、これまで

の従来の各事業セグメントを全面的に見直し、従来の事業セグメントを郵便・小包配

送事業（Mail, Parcels and Distribution）、ペイメント事業（デジタル及びモバイル決

済）（Payments, Mobile and Digital）、金融サービス事業（Financial Services）、保険

サービス事業（Insurance Services）の 4 つに再編した（図表 8）。 

 
67  イタリア経済財務省プレスリリース “The Privatization of Poste Italiane will start on October 12, 2015 Implementation 

of reforms and development of capital markets” Press release N° 201 of 10/09/2015 

https://www.mef.gov.it/en/ufficio-stampa/comunicati/2015/The-Privatization-of-Poste-Italiane-will-start-on-

October-12-2015-00001/ 
68  グリーンシュー・オプション分としての 3.5%が全て実行されると 38.2%となるが、11月 30日までにグリーンシュ

ー・オプションの一部が実行され、35.3%が放出された。 

MEF, “The initial public offering of the ordinary shares of Poste Italiane S.p.A. successfully ends with demand that is 3 
times over the offer”, Press release N° 211 of 10/23/2015 

https://www.mef.gov.it/en/ufficio-stampa/comunicati/2015/The-initial-public-offering-of-the-ordinary-shares-of-

Poste-Italiane-S.p.A-00001.-successfully-ends-with-demand-that-is-3-times-over-the-offer/ 
SoldiOnline, “IPO Poste: esercitata la greenshoe”, 27 November 2015 

https://www.soldionline.it/notizie/azioni-italia/ipo-poste-esercitata-la-greenshoe 
69  2016年 11月の CDPへのヒアリングに基づく。また、CDP 株式の 80%以上を MEFが保有するため、実質的に政府保

有が大半を占める状況に変化はない。 
70  Guruppo PosteItaliane  https://www.posteitaliane.it/en/shareholders.html （閲覧日：2024年 2月 2日） 
71  Gruppo Posteitaliane “Annual Report 2017”  P.12 および 

Gruppo Posteitaliane ウェブサイト “Poste Italiane – Deliver 2022” （2018 年 2月 27 日公表） 

https://www.posteitaliane.it/en/press-releases/posteitalianedel-1476478386925.html （閲覧日：2022年 8 月 18 日） 
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特に、ペイメント事業は新しく立ち上げたセグメントであり、ポステ・イタリアー

ネ・グループ全体のデジタルビジョンの重要な位置を占める。「Deliver 2022」は、買

収事業の拡大、モバイル事業の発展、最新のデジタルペイメント等に対応するために

決済システムを強化・拡大を目標に掲げている。また、イタリア国内の約 12,800 の

郵便局のネットワークとのシナジーを通じて、デジタル公共サービス提供の体制整備

と持続的な拡大を目標に掲げている。 

図表 7：銀行設立に係る欧州中央銀行・国内当局の共通手続 

図表 8: ポステ・イタリアーネ・グループの事業セグメント（2022 年度末） 

 

（出所） Gruppo Posteitaliane  “Annual Report 2022”  p.42-43 

 

 金融事業：オムニチャネルと顧客中心のアプローチで変化する顧客の好みと行

動に効果的に対応する。ウェルスマネジメントでは、ESG 関連等の新商品ライ

ンアップ強化による顧客資産ポートフォリオの多様化と、資産額を基準にした

顧客層別アプローチによって成長を図る。 

 ペイメント事業：カード・モバイル決済と通信回線事業分野でのクロスセルや

アップセルを活用し、2022 年には電力およびガス市場に参入した72。また、デ

ジタルチャネルを強化する。 

 保険事業：他欧州諸国と比較して多いアンダーインシュランス層をターゲット

とする。 

 郵便・小包配送事業：小包配送に注力する。郵便分野については市場第 2 位の

 
72       ポステ・イタリアーネは 2022 年 5 月、創立 160周年を記念して、ガスと電力を供給するエネルギー事業を年末まで

に開始すると発表した。当初は約 12,800の郵便局店舗とデジタルチャネルのネットワークを使って従業員と退職者を

対象に供給、2025 年までに顧客 150万人を抱える、エネルギー分野のトップ 5 に入るエネルギープレーヤーとなるこ

とを目指すとしている。（”Poste Italiane enters the energy sector: ready offer on electricity and gas for employees”, June 

16, 2022） 

 従業員・退職者を対象にしたプロモーションオファーに続いて 2023年 2月 13日以降、電力、ガスともにポステ・

イタリアーネの国内すべての顧客が利用できるようになった。ポステ・イタリアーネはエネルギー事業のために立ち上

げた Poste Energiaを通じて、100%再生可能エネルギー源から国内で生産された電力を供給する。デジタルウェブや

appチャンネルでも利用可能であり、ポステ・イタリアーネの年次報告書 2022年版（p.33）によると、2023年 3月で

すでに 15万件超の契約を達成した。 
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Nexive社の買収統合によってコスト削減を図る。 

2021年 3月、ポステ・イタリアーネは Deliver 2022の後継として 2024年まで 

の戦略計画「2024 Sustain & Innovate, 24SI」を発表した73。事業部門や基本的な

戦略は Deliver 2022を踏襲するものとし、持続可能かつ利益の上がる成長路線を継

続することを目的とする。 

2024 年に 16 億ユーロの純利益（2020 年比 33%増）を達成すること、明確かつ競

争力ある配当政策（計画期間中に一株当たり配当額 35%増）を実施すること、2030

年までに温室効果ガス排出正味ゼロの企業（net zero emission company）となること

などを目標に掲げる。 

また、郵便・小包配送、金融サービス、保険サービス、ペイメント/モバイルとい

う 4 つのセグメントについてそれぞれ財務指標と事業面の目標が示されている。 

 

2. 経営形態 

ポステ・イタリアーネ・グループ（Gruppo Posteitaliane）は、ポステ・イタリアー

ネ（Poste Italiane S.p.A.）を親会社（parent company）として形成された郵政事業を

運営する企業集団で、郵便事業以外にも金融、保険、通信、エネルギー等の幅広い事

業を行う。ポステ・イタリアーネはこれらの広範な業務を遂行するために、郵便局で

販売する生命保険商品を提供するポステ・ヴィタ（Poste Vita S.p.A.）をはじめ、39

社の子会社（subsidiaries）を連結対象として保有している（2022 年 12 月末）74。金

融サービス事業は、グループ親会社であるポステ・イタリアーネ（Poste Italiane S.p.A）

がバンコ・ポスタ（BancoPosta）のブランドのもとで実施している。 

 

 

 

 

 

 

 

 
73       Poste Italiane, “2020 Sustain and Innovate”, March 19, 2021 

https://www.posteitaliane.it/en/press-releases/posteitaliane2024-1476534599743.html 
74  Gruppo Posteitaliane “Annual Report 2022”  p.50 

https://www.posteitaliane.it/files/1476536505101/Annual-Report-2020.pdf 
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図表 9：支局（branch offices）、郵便局（post offices）の分布（2022 年 12 月末） 

（出所）Gruppo Posteitaliane “Annual Report 2022”, p.61 より作成 

 

2011 年 4 月 14 日付臨時株主総会においてバンコ・ポスタの事業に対して「リング

フェンスされた資本（ring-fenced capital）」の導入を求める株主決議75が承認された

ことに伴い、同年 5 月にバンコ・ポスタ RFC（BancoPosta Ring-fenced Capital, 

BancoPosta RFC）が設置された。郵便当座預金口座や郵便貯金口座・利付郵便貯金

証書等、バンコ・ポスタブランドを通じて提供される金融事業に係る資産はバンコ・

ポスタ RFC において分別管理され、グループの他の資産と明確に区分されている。

2011 年度からバンコ・ポスタの事業に係る財務諸表76はポステ・イタリアーネ・グル

ープ全体の財務諸表とは別途作成されることとなった。同時にイタリア銀行（Banca 

d’Italia）のプルデンシャル規制が適用されることになり、2014 年 5 月 27 日には、バ

ンコ・ポスタ RFC の事業規模や複雑性に鑑み、イタリア銀行から発出された新基準

（supervisory standards）による主要銀行と同等水準のコーポレートガバナンス規制

が課せられた77。 

2018 年、ポステ・イタリアーネは決済サービス分野強化のために、グループ内の

モバイルとデジタル決済の統合を決定した。バンコ・ポスタRFCのカードペイメント

 
75  同決議は、2011年 2月 26日付法律第 10号の改正によって法律となった 2010年 12月 29日付命令第 225 号第 2条第

17 項の 8 以下において規定されている。 
76  BancoPosta RFC Separate Report という名称である 
77  Gruppo Posteitaliane “Annual Report 2015”  p.95 
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と決済サービス事業部門が PosteMobile78に移管され、同社に顧客資産を分別管理す

るリングフェンス組織が導入された。これにより、同社は通常の決済事業者よりも長

期間顧客資産を預かることが可能となり、電子マネー事業者（Electronic Money 

Institution, EMI）としての事業を行うことが可能となった。2018年 5 月 29 日付臨時

株主総会において、バンコ・ポスタRFCのカードペイメント・決済サービス事業に関

する資産、負債、契約上の権利、免許に対するリングフェンス資本規制の撤廃が承認

され、同年 10 月 1日に発効した。同日 PosteMobile は PostePay S.p.Aに名称変更した

79。 

3. 金融サービス提供の形態 

(1) 郵便事業会社、郵便局運営会社との受委託関係 

ポステ・イタリアーネ（Poste Italiane S.p.A）はバンコ・ポスタ（BancoPosta）の

ブランドのもと、郵便局窓口において金融事業を行っている。金融事業には、郵便当

座預金口座、預託貸付公庫（CDP）の郵便貯金口座や利付郵便貯金証書の受払、各種

支払請求書の料金収納、投資信託・保険商品・他の金融機関のローン商品の販売等が

含まれる。郵便局の窓口における CDP 商品の販売は、ポステ・イタリアーネと CDP

との間の独占的契約に基づいており80、同契約は 5 年ごとに見直されることになって

いる81が、現在まで安定的に更新されている。投資信託の組成及び保険商品の開発は

グループ子会社が行っており、投資信託はバンコ・ポスタ・フォンディ（BancoPosta 

Fondi S.p.A. SGR）、生命保険はポステ・ヴィタ（Poste Vita S.p.A.）、損害保険はポス

テ・アシクラ（Poste Assicura S.p.A.）がそれぞれ担当する。 

 

(2) 直営店、委託店における金融サービスの提供状況 

全ての郵便局で、現金引き出し、携帯通信回線（Poste Mobile 回線のほか他社回線

を含む）の料金チャージ82が利用できる。 

郵便局内においては、2012 年に郵便局内に金融・ローン商品を専門に取り扱うエリ

ア（Financial and Loan Products Areas）を 4,750 局に設けた。このエリアは 2014年に

金融・保険商品のプロモーションを行う Consulting Room と改名され、順次数を増や

し、2022年末時点で 7,884局に設置されている（図表 10）。 

同社が窓口サービス改革として推進する「新リテールサービスモデル」（new retail 

service model）は、2015 年末時点では 900 店舗での実施だったが、2016 年末時点で

2,309 局、2017 年はさらに多くの郵便局に導入された。このモデルは、ターゲット顧

客（target customers）向けの専門コンサルタント及び顧客の接遇・案内を専門とする

 
78  ポステ･モビレ（PosteMobile S.p.A）は 2007 年にポステ・イタリアーネの 100%子会社として設立された仮想移動体

通信事業者（Mobile Virtual Network Operator, MVNO）。なお、仮想移動体通信事業者は、移動体通信事業者
（Mobile Network Operator, MNO）から回線を借り受けて通信サービスを行う事業者。Poste Mobileの MVNO 市場
におけるシェアは国内トップの 37.7%で、移動体通信事業者全体では 2.4%である。
https://www.statista.com/statistics/548650/market-share-of-mobile-operator-revenue-in-italy/ 
https://www.statista.com/statistics/549242/market-share-of-mobile-virtual-network-operators-in-italy/ 

79  Gruppo Posteitaliane “Annual Report 2020” 
80  CDP Press Release, “Cassa Depositi e Prestiti and Poste Italiane approve the terms of the new postal savings 

agreement”,https://www.cdp.it/sitointernet/page/en/cdp_poste_italiane_approve_new_postal_savings_agreement?

contentId=CSA37829 
81  2016年 11月のポステ・イタリアーネへのヒアリングに基づく。 
82  Poste Italiane, “Libretto di risparmio postale” （閲覧日：2023年 9月 7 日） 

https://buonielibretti.poste.it/gamma/libretto-postale.html 

file:///C:/Users/nkish/AppData/LocalLow/WINZIP_W631d/閲覧日：2023
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スタッフを配置する。ここでのターゲット顧客とは、若年層や移民等信用力が低く他

の金融サービスを受けられない層のことを指す。その他窓口業務の改革として特定の

投資商品・サービスの販売を担当する専門スタッフ（specialist commercial financial 

promoters83）の拡充、損害保険専門コーナー設置数84の増加等がある85。 

2017 年も個人や中小企業向け業務最適化の取り組みは続き、「ガイド付きコンサル

タント業務プラットフォーム（guided consultancy platform）」を全ての郵便局で利用

できるようにするための手続きが完了した。同プラットフォームは、投資商品・サー

ビスの提供にあたって規制要件に沿うよう窓口スタッフを支援するほか、顧客にとっ

て最適な投資手段を特定するための手引きを提供するものである86。 

現在は 8,000 人を超えるファイナンシャルアドバイザーと 30,000 人の窓口係を擁

し、ターゲットを絞った金融、保険、決済の各商品を全ての顧客に提供している87。 

また、郵便配達員に自宅に来てもらい Postepay や携帯電話のチャージ、請求書の支

払い、書留の発送などを自宅で行うことができるサービスを提供している。利用は平

日の 9:00-13:00 までで電話かオンラインで予約する88。 

ポステ・イタリアーネが進めているオムニチャネル戦略は、①物理的な拠点（郵便

局等）、②PostePay app、BancoPosta app などのデジタルインフラ/リモートコンタク

トポイント、③サードパーティ・ネットワークの 3 つの柱から成る。サードパーテ

ィ・ネットワークとはポステ・イタリアーネと契約を結んだ雑貨店等であり 2022 年

末時点で約 58,000の顧客接点（うち 5割強の 32,000がタバコ屋）を有している。こ

うした拠点では請求書の支払い、Postepay カード／携帯電話回線のチャージ、小包な

どを受け付けている89。サードパーティ・ネットワークを使った小包の取り扱いは

2022 年 1,720 万個と前年比 173%の著増を見せており、オムニチャネルの重要性が確

認できる90。 

(3) ポステ・イタリアーネの経営状況 

上述の通り、郵便局の運営者は郵便事業者であるポステ・イタリアーネである。な

お、ユニバーサル郵便サービスの提供に関しては毎年赤字となっている。2020-2024 

Service Contract に基づき、2022年は前年と同額の 2.62億ユーロの政府補助が認定さ

れている91。 

(4) 店舗・ATM配置戦略 

ポステ・イタリアーネはユニバーサル郵便サービス提供義務を負っており92、2008

 
83  2014年 12月末：129人⇒2015 年 12月末：206人⇒2016 年 12月末：374人  
84  2014年 12月末：31ヵ所⇒2015 年 12月末：59ヵ所 
85  Gruppo Posteitaliane “Annual Report 2016”  pp.18-19, p.22 
86  Gruppo Posteitaliane “Annual Report 2017”  p.17 
87  https://www.posteitaliane.it/en“Omni-channel strategy Poste Italiane: Highlights at 31 December 2022”（閲覧

日：2023年 7 月 15 日）/group-strategy.html （閲覧日：2022年 8 月 20日） 
88  https://www.poste.it/servizi-a-domicilio.html （閲覧日：2022年 8 月 20日） 

89  “Omni-channel strategy Poste Italiane: Highlights at 31 December 2022”（閲覧日：2023年 7 月 15 日） 
90  “Omni-channel strategy Poste Italiane: Highlights at 31 December 2022”（閲覧日：2023年 7 月 15 日） 
91  Gruppo Posteitaliane ”Annual Report 2022”, p.586 
92  Legislative Decree 58/2011 により、2011年 4月 30日より 2026年 4月 30日までの 15 年間、郵便業務に係るユニバー
サルサービス提供義務が課せられている。ただし、サービス提供水準が規定を満たしていない場合、5 年ごとに行われる
検証によりユニバーサルサービス提供事業者としての地位を取り消される可能性がある。 
“Schema di contratto di programma 2020-2024 tra il Ministero dello sviluppo economico e la società Poste italiane Spa 

Atto del Governo 128”, https://www.senato.it/service/PDF/PDFServer/BGT/01124866.pdf 
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年 10 月 7 日の経済開発省令93では、公共郵便ネットワークとして（1）郵便局（uffici 

postali）、（2）郵便箱（cassette postali）をユニバーサルサービスアクセスポイントに

指定している。このうち郵便局の配置に関しては、居住地から3km圏内に郵便局があ

る人口：75%、居住地から 5km圏内に郵便局がある人口：92.5%、居住地から 6km圏

内に郵便局がある人口：97.5%、コムーネ（イタリアにおける基礎自治体）の 96%に

1 つ以上の郵便局、郵便局が 1 つしかないコムーネでの閉鎖の禁止および週 3 日・18

時間以上の営業が規定された。また、2014 年 6 月 26 日の通信規制庁決議

（342/14/CONS94）では、山岳地帯（国立統計研究所の分類で山岳地帯かつ 150 人

/km2 未満）や離島（シチリア島、サルディーニャ島を除く定住人口 50 人以上の島）

の郵便局の閉鎖禁止規定が追加された。郵便箱の配置に関しても人口規模に応じて設

置数が設定されている。規制体は通信規制庁（Autorità per le Garanzie nelle 

Comunicazioni, AGCOM）、所轄官庁は経済開発省（Ministero dello Sviluppo 

Economico）である。金融事業及び保険事業については、ユニバーサルサービス提供

の義務は課されていない。 

ポステ・イタリアーネは全国に広域郵便局網（Post Office Network Macro areas）6、

支局（branch offices）132、郵便局（post offices）12,755 を有し、ATM 設置台数は

8,138 台である（2022 年 12 月末）95。郵便局数は 2000 年代初頭には約 13,700 局存

在しており、2011 年以降約 1 割減少したが、近年は約 12,000 局台後半を維持してい

る（図表 10）。2018 年 11 月には、ジュゼッペ・コンテ首相（当時）出席のもと、デ

ル・ファンテ CEO が小規模自治体首長との集会の場で、住民 5,000 人未満の自治体

の郵便局は閉鎖しないこと、郵便局のない 254 の自治体で、タバッキ96ネットワーク

と提携し、タバッキで郵便物の預かり・引き渡しを行うことなど「10 のコミットメン

ト」を表明し、2019 年 10 月には、金融・デジタル・郵便に関する知識とスキル向上

のための教育プログラムや、郵便局若しくは毎日営業する郵便局がない自治体の要請

に応じて、荷物の受取・発送や PostePay・SIMへチャージを行うことが出来る小型ロ

ッカー「Punto Poste Da Te」の設置など 7 つのコミットメントを追加した97。地域総

局と支局、郵便局で提供されるサービスの内容に差異はないが、地方部の郵便局では

1 名の正社員が郵便、金融、保険といったあらゆるサービスを担当し、大都市の支局

ではスタッフによって担当業務が分かれているという違いがある。約 4,200 局が職員

1 人で運営されており、約 3,000 局が職員 2 人で運営されている98。 

郵便局の方向性についてポステ・イタリアーネは、2018 年には 420 あった郵便局

以外の配送拠点を 2022 年までに 8,000 拠点まで増やし99、2019 年にはより多くの小

包を郵便局ではなく PuntoPoste 網経由で配送したと報告した100。一方で、僻地にお

ける金融・郵便・サービスを維持し、デジタル教育を担っていく方針をとっている。

この協定のもと、郵便局のない自治体へ ATM の設置、配送ポイントの追加等が行わ

 
93  https://www.gazzettaufficiale.it/eli/id/2008/10/27/08A07769/sg 
94  “Delibera n. 342/14/CONS Punti di accesso alla rete postale: modifica dei criteri di distribuzione degli uffici di Poste 

Italiane”, https://www.agcom.it/visualizza-documento/13d216c8-0e3a-4294-80a4-4d6d5dd9297f 

95  Gruppo Posteitaliane “Annual Report 2022”, p.60 

ATM 設置台数は”Omni-channel strategy Poste Italiane: Highlights at 31 December 2022”（閲覧日：2023年 7 月

15 日） 
96  イタリアにおける雑貨店で、公共交通機関のチケットや水光熱費の支払い、宝くじなども扱っている。 
97  https://www”.posteitaliane.it/impegni 
98  Gruppo Posteitaliane “Annual Report 2020”, p.219 
99  “POSTE ITALIANE CAPITAL MARKETS DAY 2018 RESULTS & 2019 GUIDANCE”, 20 March 2019, 

https://www.posteitaliane.it/files/1476493611694/Capital-Markets-Day-March2019-RENUMBERED.pdf 
100  “POSTE ITALIANE CAPITAL MARKETS UPDATE 2019 RESULTS & 2020 GUIDANCE”, 6 March 2020, 

https://www.posteitaliane.it/files/1476514223021/PI_CMD_2020.pdf 
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れている。 

図表 10：ポステ・イタリアーネの顧客接点数の推移 

 マクロエリア 支局 郵便局 
コンサルティング

ルーム付設局 

2004   13,747 ― 

2005 9 140 13,881 ― 

2006 9 140 13,893 ― 

2007 9 140 13,944 ― 

2008 9 140 13,991 ― 

2009 9 132 13,992 ― 

2010 9 132 14,005 ― 

2011 9 132 13,945 ― 

2012 9 132 13,676 4,750 

2013 9 132 13,310 5,057 

2014 9 132 13,233 5,027 

2015 9 132 13,048 6,318 

2016 9 132 12,845 6,376 

2017 9 132 12,822 6,482 

2018 6 132 12,812 6,509 

2019 6 132 12,809 6,725 

2020 6 132 12,765 6,782 

2021 6 132 12,761 7,776 

2022 6 132 12,755 7,884 

（注）各年 12月末時点。 

（出所）ポステ・イタリアーネ Annual Report 各年版（2022 年は p.60） 

コンサルティングルームの数値は“Omni-channel strategy Poste Italiane:  

Highlights at 31 December 2022”（閲覧日：2023年 7 月 15 日） 

 

(5) DXの推進 

ポステ・イタリアーネのデジタルチャネルとしては、インターネットバンキングサ

ービス（BancoPosta online）、テレフォンバンキングサービス（Pronto BancoPosta）、

バンコ・ポスタアプリ、ポステペイアプリ等が提供されている。バンコ・ポスタアプ

リは口座開設等が可能である。更に、PosteMobile S.p.A の SIM カードと、バンコ・

ポスタの郵便当座預金口座を直結させることで、携帯電話からの送金・決済が容易に

なった。例えば、バンコ・ポスタの郵便当座預金口座や PostePay からの送金、ロー

マ市内の公共交通機関の切符の購入、国内駐車料金の支払、支払履歴の閲覧等にこの

システムが活用できる。2014 年 2 月からは外国への送金サービスも始めた。 

ポステ・イタリアーネのデジタルウェブ及びアプリチャンネルは 2022 年末で

3,680 万人のリテール利用者にオンラインサービスへのアクセスを提供している

（2021 年末 3,380 万人）。2022 年のデジタルウェブ・アプリチャンネル利用者数は 1

日平均 580 万人で、前年の 430 万人から 35%の大幅増を記録した。2022 年のデジタ
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ルチャネルの取引も 1億 5,260万回、403億ユーロと前年の 1億 2,470万回、327億ユ

ーロから回数、金額ともに急拡大した101。 

＜Polis project＞ 

 DX の推進に関して 2022/23 年の特筆すべき動きとして Polis Project の開始が挙げ

られる102。コロナ禍による被害からの復興支援を目的として組まれた「次世代の

EU」（Next Generation EU）と呼ばれる復興基金からの資金支援を前提に、イタリア

は国家復興レジリエンス計画（National Recovery and Resilience Plan: NRRP）を策

定した。その一環としてポステ・イタリアーネは、周縁的地域の郵便局の改造を眼目

とする Polis Project を策定、2022 年 10 月に欧州委員会から承認を取得、2023 年 1

月 30 日に大統領、首相、関係閣僚出席のもと、下記 3 点を柱とする Polis Project の

開始を対象となる約 7,000 の自治体の首長に向けて発表した。Polis Project は 2026

年 12月までに総額 12 億ユーロの投資が計画されており、NRRP からの資金拠出 8億

ユーロとポステ・イタリアーネの資金 4 億ユーロで賄われる。 

(a) One Stop Shop 

 住民 15 千人以下の約 7,000 の小規模自治体に存在する約 7,000 の郵便局を 2026

年までに、迅速・簡便かつデジタル化された 24 時間年中無休のサービスを提供する

ハブに改造するというもの。それらの自治体に居住する 1,600 万人のデジタル・イン

クルージョンを改善し、多くの行政サービスへの平等なアクセス機会を保証すること

を目指す。そこでは郵便、銀行、物流、保険、通信サービスに加えて、市民は各種登

録・婚姻証明、電子 IDカード、パスポート、出生証明、社会保障証書、その他多様

なサービスを申請し、リアルタイムで取得することができる。 

(b) Spaces for Italy 

 ポステ・イタリアーネは自社が所有する不動産を活用して、廉価でアクセスできる

デジタル化された co-working（共働）、訓練スペースの全国展開ネットワークを構築

し、個人、企業、行政、大学、研究所等に開放する。 

(c) エネルギー効率改善 

 Polis project は、EV充電ステーション約 5,000 基設置＋1,000 枚の太陽光パネル設

置することによってエネルギー効率の向上とグリーンモビリティへの貢献を目指す。

Polis project は、2030 年までにカーボンニュートラル達成を目指すポステ・イタリ

アーネの野心的な目標にも貢献する。 

 

4. 預金業務概要 

バンコ・ポスタ（BancoPosta）の郵便当座預金残高（Payables deriving from postal 

current accounts）は 780 億ユーロ（2022 年末）であった103。この他、預託貸付公庫

（CDP）の金融商品である郵便貯金（postal savings）商品を郵便局で提供している。

この郵便貯金商品には、郵便貯金口座（postal savings books）及び利付郵便貯金証書

（interest-bearing postal certificates）の 2 種類があり、残高はそれぞれ 909 億ユー

 
101  ”Omni-channel strategy Poste Italiane: Highlights at 31 December 2022”（閲覧日：2023年 7 月 15 日） 
102  Poste Italiane Annual Report 2022, p.63-64,  

Universal Postal Union, “Poste Italiane’s Polis project aims to achieve digital inclusion for all”, 27 March 2023 
103  Gruppo Posteitaliane “Annual Report 2022” p.662 
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ロ、2,379 億ユーロ（後者については CDP 発行分 1,926 億ユーロ、経済財務省（MEF）

発行分 452億ユーロ：旧発行体の MEF 発行分）である（2022年 12月末）（図表 11）

104。なお、これらの商品はイタリア政府から保証を受けているため、個人の貯蓄手段

として人気が高い105。 

トピックス：郵便貯金債券（利付郵便貯金証書） 

郵便貯金債券（利付郵便貯金証書）の最長期間は 20 年で、20 年保有した場合の金利は

0.32%である。数年前までインフレ連動型等幅広い商品を用意していたが、市場環境の変化

により現在は通常の商品と 18歳未満向けの商品、満期の近いものからの乗換用の商品の 3種

類に限られる。 

元本と利子に対する政府保証があるため、安全な貯蓄手段として人気が高い。郵便貯金債

券（利付郵便貯金証書）は証券（貯金証書）を発行しないで郵便貯金口座又は郵便当座預金

口座に取引を記録する取扱いを選択することも可能だが、それでは安心しない個人も少なく

ないため、証券（貯金証書）の発行を選択することもできる。新規に発行される郵便貯金債

券のうち、証券（貯金証書）が発行されるのは約 3割である。 

（2016年 11月のポステ・イタリアーネ及び CDP へのヒアリングに基づく） 

 

ポステ・イタリアーネ・グループの年次報告書によると、同グループの 2022 年 12

月末の預金残高は、3 商品合計で 4,068億ユーロであった（図表 11）。 

利付郵便貯金証書を除く 1,689 億ユーロを銀行預金に相当する個人預金とみなすと、

2022 年 12 月末における銀行の預金残高合計が 11,743.43 億ユーロなので、ポステ・

イタリアーネ・グループの個人預金全体に占めるシェアは 12.6%となる106。 

 

図表 11: ポステ・イタリアーネ・グループの預金残高（各年 12 月末、億ユーロ） 

 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 

郵便当座預金口座 
postal current accounts 415 439 440 438 454 473 511 539 665 

775 780 

郵便貯金口座 

post office savings 
accounts 

988 1,069 1,144 1,187 1,189 1,086 1,058 1,018 1,037 
993 909 

利付郵便貯金証書 

interest-bearing postal 
certificates 

2,133 2,117 2,113 2,061 2,040 2,143 2,195 2,272 2,314 
2,356 2,379 

合計 3,535 3,625 3,696 3,686 3,683 3,702 3,764 3,829 4,016 
4,124 4,068 

（注） 郵便当座預金口座はポステ・イタリアーネの独自商品。郵便貯金口座、郵便貯金証書は預託貸付公庫（CDP）が発行、運 

用する商品である(利付郵便貯金証書の残高には経済財務省（MEF）発行分も含まれる）。 

（出所） Gruppo Posteitaliane “Annual Report 2021” pp.654, 776 （閲覧日：2022 年 7月 30 日） 

および Gruppo Posteitaliane,  Annual Report 各年版（2011-2020） 

https://www.posteitaliane.it/en/financial-statements-and-reports.html#/ 

 

 

 
104  Gruppo Posteitaliane “Annual Report 2022” p.784 
105  預託貸付公庫(CDP)定款 https://www.cdp.it/sitointernet/en/statuto_cdp.page 

及び 2016年 11月のポステ・イタリアーネへのヒアリングに基づく。 
106  2022年末の銀行預金残高は、Banca d’Italia “Banks and money: national data”, 12 April 2023 所収の Table 1.3 

Deposits by sector of economic activity より deposits of domestic consumer households の計数 1兆 1,743億ユーロを用
いた。なお、ここにはバンコ・ポスタの郵便当座預金残高は含まれないため、シェアは以下の方法で算出した。 

・バンコ・ポスタ提供商品の預金残高／（銀行預金残高＋バンコ・ポスタの預金残高） 
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バンコ・ポスタが自社商品として提供している郵便当座預金口座には「Conti 

Correnti BancoPosta」と基本口座である「Conto BancoPosta di Base」の 2 種類があ

る。前者は 4 つのオプションがあり（図表 12）口座維持手数料が月額 2~10 ユーロで

あるが、給与や年金の受取口座に指定した場合や一定額以上の残高がある場合、ポス

テ・イタリアーネ・グループの他サービスを利用している場合などに月額 1～3ユーロ

になる107。後者は、標準と年金受給者用のオプションがあり、年額 18,000 ユーロ以

下の年金受給者は、年額 30 ユーロの口座維持手数料が無料になる108。これに加えて、

カードに現金をチャージすることにより、イタリア国内や海外で支払や送金等を行う

ことが可能となるプリペイドカード（Postepay cards 及び Postamat cards）を数種類

販売する他、大企業、中小企業向け郵便当座預金も提供している。 

 

図表 12：バンコ・ポスタの当座預金 

Conti Correnti BancoPosta 

種類 
口座 

管理料 

口座管理料の 

主な割引条件 
口座管理料に含まれるサービス 

Start 

Giovani 

(30 歳未

満限定口

座) 

€2/月 

 

✓給与または 700 ユー 

ロ/月以上の振込があ
れば 1ユーロ 

✓PostepayEvolution プ 

リペイドカードを保
有している場合 1 ユ
ーロ 

 Postepay デビットカードの発行 

 小切手帳（1冊/年） 
 インターネット/モバイルバンキング 

 Postamat ATM での引き出し 

 オンライン/アプリによる送金 

Start €7/月 

 

✓給与または 700 ユー 

ロ/月以上の振込があ
れば 2ユーロ 

✓月平均 5,000 ユーロ
以上の残高あれば 1

ユーロ 

 Postepay デビットカードの発行 

 小切手帳（1冊/年） 

 インターネット/モバイルバンキング 
 Postamat ATM での引き出し 

Medium €8/月 

 

✓給与または 700 ユー 

ロ/月以上の振込があ
れば 2ユーロ 

✓月平均 10,000ユーロ
以上の残高あれば 2

ユーロ 

 Postepay デビットカードの発行 

 小切手帳（1冊/年） 

 インターネット/モバイルバンキング 
 Postamat ATM での引き出し 

 オンライン/アプリによる送金 

Plus €10/月 

 

✓給与または 700 ユー 
ロ/月以上の振込があ
れば 2ユーロ 

✓月平均 20,000ユーロ
以上の残高あれば 2

ユーロ 

 Postepay デビットカードの発行 
 小切手帳（1冊/年） 

 インターネット/モバイルバンキング 

 Postamat ATM での引き出し 
 オンライン/アプリによる送金 

 クラシッククレジットカード発行 
（出所）Sos Tariffe.it, “Tutti i costi di un conto corrente postale”, 17 July 2023 

https://www.sostariffe.it/conti/guide/tutti-i-costi-di-un-conto-corrente-postale 

ポステ・イタリアーネ ウェブサイト 

   https://www.poste.it/prodotti/conto-corrente-bancoposta.html?wt.ac=1476458243304 

（閲覧日：2023 年 8月 5 日） 

 

 

 

 

 

 

 
107  ポステ・イタリアーネウェブサイト https://www.poste.it/prodotti/conto-corrente-bancoposta.html 
108  ポステ・イタリアーネウェブサイト https://www.poste.it/prodotti/conto-corrente-bancoposta-di-base.html 

https://www.sostariffe.it/conti/guide/tutti-i-costi-di-un-conto-corrente-postale
https://www.sostariffe.it/conti/guide/tutti-i-costi-di-un-conto-corrente-postale
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当座貸越 

上限金額 条件 年金利 
諸経費込み実質年利

（APR） 

€1,500 正味月収（年金）€1,000以上 8.90% 10.27% 

€3,000 正味月収（年金）€1,500以上 8.90% 9.93% 

€5,000 正味月収（年金）€3,000以上 8.90% 9.76% 

（出所）ポステ・イタリアーネウエブサイト 

      https://www.poste.it/prodotti/fido-bancoposta.html?wt.ac=1476451795223 

  （閲覧日：2023年 8月 5 日） 

（注）ローン実施機関は Deutsche Bank S.p.A 

 

ペイメントカードの発行枚数は 2,890 万枚、うち PostePay card が 2,140 万枚、さ

らに PostePay card のうち PostePay Evolution card が 950 万枚であった。またデジタ

ル eウォレット登録が 1,070 万、SIM Poste Mobile の固定・携帯電話回線が 482 万に

達した。（2022年 12月末）109。 

バンコ・ポスタの郵便貯金商品による収益（revenue from postal savings）は 16.0

億ユーロ（2022年 12月末。前年比 8.7%減）で110、金融サービス部門の経常収益 49.4

億ユーロ（図表 13セグメント別の収益参照）の 3割以上を占める主要収益源の一つで

ある。 

 

5. 口座維持手数料等の導入状況 

当座預金口座には前述のとおり、数ユーロの口座維持手数料（canone）が導入され

ているが、バンコ・ポスタをメインバンクとしている場合や高齢者は安価に利用する

ことができる。 

 

6. リスク性金融商品概要 

ポステ・イタリアーネは ETF に投資する Moneyfarm 社の資産管理商品をオンライ

ン限定で提供している111ほか、バンコ・ポスタ・フォンディの投資信託を取り扱って

いる。 

 

7. 貸付業務概要 

ポステ・イタリアーネ（Poste Italiane S.p.A）自体は、貸付を行っておらず、郵便

局やウェブサイトを通じて第三者金融機関のローン商品を代理販売し、手数料収入を

得ている。個人ローンについては、UniCredit S.p.A.及び BNL Finance S.p.A.が提供す

る公務員・年金生活者向けのローン112や、消費者向け金融業者の Compass S.p.A.、

Deutsche Bank S.p.A.、BNP Paribas Personal Finance S.A グループの 100%子会社で

 
109  Gruppo Posteitaliane “Annual Report 2022”  p.223, p.229 
110  Gruppo Posteitaliane “Annual Report 2022”  p.679 
111  https://www.poste.it/prodotti/investimenti-gestione-patrimoniale.html 
112  “Quinto BancoPosta”, https://www.poste.it/gamma/cessioni-del-quinto.html 
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ある Findomestic Banca S.p.A.及び Intesa Sanpaolo S.p.A.113が提供するローン114、

Findomestic Banca が提供するローン115116等、住宅ローンでは、Findomestic Banca が

提供するローン117118を取り扱っている。 

8. 金融包摂への取組み 

前述のとおり、ポステ・イタリアーネは山間地や離島等の小規模自治体でも金融イ

ンフラを維持しているほか、これらの自治体で金融教育・デジタルツールの教育を実

施する回数目標を定めている119。金融教育では、主に貯蓄、投資、支払い、年金、保

険といったテーマが取り扱われる120。また、2022 年までに小規模自治体の学校数の

65%に相当する 7,530 校を対象に、貯蓄の重要性について授業を行う。加えて、MEF

が保険、社会保障、資産管理の問題に関する市民の知識を向上させるために推進する

「金融教育月間」にも協力し、ウェビナーや講義ビデオを提供している。 

2023 年 7 月、ポステ・イタリアーネは、18 歳以下を対象にした金融教育目的のポ

ッドキャストシリーズ ”Generation EF”を立ち上げた121。技術進歩に伴い不安定性も

増大し、変化の速度が速くなるなど、今の成人とは異なる未来を生きる次世代をター

ゲットとする。OECDが 15 歳児を対象に 3 年毎に実施する国際的な学習到達度調査

（PISA）122でイタリアの 15 歳児の金融リテラシーが、2012 年、15 年、18年と 3 回

の調査いずれも OECD平均を下回るという結果が示されており、イタリア政府も未成

年のうちから準備させる必要性を認識したものと推測される。ポステ・イタリアーネ

は、当該世代の代表として 17 歳の少年が、予算・借金・確率・リスク・年金といっ

たさまざまな金融問題を経験し学習するプロモーションビデオを制作し、オンライ

ン・オーディオで配信している。 

9. 送金・決済業務概要（キャッシュレス決済、モバイル決済等） 

銀行口座振込、小切手、クレジットカード、デビットカードによる決済サービスを

バンコ・ポスタブランドのもと PostePay が提供している。一部のクレジットカード

については、他の金融機関と提携関係にあり、例えば、バンコ・ポスタ（Banco 

 
113  Intesa Sanpaoloとポステ・イタリアーネは 2018 年に住宅・個人ローン販売の契約を締結している。 
114  “Prestito BancoPosta Classico”, https://www.poste.it/prodotti/prestito-bancoposta.html 
115  “Prestito BancoPosta Flessibile”, https://www.poste.it/prodotti/prestito-bancoposta-flessibile.html 
116  “Prestito BancoPosta Consolidamento”, https://www.poste.it/prodotti/prestito-bancoposta-consolidamento-

debiti.html 
117  “Prestito BancoPosta Acquisto Casa”, https://www.poste.it/prodotti/prestito-bancoposta-acquisto-casa.html 
118  “Prestito BancoPosta Ristrutturazione Casa”, https://www.poste.it/prodotti/prestito-bancoposta-ristrutturazione-

casa.html 
119  ポステ・イタリアーネ”Annual Report 2020”, p.246 https://www.posteitaliane.it/it/educazione-finanziaria.html 
120  https://www.sardegnareporter.it/2020/01/poste-italiane-al-via-la-prima-edizione-del-progetto-di-educazione-

finanziaria-digitale-e-postale-per-i-piccoli-comuni/297069/ 
121  TG Poste, “Poste Italiane e l’Educazione Finanziaria spiegata ai giovani”, 1 August 2023（閲覧日：2023年 8 月 25 日） 
122  OECD “What 15-year-old students in Italy know and can do in financial literacy – PISA 2018”（閲覧日：2023年 10月

18 日） https://www.oecd.org/pisa/publications/PISA2018_VolIV_ITAcuntrynote.pdf 

PISA（Programme for International Student Assessment）。義務教育終了の近づいた 15 歳児を対象として、社会参加

に不可欠な読解、数学、科学等のスキル、知識をどの程度習得しているか、その知識を実生活で直面する課題にどの程

度活用できるか、を 3年毎に調査・測定して国際比較する。2000年に第 1回が行われ、2012、2015、2018 年は金融

リテラシーの調査がスコープに含まれた。前回調査は 2021年がコロナ禍で 22年に延期され、その結果は 23年 12月 5

日に発表されたが、イタリアは読解力のみ OECD平均を上回った。（”PISA 2022 Results: Factsheets Italy”, 05 

December 2023）たが、結果は 23年 10月時点でまだ公表されていない。 
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Posta）口座用のカード（Carta di credito BancoPosta Classica 123、Carta di credito 

BancoPosta Oro124）はドイツ銀行により発行されている。送金は郵便為替（Vaglia）、

マネーグラム、ウェスタン・ユニオン、ユーロジャイロ（Eurogiro）、SEPA 即時送金

が利用できる。いずれのサービスも海外送金が可能である125。 

ポステ・イタリアーネは 22 年 9 月 14 日、子会社の PostePay を通じて、ロンドン

に本社を持つゲーム会社 International Game Technology からデジタル決済技術会社

LIS Holding SpA の株式の 100%を 7 億ユーロで取得した。ポステ・イタリアーネの

CEOによると、同社史上最大規模の M&A案件126となった。LISは約 55,000の顧客接

点（touch point）を有し、請求書の支払い、プリペイド決済カード、電話のチャージ、

バウチャーなどのサービス、および商人や企業向けのその他のソリューションを提供

している。PostePay のネットワークに新たに加わる 55,000 の拠点とポステ・イタリ

アーネの有する 12,700 の郵便局とのシナジーによって、デジタル決済分野における

PostePay のリーディングカンパニーとしての地位の強化、2024 Sustain and Innovate

プランの中軸を成す「オムニチャンネル戦略」の推進にさらに貢献することが期待さ

れている127。 

10. インターネットバンキング 

ウェブサイト上でのオンラインバンキングのほか、「BancoPosta」や「Postepay」

アプリで口座管理や送金、振り込み、カードへのチャージ、ローンの申請など基本的

なサービスが利用できる。 

11. 国際業務概要 

外貨両替は 400 以上の郵便局、外貨購入は約 1,500 の郵便局で利用できる128。 

12. 付随業務概要 

保険は、ポステ・イタリアーネ（Poste Italiane S.p.A）の子会社で、生命保険を担

当するポステ・ヴィタ（Poste Vita S.p.A）及びポステ・ヴィタの子会社で損害保険を

担当するポステ・アシクラ（Poste Assicura S.p.A）の商品を販売している 129。 

 また投資信託については、ポステ・イタリアーネ子会社のバンコ・ポスタ・フォン

ディ（BancoPostaFondi SGR SpA）、バンコ BPM やポステ・イタリアーネが出資する

Anima SGRの投資信託商品を販売している。2015年末まで、当時Unicreditと仏BNP 

Paribas 傘下の資産運用部門であった Pioneer Investment 社の商品を販売していたが、

Unicredit は 2017 年に財務状況改善のため Pioneer Investment 社を仏の Amundiに売

却した130ため、Pioneer Investment 社が運用していたポステ・イタリアーネの 3 本の

 
123  “Carta di credito BancoPosta Classica”, https://www.poste.it/prodotti/carta-di-credito-bancoposta-classica.html 
124  “Carta di credito BancoPosta Oro”, https://www.poste.it/prodotti/carta-di-credito-bancoposta-oro.html 
125  ポステ・イタリアーネウェブサイト 
126    Poste Italiane website, “Poste Italiane completes LIS Acquisition”, 15 September 2022（閲覧日：2023年 8 月 5 日） 
127     Poste Italiane Annual Report 2022, p.372, p.528 

Poste Italiane, “Poste Italiane S p A : to acquire 100% of lis – in line with the 24si integrated omnichannel strategy”, 
Feb. 28, 2022（閲覧日：2023 年 8 月 5 日） 

128     https://www.poste.it/uffici-postali.html 
129 https://posteassicura.poste.it/poste-vivere-protetti.html?wt.ac=1476521825900-1476521823992 
130  Unicredit, “UniCredit successfully concludes the disposal of Pioneer Investments to Amundi” 

https://www.unicreditgroup.eu/en/press-media/press-releases-price-sensitive/2017/unicredit-perfeziona-con-
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投資信託の運用は Anima 社が引き継ぐことになった131。Pioneer Investment 社の売却

にあたって、ポステ・イタリアーネは Anima Holding 及び CDP とコンソーシアムを

組成し競争入札に応募していた132が、最終的に Amundi に敗れることになった。 

13. 資金運用（ESG投資関連を含む） 

郵便貯金商品の提供によって調達した資金は、預託貸付公庫（CDP）が公共投資、

民間投資等に運用している。ポステ・イタリアーネ（Poste Italiane S.p.A）は CDP か

ら貯金募集に対する手数料収入を得ている。他方、2007 年予算法により、ポステ・

イタリアーネはリテール顧客の郵便当座預金口座への預入金をユーロ圏の国債に投資

することが求められているほか、50％まではイタリア政府保証債にも投資が可能であ

る。行政からの預入金は MEF との協定により MEF へ預金される133。合計運用利益は

20.1億ユーロ（証券投資運用収入:14.8億ユーロ、財務省預託収入:2.5億ユーロ、その

他:2.7 億ユーロ）となっている（2022年 12月末）134。 

 

14. 窓口取扱時間 

2シフト制の郵便局では、月曜日から金曜日の 8:20-19:05 と土曜日の 8:20-

12:35、1 シフト制の郵便局では月曜日から金曜日の 8:20-13:35 と土曜日の 8:20-

12:35 に営業している。ポステ・イタリアーネは郵便局を重要性や取扱量に応じて

Centrale、Relazione、Standard、Base (B)、Base (C)にカテゴライズしており、この

うち、Baseに該当する郵便局は月曜日から金曜日まで 8:20-13:45 と土曜日の 8:20-

13:45 に営業している。 

 

15. 他行、地域金融機関等との協業ビジネスの展開 

①SME Insurtech 

ポステ・イタリアーネは、イタリアの中小企業向け保険市場が欧州の中で遅れてい

る現状を踏まえ、保健分野の子会社 Poste Assicura およびベンチャーキャピタルの

LVenture Group と提携し、2021 年 7 月、中小企業向けデジタル保険商品の開発を行

うスタートアップを対象に最初の国際提案募集を行った135。同年 10 月に最終選考進

出 5 社が選定され、Insoore と Cyberangels の 2社が勝者となった。この 2社にはポ

ステ・イタリアーネと Poste Assicura において 3 ヵ月間のトライアル（概念の実証）

を開始する機会が与えられる。 

②Data Appeal Company 

そのほかに、eコマース事業者の営業力強化を目的として、ベンチャー企業の The 

 
successo-la-vendita-di-pioneer-investme0.html 

131  Gruppo Posteitaliane, “Annual Report 2015”, p.48 
132  Reuters, “Poste hopes to list Pioneer through merger with Anima”, （2016年 11月 16日付） 

https://jp.reuters.com/article/unicredit-pioneer-ma-poste-idUKL8N1DG65W 
133  Gruppo Posteitaliane “Annual Report 2020”, p.497 
134  Gruppo Posteitaliane “Annual Report 2022”  p.679 
135  https://www.posteitaliane.it/en/sme-insurtech.html 
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Data Appeal Company と提携し、AIを活用してソーシャルメディアに対するレピュ

テーションデータとフィードバック効果を分析・カタログ化するための概念実証を進

めている136。Data Appeal Company は自社サイトで、この提携は小規模な事業者での

実験から始まり、ポステ・イタリアーネのサプライヤーとして認定されるまでに成長

し、サービス提供先としてのイタリアの事業者と eコマースを特定するための年次コ

ラボレーションを開始することができた、と述べている137。 

③Banca AideXa 

2022年 12月、ポステ・イタリアーネは、2021 年 6 月に ECB から銀行ライセンス

を取得した新興ネオバンク Banca AideXa と協力協定を締結した138。AideXA が開発し

た AI技術ノウハウとポステ・イタリアーネの顧客ベースを結び付けることによっ

て、ポステ・イタリアーネはオンラインでの融資申請を可能にして SME向け融資活

動のデジタル化を加速する、一方 AideXa は自らの顧客ベースの早急な拡大を図ると

いう期待がそれぞれある。 

 

16. 財務諸表 

ポステ・イタリアーネ・グループ（Gruppo Posteitaliane）の財務諸表は国際会計

基準（International Financial Reporting Standards, IFRS）に則って作成されている。

連結ベースの財務諸表とセグメント別情報は以下の通りである。 

2022 年のポステ・イタリアーネ・グループの収益（net operating revenue）は

118.9 億ユーロで、2021 年の 112.2 億ユーロに比べ前年比 6.0%増となった。また、税

引後利益（profit for the year）は 15.1 億ユーロと、2021 年から 4.4%の減益を記録し

た。 

2022 年の収益 118.9 億ユーロの内訳をみると、金融サービス（finanical services）

が 49.4 億ユーロ（構成比 41.5%）と収益の 4 割強を占める最大の稼ぎ頭となってい

る。続いて郵便・小包等事業（mail, parcels and distribution）が 36.5 億ユーロ（同

30.7%）、保険サービス（insurance services）が 21.5 億ユーロ（同 18.1%）、支払サー

ビス等（payments）が 11.5億ユーロ（同 9.6%）と続く。2022年は前年比で支払いサ

ービスと保険サービスのシェアがわずかに増え、郵便・小包と金融サービスのシェア

が落ちた。 

 

 

 

 

 

 

 
136  https://www.posteitaliane.it/en/data-appeal-company.html 
137  Poste Italiane sceglie Data Appeal per arricchire il suo CRM 
   https://www.datappeal.io/it/data-enrichment-poste-italiane-sceglie-data-appeal-per-arricchire-il-suo-

crm/ 
138  Daily Alts, “160-Year-Old Poste Italiane Ties With Neobank AideXa For Digital Loans to SMEs”, 1 December 2022 

https://www.datappeal.io/it/data-enrichment-poste-italiane-sceglie-data-appeal-per-arricchire-il-suo-crm/
https://www.datappeal.io/it/data-enrichment-poste-italiane-sceglie-data-appeal-per-arricchire-il-suo-crm/
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図表 13: ポステ・イタリアーネ・グループの財務諸表（百万ユーロ） 

 

 2019 
1-12月 

2020 
1-12月 

2021 
1-12月 

2022 
1-12月 

資産 Total assets 238,251 272,357 284,728 261,626 

 流動資産 Current assets 34,475 44,698 48,076 50,256 

 固定資産 Non-current assets 203,776 227,659 236,652 211,370 

負債 Total liabilities 228,553 260,850 272,618 252,689 

 流動負債 Current liabilities 70,280 84,230 94,090 97,551 

 固定負債 Non-current liabilities 158,273 176,620 178,528 155,138 

資本 Total equity 9,698 11,507 12,110 8,937 

  
    

収益 Net operating revenue 10,959 10,526 11,220 11,889 

 郵便・小包等 Mail, Parcels and Distribution 3,492 3,201 3,694 3,651 

 支払サービス Payments, Mobile and Digital 664 737 882 1,147 

 金融サービス Financial Services 5,213 4,945 4,783 4,938 

 保険サービス Insurance services 1,669 1,643 1,861 2,153 

支払金利前税引前利益（EBIT） 1,774 1,524 1,846 2,291 

税引前利益 Profit/loss before tax 1,873 1,576 2,168 2,328 

税引後利益 Proft for the year 1,342 1,206 1,580 1,511 

（出所） Gruppo Poste Italiane, “Annual Report”各年版 

 

図表 14: ポステ・イタリアーネ・グループのセグメント別の収益（百万ユーロ） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（出所） 図表 13 に同じ 

 

次の図表はバンコ・ポスタの貸借対照表と収益内訳をみたものである。 

バンコ・ポスタの貸借対照表をみると、2022 年の資産総額は 1.044.4 億ユーロ

と、2017 年の 672.4 億ユーロにくらべ 5 年間で 55.3%増加した。また、顧客からの預

金（due to customers）も 2022年末時点で 861.0 億ユーロと、2017 年の 536.9 億ユ
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ーロにくらべ 5 年間で 60.4%と順調に増加している。 

図表 15：バンコ・ポスタの貸借対照表（百万ユーロ） 

 2017 2018 2019 2020 2021 2022 

資 産 Total assets 67,235 72,489 85,010 103,981 109,072 104,438 

 売 却 可 能 金 融 資 産  Available-for-sale financial 

assets 
39,140  

32,040 36,799 42,638 37,626 33,161 

 満 期 保 有 金 融 資 産  Held-to-maturity financial 

assets 
12,912  

22,872 25,064 33,255 33,110 27,699 

 銀行・顧客に対する貸出債権 Sundry receivables 9,102 10,871 15,886 18,773 20,623 17,519 

 その他の資産 Other assets 6,081  6,706 7,261 9,315 17,713 26,059 
        

負 債 Total liabilities 64,476 69,610 81,049 98,721 104,699 103,124 

 銀行からの預金 Due to banks 5,950  5,985 7,186 10,815 10,701 12,849 

 顧客からの預金 Due to customers 53,686  58,218 64,351 75,295 85,098 86,095 

 その他の負債 Other liabilities 4,840  5,407 9,512 12,611 8,900 4,180 

        

資 本 Equity 2,759 2,879 3,961 5,262 4,373 1,314 

 準備金 Initial reserve 1,000  1,210 1,210 1,211 1,211 1,373 

 利益剰余金 Retained earnings 1,059  1,057 1,057 1,142 1,186 1,212 

 資本証券 Equity instruments - - - - 350 350 

 評価差額金 Valuation reserves 115  15 1,083 2,278 1,118 (2,223) 

 当期純利益 Profit for the year 585  597 611 629 508 602 
        

負債および資本 Total liabilities and equity 67,235 72,489 85,010 103,981 109,072 104,438 

（注）各年 12月末。 

（出所） Gruppo Poste Italiane  “Annual Report ”（2016-2021 各年版）2021年版は p.784, p.785, p.819, p.820, p.907 

図表 16: バンコ・ポスタの経常収益内訳（百万ユーロ） 

 2017 2018 2019 2020 2021 2022 

Fees for collection of postal savings deposits 1,566  1,827 1,799 1,851 1,753 1,600 

Income from investment of postal current account 

deposits 

1,475  1,556 1,638 1,593 1,526 2,008 

Revenue from current account services 497  497 457 432 437 431 

Insurance brokerage 468  407 437 439 489 538 

Commissions on payment of bills by payment slip 434  412 390 297 264 216 

Distribution of loan products 214  262 327 192 240 226 

Fees for issue and use of prepaid cards 194  173 - - - - 

Income from delegated services 104  101 97 103 99 89 

Money transfers 37  29 21 16 14 13 

Distribution of investment funds 41  51 62 57 73 70 

Distribution of payment products and services - 47 191 180 213 251 

Other products and services 76  57 16 17 15 25 

Total 5,106 5,419 5,435 5,177 5,123 5,467 

（注）各年 12月末。 

（出所） Gruppo Poste Italiane  “Annual Report”（2017-2022 各年版; 2022 年は p.679） 

  https://www.posteitaliane.it/en/financial-statements-and-reports.html#/（閲覧日：2023年 7月 4 日） 

 

2022 年 12 月期のバンコ・ポスタ（Banco Posta）の経常収益は 54 億 6,700 万ユー

ロと前年から 6.7%増加した。内訳をみると、郵便当座預金口座（postal current 

account）からの収益（郵便当座預金の運用収益 20.1億ユーロ及びサービス手数料 4.3

億ユーロ）が合計 24.4億ユーロ（構成比 44.6%）と最も大きい。また、預託貸付公庫

（CDP）が提供する金融商品である郵便貯金の募集に伴う手数料収入（Fees for 
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collection of postal savings deposits）も 16.0 億ユーロ（同 29.3%）と高い割合を占め

ている。プリペイドカード手数料については、2018 年 10 月に電子マネー・決済関連

商品を PostePay 社へ移管したためゼロとなったが、PostePay 商品取扱手数料

（Distribution of payment products and services）の増収で相殺されている。 
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第 3章 民間リテール金融機関の概要 

イタリアの主要リテール金融機関としては、ポステ・イタリアーネ（Poste Italiane 

S.p.A：ブランド名はバンコ・ポスタ BancoPosta）のほか、庶民銀行（Banche 

Popolari）や信用協同組合銀行（Banche di Credito Cooperative）といった協同組織金

融機関（BCCs）が挙げられる。ただし、協同組織金融機関については、そもそも小

規模金融機関が多いことに加え、イタリア経済低迷による業績不振も相まって、拠点

の閉鎖が相次いでおり、その存在感は大きく低下している。実際、2009 年から 2022

年の 13 年間でイタリア国内のリテール金融機関の支店数は 38%減少し、支店で働く

従業員数も同期間に 20%削減された139。こうした拠点閉鎖は大手金融グループ主導で

行われており、リストラされた従業員の 9 割を 5 大金融グループの従業員が占めてい

た。 

ここではリテール金融サービスを提供している銀行のうち、総資産規模で上位 3 行

であるインテーザ・サンパオロ（商業銀行）、ウニクレディト（商業銀行）、バンコ

BPM（庶民銀行）を取り上げる。 

 

1. インテーザ・サンパオロ（Intesa Sanpaolo） 

インテーザ・サンパオロ・グループは、2007 年 1 月 1 日にインテーザ銀行（Banca 

Intesa：1998 年設立）とサンパオロ銀行（Sanpaolo IMI：1998 年設立）が合併して

できた銀行であり、欧州だけでなく、中東、アジア、アメリカ、ブラジル、北アフリ

カに支店や駐在員事務所を展開している。2022年 12月末で総資産は9,757億ユーロ、

収益 204.2 億ユーロ（管理部門除く）、国内従業員数 73,283 人、国内支店数 3,611 を

有する140。グループ総収益に占めるシェアが最も高いのは国内商業銀行業務（Banca 

dei Territori）で 88.1 億ユーロ（構成比 43.0%）、次いで投資銀行業務が 44.3 億ユー

ロ（22.0%）、プライベートバンキング業務が 24.8 億ユーロ（11.4%）、海外での銀行

子会社からの収益が 22.3 億ユーロ（9.5%）、保険業務が 16.1 億ユーロ（7.6％）、資産

管理等業務からの収益が 9.6 億ユーロ（6.5%）等となっている（2022 年 12 月末）141。

国内商業銀行業務では、イタリア国内のリテール、中小企業、NPO向けビジネスを重

視している142。2020 年に入り、同行は UBI バンカに買収提案をしたもののこれを拒

否されたため、7 月に UBI バンカの敵対的買収に踏み切った。 

なお、インテーザ・サンパオロ単体（Intesa Sanpaolo S.p.A.）の総資産は 7,154 億

ユーロ、収益は 161.2 億ユーロ、国内従業員数は 65,714 人（パートタイム従業員を含

む）、国内支店数は 3,349 である（2022年 12 月末）143。 

 

(1) 総資産、預金残高、融資残高、口座数、市場シェア 

同グループの 2022年末時点の総資産は、9,757億ユーロ、イタリア銀行業界の総資

 
139 Banca d’Italia, “Banks and Financial Institutions - Branch Network 31 March 2017 

Banca d’Italia, “Banks and Financial Institutions - Branch Network 31 March 2023 
140 Intesa Sanpaolo, “Annual Report 2022”, p.24-27 
141 Intesa Sanpaolo “Annual Report 2022”, p.131 
142 Intesa Sanpaolo “Italian Leader with a European Scale Updated as at 1 April 2021” p.12 

https://group.intesasanpaolo.com/content/dam/portalgroup/repository-documenti/investor-
relations/Contenuti/RISORSE/Documenti%20PDF/en_gruppo/Brochure_istituz_uk.pdf 

143 Intesa Sanpaolo “Annual Report 2022”  p.667 
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産（3 兆 9,648 億ユーロ144）に占める割合は 24.6％である。顧客預金残高は 5,288 億

ユーロ、融資残高は 4,469 億ユーロである。2023 年 3 月末で顧客数は約 2,070 万人

（イタリア 1,360 万人、国外 710 万人）である145。 

図表 17： 総資産、預金残高、融資残高（億ユーロ）（各年 12 月末） 

 2019年 2020年 2021年 2022年 前年比 

総資産 8,166 10,340 10,708 9,757 -8.88% 

顧客向け融資残高 3,952 4,628 4,659 4,469 -4.08% 

顧客預金残高 4,146 5,142 5,451 5,288 -2.99% 

（出所） Intesa Sanpaolo “Bilanci 2022”, p.110 

(2) 預金利子、預金条件、口座維持手数料、融資条件等の現状 

現地の銀行情報ウェブサイト Conto Deposito によると、インテーザ・サンパオロ

が預金口座として提供する XME Digital Savings Bank は、同行のモバイルアプリに連

動した機能を持つデジタル口座である。名目金利は年 0.10％であるが、利子収入から

26％が源泉徴収される。口座開設・維持・閉鎖手数料はゼロ146。 

(3) 提供商品 

当座預金、PIR 貯蓄商品を提供している。その他、消費者ローン、自動車ローン、

環境対応車両購入専用ローン、環境対応住宅リフォーム専用ローン、不動産融資、学

資ローン、公務員向けローン、各種保険（自動車、住宅、生命、医療等）、投資信託

販売、証券取引サービス、個人年金、家計管理サービス、資産管理サービス等を提供

している。 

(4) 子会社、関連会社への出資状況 

2022 年 12 月時点で国内外、直接間接出資合わせて 129 の子会社を有している147。

イタリア国内の主な子会社として、Banca 5（インスタントバンキング）、Banca 

Fideuram（プライベートバンキング）、Eurizon Capital（アセットマネジメント）、

Intesa Sanpaolo Assicura（損害保険）、Intesa Sanpaolo Private Banking（プライベー

トバンキング）、Intesa Sanpaolo Vita（生命保険）、SIREF Fiduciaria（プライベート

バンキング）を展開している。 

また、海外では、ロシア、セルビア、エジプト、ハンガリー、アルバニア、アイル

ランド、ルクセンブルク、ルーマニア、ボスニア・ヘルツェゴビナ、ウクライナ、ク

ロアチア、スロバキア、スイス、モルドバ、ブラジル、米国、中国、フランスに子会

社を有している。 

(5) ESG投資 

インテーザ・サンパオロ・グループの発表によると、同行は、イタリア国内の ESG

投資市場において約 30％のシェアを有していると推計される。特に、グループ会社

の Eurizon Capitalは、イタリア初となるサステナブル投資・責任投資に強みを持つア

セットマネジメント企業であり、2021 年 6 月末現在、155 件、約 1,000 億ユーロのフ

ァンドを運用している。また、債券分野においても、Eurizon Capital はイタリアのア

 
144     Banca d’Italia Banks and Money: National Data 12 June 2023 （閲覧日：2023年 7 月 10日） 
145 Intesa Sanpaolo, “The Intesa Sanpaolo Group at a Glance as at 31 March 2023” 
146 Conto Depositoウェブサイト https://www.contodeposito.eu/conto-deposito-intesa-san-paolo/ 
（閲覧日：2023年 7 月 10日） 
147 Intesa Sanpaolo Annual Report 2022, p.222-228 
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セットマネジメント企業として初めて、グリーンボンドに投資する債券ファンド

「Absolute Green Bonds」を組成した実績を持つ148。 

インテーザ・サンパオロは 2022 年 2 月、4 つの目標を柱とする、「ビジネスプラン

2022-2025」発表した149。4 つの柱の一つが、社会インパクトにおける世界クラスの

ポジションと気候変動対策への強いフォーカスを持ったESGコミットメントである。

以下、ESGコミットメントについて内容を整理する： 

・2021 年 10 月に NZBA（Net Zero Banking Alliance）に参加、2030 年までに自己

の排出について、さらに 2050年までに投融資ポートフォリオの排出について net zero

達成にコミットメントを表明。 

・資金支出を伴う施策としては以下がある： 

① 2022-2025 年に 250 億ユーロの社会的融資を通じて金融包摂に注力する。 

② 期間中に累積で 880 億ユーロの新規融資を提供して顧客の ESG/グリーントラ

ンジションを支援する。 

 

(6) TCFD提言への対応 

2018 年 10 月に TCFD 提言への賛同を表明し150、以降、非財務情報等において気候

変動への対応について詳細な開示を行ってきたが、2021 年 10 月には初となる TCFD

レポート（2021 年版）を公表した。 

TCFD レポートによると、同行は 2019 年末に「ISP4ESG」と呼ばれる社内プロジ

ェクトを開始し、ESG や気候変動関連の論点をビジネスモデルや戦略に統合するため

の様々な取り組みを推し進めている。活動にあたっては、①ESG ガバナンス、②サ

ステナブル融資、③サステナブル投資、④コーポレートセンター・サプライチェー

ン・実現要因を、グループ一体となって取り組むべき「4 つのメインストリーム（主

流の課題）」として特定している151。 

うち、②サステナブル融資については、2020年から 2021年にかけて、グループの

ローン・ポートフォリオに関わる各種活動をマッピングするための大規模なプロジェ

クトが実施された。特に気候変動リスクが高い活動を特定することで、より持続可能

なエクスポージャーの構築や、新しいビジネスチャンスの特定を実現することが目的

となっている。また、EU タクソノミーなどの規制要求にも対応する。③サステナブ

ル投資に関しては、2020 年末より、投資商品に ESG 要因を一層幅広く取り込むため

の手法やガイドラインの開発に取り掛かっている152。 

 

2. ウニクレディト（UniCredit） 

ウニクレディトは 1870 年に北西部ジェノバに設立された民間商業銀行バンカ・デ

ィ・ジェノバ（Banca di Genova）を前身とする銀行で、1895 年にクレディト・イタ

 
148 Intesa Sanpaolo “TCFD Report 2020-2021” p.50 
149 Intesa Sanpaolo, “2022-2025 Business Plan”, 4 February 2022 
150 Intesa Sanpaoloウェブサイト https://group.intesasanpaolo.com/en/newsroom/press-releases/2018/10/CNT-05-

0000000519812 
151 Intesa Sanpaolo “TCFD Report 2020-2021” p.21 
152 Intesa Sanpaolo “TCFD Report 2020-2021” p.21 
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リアーノ（Credito Italiano）と名称を改め、本店をミラノに移転した。1937 年に、大

恐慌からの復興を目指した政府の方針により公的銀行機関（public banking institute）

の指定を受けて国有化されたが、1993 年に再度民間銀行となった。1998 年にロー

ロ・バンカ 1473（Rolo Banca 1473）と合併した後、ウニクレディトと改称した。 

2022 年末時点のウニクレディトグループ全体の収益（operating income）は 203.4

億ユーロであり、その内訳は業務部門の収益 208.0 億ユーロ、管理部門の経費 4.6 億

ユーロである。業務部門の収益 208.0億ユーロの内訳は、商業銀行業務（commercial 

banking）からの収益が 141.0 億ユーロ、構成比 67.8%（イタリア：90.5 億ユーロ、

46.2%、ドイツ：50.5 億ユーロ、24.4%）、次いで中欧地域の業務が 34.5 億ユーロ、

（同 16.6%）、東欧が 20.0 億ユーロ（同 9.6%）、ロシア 12.6 億ユーロ（同 6.0%）と

なっている153。 

(1) 総資産、預金残高、融資残高、口座数、市場シェア 

同グループの 2022年末時点の総資産は 8,578億ユーロ、イタリア銀行業界の総資

産に占める割合は 21.6％である。顧客預金残高は 5,101 億ユーロ、融資残高は 4,558

億ユーロである（図表 18）。顧客数は 1,500 万人で、リテールだけでなく富裕層、法

人企業、外国人等多様な顧客層に対応している。国内支店数は 2022 年 12 月末で

1,986、国内従業員数は 27,927 人154である。 

図表 18： 総資産、預金残高、融資残高（億ユーロ）（各年 12 月末） 

 2019年 2020年 2021年 2022年 前年比 

総資産 8,557 9,315 9,172 8,578 -6.43% 

顧客向け融資残高 4,826 4,506 4,490 4,558 4.18% 

顧客預金残高 4,705 4,984 5,007 5,101 1.88% 

（出所）UniCredit, “Annual Reports and Accounts 2022”, p.131 

 

なお、ウニクレディト単体（UniCredit S.p.A.）の総資産は 4,362億ユーロ、収益は

99.2億ユーロ、国内支店数は 2,312である（2022 年 12月末）155。 

 

(2) 預金利子、預金条件、口座維持手数料、融資条件等の現状 

未成年向け口座（Genius Bimbi：0-12歳、Genius Teen：13-17 歳）では、預金口座

の金利は年 0.2％、口座開設・維持・閉鎖手数料等はゼロ。 

一般成人向け口座 Libretto One は月 2 ユーロの手数料を徴収される。 

年金受給者向け口座 Pension Booklet は 0.01%のリターンを保証、開設・管理の手

数料は徴収されない 。 

(3) 提供商品 

当座預金、PIR 貯蓄156（詳細は第 4 章参照）を提供している。その他、消費者ロー

ン、自動車ローン、環境対応住宅リフォーム専用ローン、不動産融資、学資ローン、

 
153 UniCredit, “Annual Report 2022, p.137 
154 UniCredit, “Annual Report 2022”, p.129, p.137 
155 UniCredit, “Annual Report 2022”, p.648 - 649 
156 2017 年より導入された個人貯蓄プラン（Piani individuali di risparmio、PIR） 
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各種保険（自動車、住宅、生命、医療等）、投資信託販売、証券取引サービス、個人

年金、資産管理サービス等を提供している。 

(4) 子会社、関連会社への出資状況 

ウニクレディトが直接的・間接的に出資・支配する子会社は 2021 年 12 月末に 407

社あったが、2022年 12月には 358社へと 49社減少した（8社増加、57社削減）157。

うち、HypoVereinsbank（ドイツ、出資比率 100％）、Bank Austria（オーストリア、

99.99％）に加えて、ルクセンブルク、アイルランド、ハンガリー、ロシア、ルーマ

ニア、スロベニア、セルビア、ボスニア・ヘルツェゴビナ、クロアチア、チェコ、ブ

ルガリア、フランスの銀行子会社に直接出資している（2022 年 12 月末時点）。 

(5) ESG投資 

ウニクレディトは、顧客の選好が気候変動を考慮した商品へとシフトしていること

を受けて、①化石燃料に対する融資枠組みの厳格化及び 2028 年までの化石燃料関連

融資のフェーズアウト、②再生可能エネルギー部門へのエクスポージャーの拡大、

③エネルギー効率化に対する融資の増加、を重点的に推進する方針である。 

なお、同行は 2018 年以降、他の 16 のグローバル銀行とともに、2° Investment 

Initiative (2°ii) が開発した「PACTA（パリ協定資本移行評価、Paris Agreement 

Capital Transition Assessment）for Banks」のロードテストに参加してきた158。

PACTA は元来、投資ポートフォリオの気候変動移行リスク評価のために開発された

ツールであるが、PACTA for Banks はこれを銀行の融資の気候変動シナリオ分析に適

用したものである。テストは 2020 年に完了し、有識者等のレビューを経て完成し、

2020 年 9 月に無料で公開されている。ウニクレディトは PACTA への参画を通じて

気候シナリオと貸付ポートフォリオの連携に関する予備的な結論を得ることができた

としている。 

ウニクレディトは 2021 年 12月、3 ヵ年の戦略計画（UNICREDIT UNLOCKED: 

2022-2024 STRATEGIC PLAN）を発表、3 年間の ESGファイナンスについて 1,500

億ユーロを目標として掲げている（内訳は、環境融資 250 億ユーロ、ESG投資 650

億ドル、サステナブルボンド 500 億ユーロ、ソーシャル融資 100 億ユーロ）。初年

度（2022年）の進捗は 577 億ユーロ（35%）であった159。 

ウニクレディトは、2050 年ネット・ゼロ達成目標の枠組みのなかで、2023 年 1 月

末、自行のポートフォリオのなかで最も炭素密度の高い（carbon intensive ）3 つの

セクター（石油・ガス、発電、自動車）を対象に排出削減にかかる新しい 2030 年目

標を発表した160。いずれも 2021 年ベースラインからの削減目標を定める（石油・ガ

ス 29%、発電 47%、自動車 41%）。 

 

 

 

 

(6) TCFD提言への対応 

 
157 UniCredit Annual Report and Accounts 2022, p.205-221 
158 テストには、シティグループ、BNP パリバ、ソシエテ・ジェネラル、バークレイズ、スタンダードチャータード、

UBS、クレディ・スイス、ING、ABN アムロ、サンタンデール銀行、ビルバオ・ビスカヤ・アルヘンタリア銀行
（BBVA）、ウニクレディト、ノルデア銀行、BPCEグループ、イタウ・ウニバンコ、バンコロンビア、KBCの 17 銀行が
参加した。 

159  Our ESG Strategy | 2022 Integrated Report UniCredit 
160 UniCredit, “UniCredit sets Net Zero targets fro carbon intensive sectors”, 31 January 2023（閲覧日：2023年 8 月 10日） 

https://financialreports.unicredit.eu/en/integrated-report/purpose-strategy/our-esg-strategy
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2019 年 11 月に TCFD 提言への賛同を表明し、2019 年度の統合報告書より同提言に

基づく開示を開始した161。2020 年度の統合報告書によると、TCFD フレームワークを

今後推進するにあたり、①ウニクレディトの全ての活動をマッピングし、グループ全

体の ESG に係る取り組みの全体像の把握、②ウニクレディトの業界内での立ち位置

の理解、③各取り組みの優先度の検討、④詳細なロードマップの策定、⑤社内外向

けの ESG に係るコミュニケーション計画の策定、を進めているところである162。 

 

3. バンコ BPM（Banco BPM） 

バンコ BPM グループは、2017 年 1 月に大手庶民銀行 2行（BancoPopolare と

Banca Popolare di Milano）が合併して設立された国内 3 位の銀行グループである。

北イタリアを中心に事業を展開し、2022年 12 月末で総資産は 1,897 億ユーロ、総収

益 47.1 億ユーロ、国内従業員数 19,278 人、国内支店数 1,504163、また 2023 年 3 月末

の顧客数は約 380 万人164である。グループ総収益に占めるシェアが最も高いのは個人

向け業務業務（Retail）で 26.2億ユーロ（55.6%）と過半を占め、次いでコーポレー

トバンキング業務（Corporate）が 7.3 億ユーロ（15.5%）、投資銀行業務

（Investment banking）が 1.2億ユーロ（2.5%）、戦略的パートナーシップ業務が 1.5

億ユーロ（3.2%）、その他 10.8 億ユーロ（22.9%）となっている（2022年 12月末）

165。 

(1) 総資産、預金残高、融資残高、口座数、市場シェア 

同グループの 2022年末時点の総資産は、1,897億ユーロ、イタリア銀行業界の総資

産に占める割合は 4.8％である。顧客預金残高は 1,077億ユーロ、顧客向け融資残高は

1,095 億ユーロである（図表 19）。 

図表 19： 総資産、預金残高、融資残高（億ユーロ）（各年 12 月末） 

 2019年 2020年 2021年 2022年 前年比 

総資産 1,670 1,837 2,005 1,897 -5.39% 

顧客向け融資残高 1,058 1,093 1,094 1,095 0.09% 

顧客預金残高 934 1,022 1,071 1,077 0.56% 

（出所） Banco BPM Gruppo “Annual Report 2022”, P.40 

(2) 預金利子、預金条件、口座維持手数料、融資条件等の現状 

子供向け口座（Brucoconto：0-11 歳）の金利は、1,200 ユーロを上限として

1.10%、これを超える金額については 0.10%166。 

未成年向け（12-17 歳）には Conto Let’s Bank がある。貯蓄について学ぶことを目

的とするものであるため、さまざまなフィーが無料となっている167。 

 
161 UniCredit “Integrated Report 2019” p.94～100 
162 UniCredit “Integrated Report 2020” p.28～31 
163 Banco BPM Group “Annual Report 2022”, p.20, p.40（閲覧日：2023年 7 月 30日） 
164 Banco BPM, “Group Profile 30 May 2023”（閲覧日：2023年 7 月 30日） 
165 Banco BPM Grupp “Annual Report 2022”, P.74 
166 Banco BPM, “Brucoconto: Conto Corrente Per Bambini”（閲覧日：2023年 8 月 20日） 

https://www.bancobpm.it/privati/conti/conti-correnti/brucoconto/ 
167 Banco BPM, “Conto Let’s Bank”（閲覧日：2023年 8 月 20 日） 

https://www.bancobpm.it/privati/conti/conti-correnti/lets-bank/ 
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一般向けにはプレミアム口座（Premiaconto）がある。カストディサービス、決済

カード、モバイルバンキング等のサービスを対象に月 8ユーロのフィーがかかるが、

1,000 ユーロ以上の給与・年金の受取口座とすることで 1 ユーロ減額される168。 

(3) 提供商品 

預金口座および付随する決済サービスの他、消費者ローン、不動産融資、各種保険 

（自動車、住宅、生命、医療等）、投資信託販売、証券取引サービス、個人年金、オ 

ートリース等を提供している。 

(4) 子会社、関連会社への出資状況 

2022年 12月末時点で直接間接に出資する子会社は 26社169。主な子会社としては、

Banca Akros（インベストメントバンキング）、Banca Aletti（プライベートバンキン

グ）および Banco BPM VITA（保険）などがある。Banco BPM VITA は、2022 年 7 月

に Bipiemme Vita を完全子会社化したのち改称したもの。Aletti Fiduciaria（プライベ

ートバンキング）、Banca Aletti & C（スイスにおけるプライベートバンキング）は、

Banca Aletti の傘下。 

2023 年 3 月、バンコ BPM グループは ECB から EU 指令（2002 年）に基づいて

「金融コングロマリット」としての認定を受けた170。イタリアでは Intesa Sanpaolo、

UniCredit、MPS に次ぐ。EU 指令は認定の条件として、グループ内に①銀行業/証券

業のいずれかと②保険業の双方を有し，それらの企業がグループ内の中核をなし、か

つ、一定の規模をもって業務を行っていることを挙げている。 

 

(5) ESG投資 

2020 年以降、自己勘定の投資に関しては、投資対象の選定プロセスに ESG の要素

を反映させる取り組みを開始している。ここで参照される ESG のファクターは、PRI

（責任投資原則）や SDGs、その他原則に基づき、毎年見直しが行われる。バンコ

BPM は 2021 年 7 月、持続可能な活動のファイナンスのための資金調達の枠組み

（Green, Social and Sustainability Bonds Framework）を発表した。 

2023 年 3 月 31 日時点の ESG 融資ポートフォリオ（ボンド発行で調達した資金 

による融資残高）はグリーンポートフォリオ 40.9 億ユーロ、ソーシャルポートフォ

リオ 113.5 億ユーロ、計 154.4 億ユーロであった171。 

また、融資については「グリーン移行」につながる融資戦略を定義するために、環

境の持続可能性の観点から、グループ全体のローン・ポートフォリオの評価を行って

きた。その成果として ESG につながる様々な商品を開発、提供している。例えば

2020 年には、生産工程で資源の再利用を行っている企業に対して投資を行うファン

ド、「Anima Investimento Circular Economy 2025」を提供開始している172。また、エ

ネルギー移行を計画している中小企業に対するローン商品の開発も継続している173。 

(6) TCFD提言への対応 

 
168 Banco BPM, “Premiaconto”（閲覧日：2023年 8 月 20日） 

https://www.bancobpm.it/privati/conti/conti-correnti/premiaconto/ 
169 Banco BPM Annual Report 2022, p.169-170 
170 Banco BPM, “Group Profile”, 30 May 2023 
171 Banco BPM, “ESG Investor Presentation”, June 2023 
172 Banco BPM “Annual Report 2020” p.84 
173 Banco BPM “Annual Report 2020” p.87 
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バンコ BPM グループは、2021 年 11 月に発表した「戦略計画 2021-2024」のなか

で設定した ESG目標に従って、2021 年 11 月、TCFD提言の賛同機関となった174。 

2023 年 3 月、Banco BPM は NZBA（Net Zero Banking Alliance）に加盟した175。

 
174 Banco BPM Press Release （29 December 2021） 
175 Banco BPM, “ESG Investor Presentation”, June 2023 
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第 4章 最近の金融動向と今後の展望 

1. 金融ビジネスにおける DX、フィンテック、キャッシュレスの動向 

(1) フィンテックの動向 

イタリアでは、2010 年以降、年間 12社程度のペースでフィンテック企業が増加

し、2017 年上期末時点で 102社のフィンテック企業176が活動していた。The Italian 

Fintech Guide 2022 によると、イタリアのフィンテックエコシステムは依然としてヨ

ーロッパの中で小規模ながら、564 社のフィンテック企業により形成されているとさ

れる177。 

アーンスト・アンド・ヤング（EY）等が 2022 年 8月から 12 月にかけて実施した

イタリアで活動するフィンテック企業に対する調査では 100 社余がアンケートに回答

した（図表 20）178。事業内容をみると、Chatbot、DLTなどを運営するテックフィン

が 20%と最大勢力となっている。（図表 21）。貸付（Lending）、決済（Payment）、保

険（Insurtech）がそれぞれ 14%、11％、9%でそれに次ぐ。 

この数年、BNPL（Buy Now Pay Later）サービスがイタリアの消費者の間で最も人

気のある支払い手段のひとつとなっている。業界レポートの予測によると、今後も

2022～28 年にかけて年率 36%の成長が期待されている179。かかる市場で BNPL アプ

リの”Scalapay”が 2022 年 2 月、4.97 億ドルの資金調達を実施して企業価値 10 億米ド

ルを達成、イタリア企業初のユニコーンが誕生した180。続いて 2022 年 9 月、モバイ

ル決済プロバイダーの Satispay が 3.2 億ユーロの調達に成功し、2 月の Scalapay に次

ぐイタリアで 2 番目のユニコーンとなった181。Satispay は 2013 年に創立され、15 年

に決済システムを立ち上げた。現在、国内で約 300 万人の個人と 20 万の商店がデジ

タルウォレットとして利用するイタリア最大のモバイル決済プロバイダーとなってい

る。2022年はイタリアのフィンテック産業にとって記念すべき年となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
176 Fintech Global, “ 2017 has already seen more investment in Italian FinTech companies than the whole of last year” 

https://fintech.global/2017-has-already-seen-more-investment-in-italian-fintech-companies-than-the-whole-of-last-

year/ （閲覧日：2022年 8 月 16日） 
177 Fintech District, “The Italian Fintech Guide 2022”, p.5 
178 EY and Fintech District, “FinTech Waves 2023”, p.66 
179 “Italy Buy Now Pay Later (BNPL) Markets Report 2022 - 2028: Strategic Alliances are Rising to Launch Innovative Split 

Payment Solutions”,  
180 “Italy gets its first unicorn as Scalapay raises $497m from Tencent”, Feb. 23, 2022（Scalapay は 2019年にミラノで創業

した BNPLサービス）。 
181  PYMNTS “Payments Startup Satispay Raises €320M, Is Italy’s Newest Unicorn”, 28 September 2022（閲覧日：2023年 1

月 20日） 
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図表 20: イタリアのフィンテック企業 
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（注）  TechFin 企業も含む 

（出所）EY, Fintech District, “FinTech waves – Italian FinTech Ecosystem 2023 edition”, p.86-87 

（閲覧日：2023 年 7月 20 日） 

 

図表 21： フィンテック企業の事業内容別割合 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所）EY, Fintech District, “FinTech Waves – Italian FinTech Ecosystem 2023”, p.66（閲覧日：2023 年

7 月 30 日） 
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現時点でフィンテック企業が提供する非伝統的金融活動（alternative finance 

activities）に対する体系的な法令はなく、イタリア銀行や国家証券委員会

（Commissione Nazionale per le Società e la Borsa, CONSOB）など所管する省庁レベ

ルでの監督・指導が行われている（2023年 7月時点）182。例えば、イタリア銀行は、

2016 年 11 月に「銀行以外の資金調達に関する条項（Provisions on the collection of 

savings by subjects other than banks）」を公示（2017 年 1 月 1 日発効）、クラウドファ

ンディング事業の内容を定義するとともに、事業者要件ならびに行動規範を提示した。

また、国家証券委員会も投資家保護の観点から、事業者に対していくつかの要件を課

している。なお、金融サービス以外の事業、いわゆる技術開発やサポートサービスの

分野（基盤事業）に関してはほぼ野放しの状態となっている。しかし、最近の個人情

報保護やサイバーセキュリティーに対する関心の高まりを受けて（金融サービスに重

大な影響を及ぼす可能性あり）、関係省庁や業界団体、また国際機関も交えた調査研

究が進められている。イタリア銀行は現在、ビッグデータや機械学習などの革新的な

方法論を使用して、金融の安定性に対するリスク特定と防止を改善する手法をテスト

しており、従来のデータ制御プログラムを新しい機械学習および人工知能技術と統合

するプロジェクトを開始した。 

最後にフィンテックに関する銀行の取り組みを確認する。イタリアでは体力のある

大手金融グループを中心に、デジタル技術の活用が積極的に進められている。イタリ

ア銀行によると、インターネットバンキングなどデジタルチャネルを利用する顧客の

割合は、2018 年に 74.6%と 2012 年の 48.4%から大きく上昇、提供されるサービスも

決済サービスから資産運用、少額の事業向け貸出に至るまで多様化している。なお、

バンキングサービスの内容については、全ての銀行が送金・決済サービスを提供して

いるほか、ほぼ半数の銀行が貯蓄の預け入れを行っている。一方で、消費者ローン

（17%）や住宅ローン（8%）をオンラインで提供する銀行は未だに少数派となってい

る。 

イタリア銀行のアンケート調査によると、フィンテック、とりわけ即時決済やオン

ラインでの契約手続きに対する銀行の関心は高い。オンラインを通じた諸手続きを容

易にすることで、デジタル世代の若い顧客層を取り込みたいとの思惑が背景にある。

実際、庶民銀行や信用協同組合銀行も含めた金融機関の約半数が、決済サービスや資

産運用におけるフィンテック活用を計画している183。 

また技術やノウハウを有するフィンテック企業との連携にも積極的だ。イタリア銀

行協会（ABI-Labo）の調査では、既に 63.3%の銀行がフィンテック企業とのパートナ

ーシップを締結していると回答している。その他、研究開発に関する情報共有

（33.3%）からフィンテック企業の買収（10%）まで、さまざまな形で銀行とフィン

テック企業の融合が進んでいる。なお、以下図表からも明らかなように、大銀行（総

資産 100 億ユーロ以上）と中小銀行（総資産 100 億ユーロ未満）ではフィンテック対

応に温度差がある。イタリア銀行は、資金面だけでなく、人的資源の制約が中小行の

フィンテック対応を遅らせていると指摘している。 

 

 
182   ICLG - Fintech Laws and Regulations, “FinTech Laws and Regulations Italy 2023”, 12 July 2023;  

https://iclg.com/practice-areas/fintech-laws-and-

regulations/italy#:~:text=There%20are%20several%20types%20of,and%20investment%20recommendations%20to%20

clients （閲覧日：2023年 7 月 20日） 
183 Banca d'Italia, “Annual Report 2018” p.163 

https://www.bancaditalia.it/pubblicazioni/relazione-annuale/2018/index.html 

https://iclg.com/practice-areas/fintech-laws-and-regulations/italy#:~:text=There%20are%20several%20types%20of,and%20investment%20recommendations%20to%20clients
https://iclg.com/practice-areas/fintech-laws-and-regulations/italy#:~:text=There%20are%20several%20types%20of,and%20investment%20recommendations%20to%20clients
https://iclg.com/practice-areas/fintech-laws-and-regulations/italy#:~:text=There%20are%20several%20types%20of,and%20investment%20recommendations%20to%20clients
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図表 22: フィンテック企業との関わり方 

5

（注）四捨五入しているので合計は 100%とならない。 

大銀行は総資産 100億ユーロ以上の銀行、中小銀行は総資産 100 億ユーロ未満の銀行。 

（出所）IL SALONE “The Italian Fintech Guide 2018” 

https://www.salonedeipagamenti.com/italian-fintech-guide-2018  

（閲覧日：2019年 1 月 31日：2022 年 8 月時点で閲覧不可） 

 

(2) キャッシュレス化の状況 

イタリアのキャッシュレス化は、欧州諸国の中でも遅れている。2022 年の ECB の

調査によると、イタリアの家計における現金決済比率は件数ベースで 69%、金額ベー

スで 49%と、2019 年の 82%、58%に比して大きく低下しており、国内ではそれなり

にキャッシュレス化の浸透は見られるものの、いずれもユーロ圏 19カ国平均（59%、

42%）を上回っており、欧州諸国の間では依然として遅れている（図表 23）。実際、

国際決済銀行の公表データでは、イタリア住民一人あたりキャッシュレス決済件数は

年 168 回と、キャッシュレス化が進んでいるオランダ（555 回）やベルギー（454 回）、

フランス（414 回）を大きく下回っている（2021 年）184。 

ただし、消費者のキャッシュレスに対する利用意向は決して低くはない。先述の

ECB 調査では、欧州各国の消費者に望ましい決済方法を尋ねている。結果をみると、

イタリアの消費者の 47%がカードなどの非現金決済、28%が現金と回答しており、そ

の割合はユーロ圏 19 カ国平均（49%、27%）と遜色ない水準となっている。「明確な

好みはない」（25%）も含めると、7 割以上が必ずしも現金決済にこだわらない意志を

示しており、潜在的な需要は相応にあると考えられる。イタリアの消費者の支払い手

段選択に影響を与えている要因としては、カード利用に付与される特典やカード利用

にかかる手数料等よりも、支払い額（52%）と所持している現金額（43%）が大半を

占めており、こちらもユーロ圏平均（支払い額 56%、所持額 56%）と近い。（図表 27

左）。すなわち、少額の決済ならば現金利用、高額ならば現金以外と柔軟に支払い手

段を選択していると考えられる。 

 

 
184 国際決済銀行（BIS）、“Payments and financial market infrastructures”収録の Table CT5: Use of payment 

services/instruments: volume of cashless payments を参照。https://stats.bis.org/statx/srs/table/CT5 （閲覧日：2023年 7 月
20日） 
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図表 23: ユーロ圏諸国の店頭支払いでの現金決済比率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）2022年（対象は POS決済および P2P 取引） 

（出所）European Central Bank. (2022). “Study on the Payment Attitudes of Consumers in 
the Euro Area (SPACE) -2022”より作成（閲覧日：2023年 1 月 26日) 

 

次に、イタリアにおけるキャッシュレス取引件数（法人を含む）の推移をみたもの

が図表 24 右である。これをみると、取引件数は着実に増加していることがわかる。

2021 年のキャッシュレス取引件数は前年比でカード利用件数 17 億件増を主因として、

19 億件増と顕著な増加を見せた。内訳では、デビットカード・クレジットカードの利

用が全体の 68.2%、口座振込が 17.4%と両者で 85%を占める。件数の増加に合わせて、

カードの利用率も上昇しており（2012 年：43%）、徐々にではあるがイタリアでもカ

ード利用が広がりつつある様子がうかがえる。 

 

図表 24：支払い手段選択に与える要因およびキャッシュレス取引件数の推移 

 

 
 

（注：左）複数選択のため合計は 100%にならない。 

（出所）ECB Occational Paper Series, “The use of cash by households in the euro area”（No.201, 

November 2017） 

国際決済銀行（BIS）“Payments and financial market infrastructures” 

上記に収録の Table T5: Volume of cashless payments and withdrawal/deposit transactions 参照 

https://stats.bis.org/statx/toc/CPMI.html （閲覧日：2023年 1 月 31 日） 
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カードの発行枚数（ストックベース）については、デビットカードが順調に増加し

ている（図表 25）。実際、2021 年のデビットカード発行枚数は、前年比 2.6%増の

6,094 万枚と 2012 年以降で 53%増えた。また、漸減傾向にあったクレジットカード

の発行枚数は 2018 年を境に回復、2021 年は減少に転じたものの趨勢的には 2018 年

からの微増状態は続いている。クレジットカード保有率の上昇もさることながら、既

存利用者の間で複数枚保有する動きが強まったことが背景にあるとみられる。 

図表 25：カード発行枚数（ストックベース）の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所）国際決済銀行（BIS）“Payments and financial market infrastructures” 

上記に収録の Table T4: Number of payment cards and terminals 参照 

https://stats.bis.org/statx/toc/CPMI.html （閲覧日：2023年 7 月 20 日） 

 

2020 年 12 月 8 日、イタリア政府はデジタル化と透明性の高いシステムを推進する

ため、カード決済やモバイル決済に対して 10%のキャッシュバックを付与する

「Italia Cashless」プログラムのテストを開始した。プログラムは 2021 年 1 月 1 日か

ら 2022 年 6 月 30 日までの 1 年半を対象とし、半年間で少なくとも 50 回の電子決済

による支払いをした場合、半年間で 150ユーロを上限として支払額の 10％がキャッシ

ュバックされる。イタリア政府は 2020 年予算法で年間 30 億ユーロ割り当てている

185。 

各種支払い手段に関して中立の立場を堅持する ECB は、本プログラムは ECB のゴ

ールを蝕む恐れありとして当初からこの計画に批判的であったが、ECBの前総裁でも

あったマリオ・ドラギを首相として 2021 年 2月に発足した政権は、2021 年 6 月末を

以って本プログラムを終了させてしまった186。最初の 6 ヵ月経過時点での中止となっ

た。このプログラムに登録したのは約 785 万人、うちキャッシュバック要件を満たし

たのは人口の 10%に相当する 589 万人といわれる187。 

 

 

 

 
185  第 290条。https://www.gazzettaufficiale.it/eli/id/2019/12/30/19G00165/sg 
186  “Italy cancels controversial cashless campaign”, Sept. 22, 2021 
187  “Italy to scrap ‘cashback’ scheme on card payments from June 30th”, June 29, 2021 
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(3) モバイル決済の動向 

イタリアは欧州諸国のなかで伝統的にデジタル決済利用率の最も低い国のひとつと

されている。イタリア中央銀行のデータによると188、2020 年の一人当たり年間のカ

ード決済回数は EU の平均 156 回に対してイタリアは 85.6 回と最少の部類に入る。 

それでも欧州でデジタルバンキングやスマートフォンが日常的に普及したことを背

景に、イタリアでも多くの商業銀行がオンラインオプション、モバイルアプリ、さら

にスマートフォンを使って日常の資金管理を可能にするサービスを提供している。実

店舗を持たずに純粋にオンラインだけで活動するインターネット専業銀行も現れてい

る。 

2022 年は、10 月に誕生したメローニ政権が決済手段のデジタル化を抑制するよう

な姿勢（次節「リテール決済に関する法規制」参照）を打ち出す一方でデジタル決済

がスマートフォンを主要な牽引力として顕著な伸長を見せた 1 年であった。 

世界主要国 11か国のデジタル化状況を調査した PYMNTSのレポート189は、「イタリ

アでもモバイルウォレットの利用が上昇している」と指摘している。実店舗での買い

物をモバイルウォレットで決済した消費者の割合は 2022 年第 2 四半期から第 3 四半

期にかけて 11か国中 7か国で上昇したが、イタリアは第 2四半期 18%から第 3四半期

20.4%へと 13%伸びた。この伸び率は日本（20%）、シンガポール（18%）に次いで高

く、11 か国の平均伸び率 4%を大きく上回る。他方、22 年第 3 四半期にイタリアでオ

ンラインの買い物をモバイルウォレットで決済した消費者の割合は 42.2％、ドイツの

44.2%に次ぐ高さであった。イタリア人のモバイルウォレットの利用率はオンライン

のほうが実店舗よりはるかに高い。 

ミ ラ ノ 工 科 大 学 （ Milan Polytechnic University ） の Innovative Payments 

Observatory の調査によると、2022 年、スマートフォン、ウェアラブル端末を使った

イタリアの店頭でのコンタクトレス決済は 163 億ユーロと、2021 年比 122%の増加を

記録した190。 

オンラインの決済手段についてフィンテック企業 RAPYD が 2022 年 4 月に行った

調査（回答者は少なくとも月 1 回はオンラインで買い物をする）によると、調査前月

（3 月）に最もよく使ったモバイルとして回答者の 63%が PayPal と答えた（2 位は

PostePay で 35%）。最も選好される手段も PayPal が 39%、PostePay が 12%で 2 位、

実際に使った手段、好ましいと考える手段いずれの点でも PayPalが 2位以下を大きく

引き離している。GooglePay や ApplePay はイタリアでは実際の使用頻度、選好度合

いずれも非常に低い191。 

決済手段別にみた平均購入額では、銀行を通じた電子決済の金額が 309 ユーロと相

対的に大きい点が特徴だ（図表 26）。またクレジットカード決済でも、受け渡し時の

決済と購入時決済では 50 ユーロほどの差がみられた。PayPal など購入時決済が基本

 
188  Financial Times “Meloni pushes back on Italy’s shift into digital payments age”, 4 December 2022（閲覧日：2023年 1 月 

25 日） 
189  PYMNTS Q3/2022 ConnectedEconomy Index “How the World Does Digital”, December 2022; p.37-38（閲覧日：2023

年 2月 3日） 
190  PAYSPACE, “Italy Sees the Fastest Growth of In-Store Mobile and Wearable Transactions”, 15 March 2023（閲覧日：

2023年 8 月 15 日） 
https://payspacemagazine.com/all/italy-sees-the-fastest-growth-of-in-store-mobile-and-wearable-transactions/ 

191  RAPYD, “European eCommerce & Payment Methods : a Rapyd Research Report 2022 »（閲覧日：2023年 8 月 15 日） 

https://go.rapyd.net/hubfs/2022%20Rebranded%20Assets/European-eCommerce-Payment-Methods-Research-
Report-2022.pdf?hsCtaTracking=590ffd2c-b789-41b2-adc3-fbe89a2bb561%7Cf6c9a734-0284-42b4-b82c-

3f4b667c4ddf 
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の他の決済手段についても平均購入額は小さく、イタリア国民は購入金額によって決

済時点や決済手段を使い分けているとみられる。 

図表 26： 決済手段別の平均購入額 

 
（出所）電子商取引連盟（Ecommerce Foundation）https://www.ecommercefoundation.org/ 

“Ecommerce Report Italy 2019” （2020 年 12 月時点で閲覧不能） 

 

 

(4) リテール決済に関する法規制の状況 

イタリアでは、EU の第 2 次決済サービス指令（Payment Services Directive 2, 

2015/2366）が Legislative Decree 218/2017 により国内法に適用され、2018年 1 月 13

日に発効した192。 

【メローニ政権の現金政策】 

イタリアでは、2022年 10月、極右政党とも呼ばれる「イタリアの同胞」（Brothers 

of Italy）のメローニ党首を首相とする右派連合政権が発足した。メローニ党首はデジ

タル化に向かうイタリアの動きを長年批判してきたが、政権発足時から一貫して現金

決済の余地を広げることを主張してきた。 

新政権は 11 月 22日に 2023 年度予算案を閣議決定、欧州委員会に提出した。その

なかで現金政策に関して 2 点修正を提起した193。 

①60 ユーロ以下の現金決済の権利保証 

60 ユーロ以下の少額支払いについてはデジタル決済を拒否した小売店は罰金の対

象となっているが、メローニ政権はこの罰金を廃止し、商店主にデジタル決済を拒否

する権利を保証する。この罰金は EU のコロナウイルス関連復興基金から資金供与を

受ける条件として前政権が 2022年前半にコミットしたという経緯がある。 

②キャッシュ支払いの上限引き上げ 

財・サービスの購入に当たって現金使用を制限する措置として、予算法により政府

は毎年、現金使用の上限額を定めることとなっている。2022年に関しては当初 1,000

 
192 https://www.gazzettaufficiale.it/eli/id/2018/01/13/18G00004/sg 
193  PYMNTS “Italy’s New Government Now Likes Cash”, 4 December 2022（閲覧日：2023年 2月 1日） 
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ユーロとされたが、3 月に 2,000 ユーロに引き上げ。1 月 1 日に遡及実施した。（すな

わち、2022年に関しては 2000ユーロ以上の取引はデジタルかつトレース可能な取引

とする義務を負う）。前政権は 2023 年 1 月からは 1,000 ユーロに引き下げる計画であ

ったがメローニ新政権は逆に 5,000 ユーロに引き上げた。 

これに対してイタリア中央銀行からも欧州委員会からも強い批判が出た。中央銀行

は 2021 年の調査ペーパーですでに現金使用と闇経済の間に直接的な関係があること

を指摘、現金取引の制限緩和は公式統計に表れない闇経済を助長するとの立場を明確

にしている194。欧州委員会は、メローニ政権の施策は「デジタル化推進によって脱税

の防止、税収の向上を図る」とする EU の基本方針に反するとして警告した。 

中央銀行、欧州委員会の批判に対してメローニ首相は、現金使用と闇経済の関係を

否定、現金重視政策はデジタル決済手段を持たない貧困層を助けるものと反論するが、

12 月に入って①については撤回した。②についても中央銀行は強い懸念を表明したが、

最終的に維持された。 

2023 年度予算は、2022 年 12 月 19 日の EU での承認、23 日のイタリア下院承認に

続いて 29 日の上院承認をもって最終的に承認された195。 

 

(5) リテール金融機関の顧客接点における DX 

先進的な金融機関の支店では、営業時間外でも操作可能なセルフサービスエリアや

Wi-Fiが整備されるほか、商品やサービス説明のためのタブレット等が置かれ、専門

的な相談が必要な場合にはリモートで対応可能である196。これにより店舗人員削減に

加え、顧客に対して各人に最適なサービスの提供や銀行サービスを利用できる時間の

拡大が見込める。顧客接点における DX の具体的な事例として、以下のような取り組

みが見られる。 

インテーザ・サンパオロ銀行は、Business Plan 2022-2025 の主要施策の一つとし

て、2023 年 5 月、in-house のデジタル銀行 ISY Bank を設立した197。340 人の専任ス

タッフを配置し、同行がオンラインまたはモバイルサービスに移行させたいと考えて

いる 40 歳以下の約 400 万人の若い顧客を主なターゲットとして銀行サービスを提供

する。併せて、グループとしての支店/IT コスト引き下げも目指す。ISY Bank の app

は、スマートフォンで 6月 15日から利用可能となる。幅広い日常バンキングサービス

を提供する。 

同行はロンドンのフィンテック Thought Machine と 5 年のパートナーシップを結

び、クラウドバンキング・インフラを提供する。2024 年以降は、同行の現行ブラン

ドの下に留まるであろう残る 900 万人のリテール・SME顧客にも ISY Bankのクラウ

ドをベースにしたインフラを徐々に適用していくことを目指す。 

イタリアの金融サービスセクターにおける IT プロバイダーCorvallis は、2023 年 4

 
194 PYMNTS “Italy’s Central Bank clashes with government over cash policy”, 5 December 2022 
195 Reuters “Italy’s parliament gives final approval to government’s 2023 budget”, 29 December 2022（閲覧日：2023年 2 月

1日） 
196 https://home.kpmg/it/it/home/insights/2016/06/new-branch-models-in-the-italian-banking-industry-.html 

https://www.breakinglatest.news/entertainment/the-branch-of-intesa-sanpaolo-changes-to-corso-giolitti-in-cuneo-and-

the-closure-of-the-former-ubi-branch-in-piazza-europa-is-postponed-to-2022/ 
197 Intesa Sanpaolo Press Release, “Intesa Sanpaolo presents ISY Bank, the Group’s New Digital Bank”, 15 June 2023 

https://group.intesasanpaolo.com/en/newsroom/press-releases/2023/06/intesa-sanpaolo-presents-isybank--the-group-

s-new-digital-bank 
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月 26 日、顧客としてのイタリアの銀行の DX を支援することを目的として、ロンド

ンに本部を構える金融ソフトウェア app のグローバルプロバイダーFinastra とパート

ナーシップ締結したことを発表した198。イタリアですべての金融機関にとってクラウ

ドの採用が重要性を増すなか、Finastra のクラウドベースの次世代デジタルバンキン

グソリューション Essence は、金融セクターに効率性と柔軟性の向上、資源の最適化、

セキュリティの向上をもたらすことが期待される。 

 

(6) インターネット専業銀行 

イタリアのネオバンク数は、情報源により数値が大きく異なっており把握が難しい。

イタリアのネオバンクの特徴は、外国のネオバンク（N26、Revolut 等）が大半であ

り、イタリアに本部を置くネオバンクは極めて少ないこと、かつそれらのネオバンク

は国内フィンテック企業のスタートアップではなく、既存銀行が設立したもの

（Buddybank、Widiba、HYPE）がほとんどである点だ。 

既存銀行が設立したネオバンクには以下がある： 

BuddyBank 

2015 年設立、ウニクレディトが提供しているアプリ専用のサービスで、口座維持手

数料が無料の当座預金口座のほか、ローン、保険、資産管理等を提供しており、顧客

からの問い合わせにチャットで 24 時間対応している点が特徴である。バンキング、

ライフスタイルニーズに合わせたチャットを通じたコンシェルジュサービスを伴う、

スマートフォン用にデザインされている。 

Hype 

IllimityBankが 2015 年に Banca Sella グループ（イタリアのリテールフィンテック、

すべてのサービスを app を通じて提供）との J/Vとして設立したネオバンク。170 万

人の顧客に P2P、決済等の サービスを提供している。 

Widiba 

2014 年にサービスを開始した MPS 銀行グループのネオバンクで、デジタル（PC・ア

プリ）やビデオ通話チャネルのほかに、イタリア全地域をカバーする 500 人以上のフ

ァイナンシャルアドバイザーとその 130 以上のオフィスを有し、MPS 銀行の支店と

も連携している。ファイナンシャルアドバイザーは Widiba 以外の商品も取り扱って

おり、顧客に対して利益相反がない。 

 

(7) デジタル通貨導入に向けた動き 

ヨーロッパにおける中銀デジタル通貨（CBDC）導入を睨んだ動きは、ECB を中

心に、欧州各国の中央銀行により 2020 年 9 月にスタートした。2021 年 7 月 14

日、ECB 理事会は CBDC デジタルユーロの導入に向けたプロジェクトを立ち上げ、

本格的な調査フェーズを正式に開始することを決定した199。2021 年 10 月から約 2 年

 
198 Finastra Press Release, “Corvallis and Finastra partner to drive digital transformation for Italian banks”, 26 April 2023 

https://www.finastra.com/press-media/corvallis-and-finastra-partner-drive-digital-transformation-italian-

banks#:~:text=Italy%2C%20London%20UK%20%E2%80%93%20April%2026,with%20their%20digital%20transfor

mation%20journeys. 
199  https://www.ecb.europa.eu/paym/digital_euro/html/index.en.html 

NRI 「デジタルユーロへの道－ECBによる設計作業の開始」2021年 7 月 20日 
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間にわたって設計や発行方法の検証、市場に与える影響の評価などを行うこととなっ

ている。 

欧州委員会は、2023 年 6 月 28 日、デジタルユーロ実現の法的基盤となる法的枠組

みの案を発表した。現金を補完する役割を果たし、インターネットに接続されていな

くても利用できるようにすることや、取引に関する個人情報を保護することなどが柱

で、同枠組み案では域内企業に対し、デジタルユーロによる決済を原則的に受け入れ

ることや、利用者に無料で決済サービスを提供することを義務づけることも盛り込ん

だ。法律として成立させるには、EU 加盟 27 カ国と欧州議会の支持が必要となる。

CBDCを発行するかどうかを決定するのは ECBであるため、この法律はデジタルユー

ロそのものを実現するものではない。 

ECB ラガルド総裁は 2023 年 6 月、EU の CBDCであるデジタルユーロ創設につい

て 10 月末までに決定を下す予定だと述べた。ECB理事会は、「デジタルユーロ」の

発行に向けて、デザインや流通に関わる 2年間の「調査フェーズ」を 2023 年 10 月

に終え、2023 年 11 月 1 日から 2 年間の「準備フェーズ」を開始することを 10 月 18

日、正式に決定した200。2 年間の準備フェーズでは、デジタルユーロのルールブック

を完成させ、デジタルユーロのプラットフォームとインフラを開発できる民間プロバ

イダーを選択するとともに関連のテスト・実験などを行う。ECBは、準備フェーズへ

の移行はデジタルユーロの発行を決定するものではないことを強調、次の段階に移行

するかどうかは 2年後に決定するとしている。 

 

一方、イタリア国内では、2023 年 6 月、イタリア銀行が、国内商業銀行 18 行およ

びイタリア銀行協会（ABI）の協力を得て、CBDC の実現可能性を評価するためのパ

イロット・プロジェクトであるレオニダス・プロジェクト（Project Leonidas）を開

始した201。目的は、金融の安定化や消費者の保護が可能なブロックチェーンアプリケ

ーションの模索を目指すとしている。イタリアはデジタルユーロの最も熱心な支援国

であり、ABIはデジタルユーロ推進キャンペーンを積極的にリードしてきた。 

 

(8) IT人材の育成・活用状況 

イタリアは IT 人材が著しく不足しているといわれる。欧州委員会が 2014 年以降毎

年発行している Digital Economy and Society Index (DESI) によると、EU 内のイタリ

アのランクは相当に低い（22 年版によると、Human Capital、Connectivity、

Integration of digital technology、Digital public service の 4 部門の総合で 27 か国中 18

位）、このうち人的資本面は 27 か国中 25 位ととくに弱く、IT 人材育成の遅れが憂慮

される状況にある202。 

①国の施策 

EU が策定した European Coalition for Digital Skills and Jobs に基づいて、2020 年

4 月、イタリア技術革新・デジタル移行省が国レベルの Coalition を策定、次いで 7 月

に 2020～2025 年を対象とする国家デジタルスキル戦略を発表した203。同年 12 月に

 
200  ECB Press Release “Eurosystem proceeds to next phase of digital euro project”, 18 October 2023（閲覧日：2024年 2月 5

日） 
201     “Bank of Italy Plans CBDC Pilot”, 23 June 2023 
202     EC, “Digital Economy and Society Index (DESI) 2022 Italy”  
203     EU Digital Skills & Jobs platform, “Italy - National Strategy for Digital Skills”, 14 July 2022（閲覧日：2023年 7 月 30

日） 
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発表された実行計画は、戦略を 2025 年までに現実化するための 100 余のアクション

および 2025 年までに達成すべき目標や里程標を定める。 

活動対象を「高等教育＆トレーニング」、「労働力」、「ICT 専門家のスキル」、「全市

民」の 4 つの軸に分け、ICT 専門家については、2025 年までに IT 学科卒業生数を 3

倍に増やす（女性卒業生は 4倍）、SMEによる IT専門家の雇用数、ビッグデータを活

用する企業の比率を 2 倍に増やす等々、将来に向けたキースキルの涵養および労働市

場における IT 専門家の比率の引き上げ等を進め、経済社会/人口動態面でイタリアに

類似した国（独、仏、西、波等）との間に存在するギャップの解消を目指す。 

②個別機関の取り組み 

職員研修の戦略的重要性を強調するポステ・イタリアーネは 2015 年、スキル別に

構成された 5 つのアカデミーから成る Corporate University を設立した204。以来、グ

ループ 12 万人の職員のスキル開発を担ってきた。研修内容は法務、金融、マネジメ

ント、デジタル、配送等々さまざまな職種をカバーし、成長の段階に合わせてパーソ

ナライズされたスキルトレーニングをオンラインで提供する。その一つである Postal, 

Logistics and ICT のアカデミーでは、配送ネットワークのスキル開発と ICT 専門家の

スキルの涵養を行う。習得すべきスキルの内容は、社会の変化、技術の進歩に応じて、

毎年更新される。トレーニングの質の確保のため、研修のプロや職員がチューターと

して配置されている。職員全員が何らかの研修を受講しており、2022 年は延べ 600

万時間（職員一人当たり 48時間）の研修が提供された。 

一方、インテーザ・サンパオロ銀行は、デジタルが中核的な役割を果たすようにな

った金融セクターにおいて雇用市場もデジタルに大きな影響を受けているとして、国

内外の多くの大学と提携、金融技術、スキル、セキュリティ、法務、マーケティング

等々、銀行業務に関連するコースを提供している205。たとえば、ソレント大学との提

携では、ブロックチェーン、ビッグデータ、IoT、機械学習、AI 等、銀行業務の DX

の過程で戦略的な選択を支える科目を提供している。 

 

(9) 生成 AIの活用状況 

欧州ではもともと、GDPR（欧州一般データ保護規則）というデータプライバシー

に関する厳格な基準を設けており、Open AI社の ChatGPT（チャット GPT）をはじめ

とする生成 AI に対してもその急速な成長が社会に与えるリスクの大きさを懸念し、

規制強化を推す声が上がっていた。 

その中で、イタリアは ChatGPT を公的に禁止した西側で最初の国となった206。イ

タリアのデータ保護当局（Garante per la protezione dei dati personali：GPDP）は、

2023 年 3 月 30 日、米国の AIスタートアップで ChatGPT の開発企業 Open AI 社に対

し、ChatGPTの個人データ収集・処理のあり方が EUの GDPRに違反している疑いが

あると判断し、国内で ChatGPT へのアクセスを一時停止した（即日発効）。命令を受

け、Open AI社はイタリアのユーザーによる ChatGPTへのアクセスを遮断する措置を

取った。GPDP は、Open AI 社がユーザーから個人データを違法に収集し、未成年が

 
204   TG/Poste, “Cinque Academy per quattro generazioni: la Corporate University di Poste Italiane”, 2 March 2023 （閲覧日： 

2023 年 9 月 3 日）https://tgposte.poste.it/2023/03/02/academy-corporate-university-poste/ 
205    Intesa Sanpaoloウェブ “Journey to Universities: Finance and Tech”、June 2021 （閲覧日：2023 年 9 月 3 日） 

https://group.intesasanpaolo.com/en/editorial-section/events-and-
projects/projects/education/2021/06/master-fintech-journey-to-the-universities-in-italy 

206     Reuters, “Italy restores ChatGPT after OpenAI responds to regulator”, April 29, 2023（閲覧日：2023年 7 月 30日） 

https://eur-lex.europa.eu/eli/reg/2016/679/oj
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違法なコンテンツにさらされるのを防ぐための年齢確認システムを導入していないと

指摘、さらに 3 月 20 日に発覚した機密情報漏洩についても指摘した。 

そのうえで GPDP は 4 月 12 日、Open AI 社に対して、4 月 30 日を期限として、デ

ータ処理プロセスの明確化、年齢確認の仕組みの整備、オプトアウトの仕組みの整備

や AI の学習に関する情報処理を行っていることを個人に知らせる啓発キャンペーン

の実施などを、同国内での使用禁止措置を解除する条件として要求した。措置の内容

としては透明性の向上、情報通知の公開、年齢制限措置、個人データに関する権利の

行使などが挙げられる。 

Open AI 社は GPDP の要求・指摘に迅速に対処ないし明確化措置を講じたことから、

4 月 28 日、GPDP は、ChatGPT の使用禁止措置を解除したことを発表した。 

インテーザ・サンパオロ銀行の Group Supervisory Strategic Steering Department は、

2023 年 5月、LISA（Linguistic Intelligence for Supervisory Awareness）と呼ばれる機

械学習ツールをデザインし、立ち上げることに成功したと発表した207。LISA は、自

然言語処理（NLP）のアルゴリズムを使って銀行監督分野の何千という膨大な文書を

高速で読み込み、処理加工する。インテーザ・サンパオロはさまざまな活動に AI を

導入してきたが、この度の LISA は内部プロセスに AI を適用した最初の事例のひとつ

と言われている。 

 

2. 郵便局金融を含めた金融包摂 

(1) 格差に関する社会情勢・国民意識とそれらを背景とした格差是正政策 

イタリアでは、歴史的に工業化が進んだ北部と、農業中心の南部との間の経済格差

が深刻なものとなっている。また 2010 年代前半の中東・北アフリカ地域における民

主化運動の影響により欧州諸国への移民が急増したため、イタリアは EU 加盟国にお

ける移民の一時受入国としての対応を迫られた。既に失業や貧困の問題が深刻であっ

た南部が移民・難民の受け入れ玄関口となり、短期的な流入急増と国内滞留の長期化

による負担を迫られ、社会不安が増大することとなった。 

図表 27： イタリアに到着した難民数と庇護申請数の推移（2000～2020 年） 

 
207    Intesa Sanpaoloウェブ, “Introducing Lisa, AI supporting banking supervision related activities”, 19 May 2023 

（閲覧日：2023 年 9 月 3 日） 

https://group.intesasanpaolo.com/en/newsroom/news/all-news/2023/machine-learning-and-banking-supervision 

https://ledge.ai/openai_gpdp/
https://www.itmedia.co.jp/news/articles/2304/01/news043.html
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（出所） UNHCR ウェブサイト 

このような状況下、2018 年の総選挙で第一党となった左派ポピュリストの五つ星

運動により、2019 年 4 月に新たな所得補償制度である「市民所得（Reddito di 

cittadinanza）」が導入された208。同制度の受給条件は、①10 年以上国内居住してい

る国民または正規滞在資格を有する外国人、②年間所得および保有資産が一定額以

下、かつ受給に際しては就労意思を示すとともに就労機会の提供を受け入れることが

定められている。支給はプリペイドカード式で行われ、生活必需品等の物品の購入に

利用できる他、一定の範囲内で現金を引き出して使用することができる。 

2022年 10 月の総選挙で誕生した右派のメローニ政権は、「市民所得（Reddito di 

cittadinanza）」制度を 2023 年 8月 1 日付けで廃止することをメーデーに発表した。

これによって、170 万近い家計が当該ベネフィットを失う。 

政府は代わりに、2024 年 1 月から次の二つの制度を導入するとしている209： 

①Inclusion Check：対象を未成年の子供、高齢者、障害者を抱えた家計に限定（単に

低所得・失業者というだけでは対象から除外）。 

②Monetary Aid スキーム：Inclusion Check 対象家計に属さない者の職業訓練を支

援。メローニ政権は働ける者と働けない者を区別し、働ける者は援助保護ではなく雇

用機会を与えられるべきとの考えから職業訓練を受ける義務を課す。 

政権の目的は現行の社会福祉支出を減らすことにあり、この二つの新制度によって

政権は、何千という家計を社会福祉の対象から切り離し、市民所得制度の年間費用

80億ユーロに対して Inclusion Checkは 54億ユーロまで削減できると試算している。 

さらに極右とされたメローニ首相は当初、移民に強硬路線をとるといわれていたが、

2023 年になって「欧州とイタリアは移民を必要としている」と認め、反移民のレト

リックを軟化させた210。7 月の中東・アフリカ・地中海諸国の会合において、不法な

人身売買の取り締まりでアフリカ諸国の協力を取り付けるべく、合法的ルートによる

移民については受け入れを増やしたいと語った。 

 
208  国立国会図書館 調査及び立法考査局“外国の立法 No.279-2（2019.5）” 

https://dl.ndl.go.jp/view/download/digidepo_11281070_po_02790208.pdf?contentNo=1 （閲覧日：2022年 8 月 5
日) 

209  Le Monde, “Italy's Giorgia Meloni chooses International Workers' Day to cut minimum income”, 2 May 2023,（閲覧
日：2023年 8 月 15 日） 
euronews, “Italy: Meloni's government cuts welfare benefits to thousands of families by SMS, sparking protests”, 03 August 2023 

（閲覧日：2023年 8 月 15 日） 
210  CGTN, “'Italy needs immigration' - Italian PM Meloni backtracks on anti-immigration stance”, 25-July-2023 
  （閲覧日：2023年 8 月 15 日） 

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

2000年 2005年 2010年 2015年 2020年

難民数（人）

庇護申請数（件）



 

61 

 

(2) 金融包摂政策における国、自治体、郵便局、銀行の関わり 

ポステ・イタリアーネでは、約 1,000 人の移動コンサルタントを通じてイタリア全

土の小さな自治体や市町村での金融包摂促進のために取り組みを強化している211。移

動コンサルタントは、一人が 3 つから 5 つの郵便局を割り当てられ、それらを巡回し

ながら、予約制で顧客と面談、顧客に最も適した商品の提案、貯蓄/投資から資産保

護全般にわたる相談・アドバイス、顧客のポートフォリオ開発など関連するあらゆる

業務を行う212。これらの業務をこなすため、コンサルタントには投資・保険・資金調

達等に関する高度な金融専門知識、対人・交渉・コミュニケーションのスキル、一定

規模以上の資産ポートフォリオの管理経験、フィナンシャルアドバイザーの資格等々

数多くの要件を満たす人材が選考される。ステイタスはポステ・イタリアーネの無期

限・フルタイムの正職員雇用。ポステ・イタリアーネは 2019 年 4 月時点で 1,000 人

の移動コンサルタントを抱えていたが213、その後も年に複数回、配属対象地域を移し

ながら募集が行われている模様であり、2023 年も 5 月、9 月と申請期限を設定して

募集が公開されている。 

 

その他、移民の金融包摂に関して、イタリア銀行協会（Associazione Bancaria 

Italiana, ABI）と内務省の協力により、2011 年に National Observatory on the 

Financial Inclusion of Migrants が設立された。同機関のレポートによれば、銀行また

はバンコ・ポスタの当座預金口座を持つ移民の割合は 2010 年の 61.2%から 2016 年に

は 74.8%に上昇した。 

イタリアでのマイクロファイナンス等ソーシャルファイナンスの現況等は、主とし

て協同組織金融機関（banche di credito cooperative, BCC）、コンフィディ（consorzi 

di garanzia collettiva dei fidi, Confidi）、預託貸付公庫（Cassa Depositi e Prestiti, CDP）

がソーシャルファイナンスの機能を果たしている。例えば CDP の関連会社で不動産

投資を行う CDP Investimenti SGR S.p.A は、2010 年から「生活のための投資ファン

ド」（Fondo Investimenti per l'Abitare）という基金を運用しており、そこで学生等を

対象とした住宅供給事業（social housing initiative）を行っている（基金総額 20.3 億

ユーロ、うち CDP が 10 億ユーロ、銀行保険グループ・民間年金基金が 8 億 8,800 万

ユーロ、インフラ・交通省が 1 億 4,000 万ユーロを出資している）214。 

いわゆるマイクロクレジットについては、最低資本 60 万ユーロを満たしたうえで

登録をしていれば、ノンバンクでも貸付が可能となっている215。マイクロクレジット

関係機関のネットワーク組織として、イタリア外務省とカリプロ財団の援助で NGO

や市民社会団体が推進する RITMI（Rete Italiana della Microfinanza）が 2008年に

設立され、ノウハウの共有等が進められている216。 

 

(3) 提供される金融商品・サービス（郵便局、銀行） 

 
211  PosteItaliane, “Annual Report 2019”, p.190-192 
212  “Poste: 1.000 specialisti consulenti mobili per i piccoli Comuni”, Nov.26.2020, 
213  “POSTE ITALIANE, ARRIVA IL NUOVO RESPONSABILE DEL GESTITO”, APRIL 3, 2019 
214  CDPI Sgr, “Caratteristiche e scopo del Fondo”, https://www.cdpisgr.it/social-housing/FIA/caratteristiche-

fondo/caratteristiche-scopo-fondo.html （閲覧日：2022 年 8 月 10日） 
215     農林中金総合研究所「EU におけるマイクロクレジットの動向」農林金融 2015 年 12月号 

https://www.nochuri.co.jp/report/pdf/n1512re1.pdf 
216     https://www.ritmi.org/ 

https://www.cdpisgr.it/social-housing/FIA/caratteristiche-
https://www.cdpisgr.it/social-housing/FIA/caratteristiche-
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経済格差および貧困の影響により、南部の地域では金融包摂が進まない状況が続い

ていた。基本的な金融サービスへのアクセスを改善するために、1993 年に統合銀行

法を定め、銀行、バンコ・ポスタ、決済サービス事業者に対して、「基本口座（Conto 

di base）」の提供を義務化した217。所得および資産が一定額を下回る個人が口座開設

を認められており、預金、引き出し、支払い、デビットカード利用等のサービスを、

各行が定める優遇料金で利用することができる。なお、南部 4 州（カラブリア、カン

パニア、プーリア、シチリア）における銀行口座または郵便貯金口座を保有していな

い世帯は、2002 年に 22%～38%であったところ、2016 年には 7%～23%と改善した

218。 

「基本口座」自体の手数料は年間 30 ユーロであるが、下記に該当する場合は無料

となる。「基本口座（Conto di base）」にて提供される年間の無料サービス範囲は以下

の通りである。 

図表 28： 基本口座のサービス内容一覧 

 口座種別 

対象 低所得者 

（収入・資産等の経済指

標 11,600 ユーロ未満） 

年金受給者 

（年金受給額 18,000

ユーロ未満） 

印紙税 非課税 課税 

取引照会 6 回 6 回 

窓口での現金引き出し 6 回 12回 

ATM現金引き出し（提携） 無制限 無制限 

ATM 現金引き出し（非提

携） 
12回 6 回 

SEPA ダイレクトデビット 無制限 無制限 

SEPA 口座受取（給与・年

金） 
36 回 無制限 

SEPA 口座引落（定期） 12回 6 回 

SEPA 口座引落 6 回 対象外 

現金・小切手支払い 12回 6 回 

利用明細書発行 4 回 4 回 

デビットカード支払い 無制限 無制限 

デビットカードの再発行 1 回 1 回 

（出所） イタリア銀行協会“Conto di base” 

 
217  Banca D’Italia, “ Testo Unico Bancario, Decreto legislativo 1° settembre 1993, n. 385” 

https://www.bancaditalia.it/compiti/vigilanza/intermediari/Testo-Unico-Bancario.pdf （閲覧日：2022年 8 月 5 日） 
218  Bettin, G., Pigini, C., & Zazzaro, A. (2020). Financial inclusion and poverty transitions: an empirical analysis for 

Italy. CSEF, Centre for Studies in Economics and Finance, Department of Economics, University of Naples. 

https://www.csef.it/WP/wp577.pdf （閲覧日：2022年 8 月 10日） 
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(4) 政策評価と方向性 

①金融アクセスの改善 

世界銀行の統計219によると、イタリアの成人 10 万人あたりの銀行支店数は 34.5

（2021 年時点）であり、EU の平均（21.1 店）や高所得国の平均（17.4 店）を上回っ

ている。成人 10 万人あたりの ATM 数も 88.5 台（2021 年時点）で EU の平均（62.7

台）や高所得国の平均（62.7 台）を大幅に上回っている。 

 

 

 

 

図表 29： イタリアにおける成人口座保有率の推移（2011～2021 年） 

  

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注） 15 歳以上の国民の内、金融機関の口座を保有する者、モバイルマネーサービス等を過去 12 カ月以内に利

用した者の割合を示す。  

（出所） World Bank Global Financial Inclusion Database “Account ownership at a financial institution or 

with a mobile-money-service provider (% of population ages 15+)”  

 

同様に、銀行口座等の保有状況で見てみると、2011 年には成人の 71％しか金融機

関の口座を保有しておらず、高所得国の平均（88.3％）を大きく下回っていたが、

2017 年には 93.8％と、高所得国（93.7％）と同程度にまで改善、さらに 2021 年には

97.3%（図表 29）となり高所得国（96.4%）を 1%ポイント近く上回った。所得階層別

の統計では、2011年時点で所得下位 40％は 62.4％、所得上位 60％は 76.7％というよ

うに、所得階層によって口座保有率に大きな差があったが、2021 年には所得下位

40％で大きく改善して 94.8％となり、所得上位 60％との差は 4％ポイント程度にま

 
219 World Bank, “Automated teller machines (ATMs) (per 100,000 adults)”（閲覧日：2023 年 7 月 20日） 

World Bank, “Commercial bank branches (per 100,000 adults)” （閲覧日：2023年 7 月 20 日） 
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で改善した。 

 

②金融リテラシーの向上 

イタリアでは、複数の国際調査を通じて金融リテラシーの不足が指摘されてきた。

そこで経済財務省は 2017 年に「金融教育活動の計画と調整のための委員会

（Comitato per la programmazione e il coordinamento delle attività di educazione 

finanziaria）」を組織し、関係各省、学術機関、業界団体等から成る委員によって、貯

蓄、投資、社会保障、保険の分野における国民のリテラシー向上を目標に啓発活動を

行っている。具体的には、各種調査を通じたベースラインの把握、活動対象の特定、

教育プログラムの計画等が実施されてきた。設立以降、特に金融リテラシーが低いこ

とが把握された若年層、女性、高齢者、自営業者、移民等220に対しては、OECD のフ

レームワーク、ガイドライン等を活用しながら官民連携で知識とスキルの改善を目指

すとしている。 

こうした動きに呼応し、ABI では金融教育のイニシアチブを強化している221。具体

的には、若年層向け金融教育イベントの開催、メディアを通じた住宅融資情報提供、

高齢者・障がい者向けの金融教育プログラムの実施、高齢者・弱者に向けた金融詐欺

被害防止のための啓発活動等を行っている。 

 

③個人貯蓄プラン（Piani individuali di risparmio; PIR） 

2017 年予算法にて設定された、イタリア版 NISA とも言える個人向け資産形成のた

めの税制優遇制度である。非課税投資枠は年間 3万ユーロ、上限 15万ユーロで 5年間

の預入期間が必要とされており、1 人 1 口座のみ開設可能で、相続税と資本税が免除

となる。2021 年 1 月より、新型コロナウイルス感染症拡大による経済対策の一環とし

て、代替 PIR（PIR alternativi）が導入され、預入金額は年間 30 万ユーロ、上限は

150 万ユーロに設定された222。 

資産運用会社協会（Assogestioni）の発表223によれば、2022年末時点で 71件の PIR

ファンドが設定されており、純資産総額は 178 億ユーロで、オープン・エンド型投資

信託市場の 1.6%を占めていた。 

 

3. その他 

(1) 顧客データを活用したビジネス動向 

EU は世界に先駆けてオープンバンキングに取り組んだ。欧州内の決済標準化を推

進するための法的枠組みである決済サービス指令（Payment Services Directive：

PSD）が 2007 年に誕生していたが、決済のセキュリティの確保、利用者保護、個人

情報保護、競争上の公平性確保の観点から EU 理事会が 2015 年 10 月に改訂した法的

 
220  経済財務省金融教育ポータル http://www.quellocheconta.gov.it/it/news-eventi/comunicati_stampa/2020/com_031

22020.html （閲覧日：2022年 8 月 1日） 
221 ABIウェブサイト https://www.abi.it/Pagine/news/Educazionefinanziaria.aspx （閲覧日：2022年 8 月 1日） 
222  ABIウェブサイト https://www.abi.it/DOC_Mercati/Finanza/Risparmiogestito-Lineeguida/Risparmio-

gestito/Infografica-PIR%20V%202021.pdf （閲覧日：2022 年 8 月 1日） 
223  Assogestioni, “ Pir, i numeri aggiornati dell’Osservatorio Assogestioni”, https://www.assogestioni.it/articolo/pir-i-

numeri-aggiornati-dellosservatorio-assogestioni （閲覧日：2022年 8 月 1日） 
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枠組みである「決済サービス指令第 2版（PSD2）」がヨーロッパのオープンバンキン

グの重要な促進剤となった。EU 理事会は各国に 2018年 1 月 13 日までに PSD2 を国

内法に反映することを義務付け、イタリアは同日に実施に移した。 

PSD2の施行によって、第三者企業（Third Party Provider: TPP）とのオープン API

接続を銀行に義務付ける制度が整備され、各国規制当局に認可を受けた事業者らは顧

客の同意の下、リクエストに応じて銀行から顧客データを自由に取得したり、決済処

理を行ったりできるようになった。 

オープンバンキングプラットフォーム事業者である Tinkが 2019 年 5 月に、欧州

17 か国のバンカー約 270 人を対象に行ったオープンバンキングへの認識に関するア

ンケート調査によると224、オープンバンキングがもたらす機会に関しては、イタリア

では①より良いデジタルサービスの開発、②顧客開拓費用の削減、③PSD2 を超えた

データへのアクセスの販売の三つが、オープンバンキングの文脈で重要目的の上位に

挙げられている（図表 30）。 

 

図表 30： オープンバンキングの事業機会 

 

 
            （出所）Tink, ”Open banking report: Inside the minds of Italian bankers” 

  

特に「より良いデジタルサービスの開発」に対する意識が他の欧州諸国より高いの

は、一方で政府がキャッシュレス決済へのシフトによってデジタル決済を積極的に推

進していること、他方で金融サービス事業に参入し始めている Google、Amazon のよ

うなビッグテックからの脅威を他の国よりも強く感じていることが背景にある。この

脅威に対して銀行はオープン API の実装を進め、革新的サービスを提供するサードパ

ーティとの連携で対抗を目指す。 

銀行と TPP の連携の一例としてウニクレディトとワールドライン（Worldline）の

事例を紹介する。ウニクレディトは 2022 年 4 月、フランスに本拠を置きグローバル

に活動する TPP であるワールドラインとの 2020 年からの契約をさらに 2 年間更新し

た225。 

 
224  Tink, “Open banking report: Inside the minds of Italian bankers” 
225  “UniCredit Expands Open Banking Alliance With Worldline”, 2022/04/19 
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ワールドラインがウニクレディトに TPPサービスを提供することの意味は、ウニク

レディトの顧客は、ワールドラインの単一 API を通じて自己の口座をヨーロッパの他

の銀行と接続することができることにある。 

ワールドラインのサービスを使うことで、ウニクレディトは顧客に対して、口座情

報を参照しそれをまとめてエンドユーザーに提供する「口座情報サービス」

（Account Information Service: AIS）、エンドユーザーの代理として銀行に対して支

払や振込などの資金移動を指示する決済指示サービス（Payment Initiation Service: 

PIS）その他のビジネス機会をより効果的に提供することができるようになる。 

効率性の観点からは、ウニクレディトはワールドラインとの関係によって、（数多

くの異なる銀行とそれぞれ別個に関係を結ぶよりも）単一 API で全ヨーロッパに広範

かつ費用対効果の高いアクセスを獲得することができる。 

 

 

 

(2) 高齢化対策 

イタリアの高齢者（65 歳以上）の人口比率は 2022 年 24%と、モナコ（36%）、日

本（30%）に次いで世界で 3 番目に高い226。 高齢者層は（より若い層との対比で）そ

の高い貯蓄額のゆえに経済を支えるうえでの役割は大きく、しかしその一方で加速す

る金融市場の複雑化、リスクおよび技術進歩のゆえに最も金融的に脆弱な層でもある

ため、高齢者の金融アクセス向上は重要な課題である。 

ここではインテーザ・サンパオロ・グループの事例を紹介する227。 

➢〝Pension Card“ 〝Pension Book For You” 

インテーザ・サンパオロ・グループは、2012 年に金融包摂推進を目的に施行され

た法令に沿って高齢顧客専用の Basic Account を導入した。この口座の保有者には、

無料の決済カードが配布され、グループの世界 9,000 ヵ所以上の ATM で無料で現金

引き出しができる。無料で行える取引回数を法令で定める以上に増やしたり、特に社

会的に弱い立場の顧客に対して管理コストをより低くするなど、利便性生を高める努

力を行っている。 

 

➢Obiettivo Pensione 

年金受給資格充足に必要な保険料納付のためのローン。INPS 老齢年金/早期退職年

金取得までの期間が 6 か月以上、3 年未満で、かつ雇用されていない高齢顧客を対象

とする。ローンの返済は年金当局が支給年金額から差し引いて銀行に直接支払う。た

だし返済額は月々の年金額の 1/5以下とし、最長 10年で返済可能となっている。これ

を Prestitalia Fifth Pension Transfer という。 

 

➢PerTe Lifetime Loan 

住宅用不動産を所有する 60 歳以上の顧客を対象とする中長期のモーゲージローン。

 
226    “World Bank Population Ages 65 and above (% of total population) 

https://data.worldbank.org/indicator/SP.POP.65UP.TO.ZS 
227    Intesa Sanpaoloの web, “Financial inclusion of vulnerable people”, May 2022 
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インテーザ・サンパオロ銀行は最も早く lifetime mortgage loanを導入した銀行のひと

つ（2016 年から）。所有する不動産を抵当に入れてローンを組むことができる。 

lifetime mortgage loan は、高齢者の持家価額の全部または一部を譲渡することによ

り高齢者に一定の所得を提供する equity release 制度の一種。債務者の存命中は返済

を求められず、債務者の死去後に相続人は 12ヵ月の期間内に、住宅を売却して一括

返済するか、銀行による処分を認めるかを意思決定する。後者の場合、売却額が債務

を上回れば差額は家族に返還され、下回れば差額は銀行が負担する228。 

 

  

 
228    Intesa Sanpaolo Press Release, “Intesa Sanpaolo Launches Lifetime Mortgage Loans”, 2016/05/19 

https://ejje.weblio.jp/content/%E9%AB%98%E9%BD%A2%E8%80%85
https://ejje.weblio.jp/content/%E6%8C%81%E5%AE%B6
https://ejje.weblio.jp/content/%E4%BE%A1%E9%A1%8D
https://ejje.weblio.jp/content/%E5%85%A8%E9%83%A8
https://ejje.weblio.jp/content/%E3%81%BE%E3%81%9F%E3%81%AF
https://ejje.weblio.jp/content/%E4%B8%80%E9%83%A8%E3%82%92
https://ejje.weblio.jp/content/%E8%AD%B2%E6%B8%A1%E3%81%99%E3%82%8B
https://ejje.weblio.jp/content/%E3%81%93%E3%81%A8%E3%81%AB%E3%82%88%E3%82%8A
https://ejje.weblio.jp/content/%E3%81%93%E3%81%A8%E3%81%AB%E3%82%88%E3%82%8A
https://ejje.weblio.jp/content/%E9%AB%98%E9%BD%A2%E8%80%85
https://ejje.weblio.jp/content/%E4%B8%80%E5%AE%9A%E3%81%AE
https://ejje.weblio.jp/content/%E6%89%80%E5%BE%97
https://ejje.weblio.jp/content/%E3%82%92%E6%8F%90%E4%BE%9B%E3%81%99%E3%82%8B


 

68 

第 5章 参考 

1. リテール拠点における感染症対策 

イタリアは Covid-19 を受けて最も早くロックダウンを行った国のひとつであり、

2020年 3月に非常事態を全土に発令した。非常事態は 2022年 3月をもって解除され

たが、その後も場所・場面に応じてマスク着用の義務化・推奨が行われている。 

具体的な事例としてポステ・イタリアーネとインテーザ・サンパオロ・グループの

講じた策を見てみる。 

➢ポステ・イタリアーネ229 

従業員 150 人以上のすべての職場にサーモグラフィカメラを導入、カウンタースタ

ッフや郵便配達員を保護するため、全員に防護マスク、使い捨て手袋、消毒ジェル等

を支給、すべての郵便局にアクリルパネルをパーティションとして設置した。また顧

客との直接の接触を回避する目的で小包・書留について受取人の了解がある場合、受

取人のメールボックスに投函できるようにした。 

➢インテーザ・サンパオロ・グループ 

Covid-19 によってもたらされた最も目立った変化のひとつはリモートワークが広

範・大規模に導入されたことであり、これは現在までうまく機能しているとしている。

インテーザ・サンパオロではリモートで働くスタッフを 2015 年 14 千人から 21 年に

24千人まで増やすのがパンデミック前の計画であった。これでも野心的な計画であっ

たが、実際には 2020 年に 81 千人まで増えることとなった230。 

支店等の店舗でもスタッフのローテーションを敷く、顧客の店舗への来店に当たっ

て予約制を導入するなどの対策を講じた。 

 

 

 
229  Poste Italiane Interview on Covid-19 
230  Financial Times, “How Intesa got a head start on homeworking”, April 2021 
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